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  はじめに 
 

  ビジネスのグローバル化に伴い、フィリピンをはじめとする東南アジア諸国へ

の日系企業の投資・進出が進む中で、昨年度に続き、日本企業及び在留邦人に対

して日本の法曹有資格者によるどのような支援が可能であるか、また、求められ

ているかに関する調査を進めていく中で、基本的な問題意識や現状認識は不変で

あるものの、フィリピンにおいて政権交代があったことに対して、特別な注意を

払う必要があると考えた。 
  昨年度の報告で述べた通り、フィリピンにおいては大統領の任期が 6 年かつ再

選不可と規定されているため、6 年に一度必ず起こる政権交代に伴う様々な不確

定要素がある。さらに、2016 年 5 月に行われた大統領選挙において、アキノ前大

統領の後継指名を受けたマニュエル・ロハス候補（前内務自治長官）やアキノ政

権の基本的施策の踏襲を謳ったグレース・ポー候補（上院議員）が落選し、さら

には有力候補とされていたビナイ候補（前副大統領）が落選し、前政権との関係

が比較的希薄なドゥテルテ候補（ダバオ市長）が当選することとなり、予見不可

能性が一層高まったと言える。今年度の調査においては、新政権に対する期待や

現時点での評価を聴取するとともに、日本でも大いに話題になったドゥテルテ新

政権の特筆すべき動きについても記述することとした。 
  昨年度の調査においては、フィリピン共和国の概要や関係諸制度の概観、ヒア

リングやアンケートによって聴取された事案やそれを基にした支援策のアイデ

ア・試行について、一般論としてのフィリピンの社会的・文化的背景を基に記述

した。今年度の調査は、それらの調査をさらに深めるべく昨年に引き続き日系企

業・在留邦人にアンケート調査を実施した。また、昨年度のような国としての一

般的な情報は最小限に留め、司法制度や主な法令、具体例を用いた法運用の実態

に関する記述を充実することに努めた。 
  日系企業及び在留邦人が直面する法律問題については、アンケートやヒアリン

グにおいて明らかになった実態を、対応の在り方について実際に起きている具体

的法律問題に即して詳述するとともに、どのようにそれらの問題の解決が図られ

ているか、日本人弁護士が認知・活用されているかを記述した。 
  日本の法曹有資格者が現地で提供できる法的支援の在り方及びニーズのボリュ

ームについては、当地の外弁規制の最新動向を直接その作成に関わる者から聴取

し、実態としてサービス供給側の日本人弁護士の滞在期間等を網羅的に調査する

とともに、それらの現実に即した提言をまとめた。 
  本調査にあたっては、昨年度に引き続き、フィリピンに関する新聞記事、文献

を参照したほか、フィリピンの諸機関、日系企業及び在留邦人の活動を支援する

団体や、個々の日系企業、フィリピン人及び 在留邦人に御協力を頂いた。 
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第１章 フィリピンにおけるビジネス関連法令の実態 
 

第１ はじめに 
 ビジネス関連法令の実態について記述するにあたり、基本的な前提として、

フィリピンの司法制度の概観について述べることとした。法律問題に対して裁

判等の司法機関を通じた解決を図ることは不可欠であり、その適切な運用が確

保されることが前提となるものの、後述するように、その裁判が必ずしも円滑

に運営されてないことが、法運用の問題の 1 つとして挙げられる。 
 法令の概要及び運用の実態については、徒に詳細に立ち入ることを避け、ア

ンケートやヒアリング、当職の業務経験を通じて重要と思われる事項に絞って

記述した。また、法運用の実態に関しては、確度の高い文献資料が乏しいため、

大きく報道されている事案から、問題点を浮き彫りにするものを選んで記述し

た。 
 
第２ フィリピンの司法制度 
 フィリピン憲法（1987 年憲法）により、司法権は、最高裁判所及びに法に基

づき立される下級裁判所に与えられる。最高裁判所の権限は憲法に規定されて

おり、下級裁判所の権限はその他の法によって規定されている。下級裁判所に

は、控訴裁判所 1、初級裁判所 2、及びサンディガンバヤン 3や税務控訴裁判所 4

を含む特別裁判所がある。 
 
１．最高裁判所 
 最高裁判所はフィリピンの司法階層の最高位に位置し、主席判事 1 人及び

14 人の判事により構成される。最高裁判所は判事全員の合議による大法廷又

は裁量により 3 人、5 人若しくは 7 人の小法廷によって審理する。現在、大

法廷の他、5 人の構成員を持つ 3 つの小法廷が設けられている。 
 最高裁判所は、大使、公使及び領事に影響する訴訟並びに裁判記録移送命

令 5、禁止令 6、職務執行令状 7、 権限開示令状 8及び人身保護令状 9に関する

請願を審理する権限を有するとともに、以下(a)から(e)に掲げる内容に関する

下級裁判所による最終決定及び命令を留保、修正又は追認する権限を有する。 
(a)条約、国際又は行政協定、法律、大統領による大統領令、宣言、命令、

指示、規則又は規制に関する合憲性又は有効性に疑義が問題となってい

る全ての訴訟 
                                                           
1 Court of Appeal 
2 Trial Court 
3 Sandiganbayan 
4 Court of Tax Appeals 
5 Certiorari 
6 Prohibition 
7 mandamus 
8 quo warranto 
9 habeas corpus 
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(b) 税、関税、査察、徴収又は罰の合法性に関する全ての訴訟 
(c) 下級裁判所の権限が論点となっている全ての訴訟 
(d) 刑事裁判のうち、量刑が無期懲役 10以上のもの 
(e) 法律の誤りや疑問のみが争われている全ての訴訟 

 
最高裁判所裁判官の資格要件としては、①生まれながらのフィリピン人で

あり、②40 歳以上であり、③15 年以上の下級審の裁判官又はフィリピン国内

における法律実務経験を有すること求められる。 
 

２．控訴裁判所 
 控訴裁判所は控訴を受け下級審の判断を再審査する裁判所である。1 人の

主席判事及び 68 人の判事が在籍し、それぞれ 3 名で構成される 23 の部署か

ら成る。最高裁判所の控訴審としての権限に該当するものを除き、控訴裁判

所の本来の権限は、裁判記録移送命令、禁止令、 職務執行令状、権限開示令

状及び人身保護令状の令状発出及び令状の発出又は執行の補助である。加え

て、排他的な権限として、地方初級裁判所の全ての判決の無効化、地方初級

裁判所や準司法機関による全ての最終判決、命令及び栄典に関する控訴裁判

所としての機能がある。 
控訴裁判所裁判官の資格要件としては、①生まれながらのフィリピン人で

あり、②40 歳以上であり、③15 年以上の下級審の裁判官又はフィリピン国内

における法律実務経験を有することが必要である。 
 
３．初級裁判所 
 フィリピン国内の 13 の司法区のそれぞれに地方初級裁判所が設置されてい

る。地方初級裁判所には 1 又は複数の支所が管区内に設けられることがある。

地方初級裁判所は、民事訴訟のうちマニラ首都圏では 40 万ペソ、その他の地

域では 30 万ペソを超えるもの、他の裁判所等の機関の所掌（サンディガンバ

ヤン等に属するものを除く）ではない刑事手続を担当する。 
 地方自治体初級裁判所は市町村等の地方自治体により設立される。地方自

治体初級裁判所は民事訴訟のうちマニラ首都圏では 40 万ペソ以下、その他の

地域では 30 万ペソ以下の案件、及び罰金等適用可能なその他の刑罰等にかか

わらず最高で禁固 6 年を超えない違反に関する案件を担当する。 
 初級裁判所裁判官の資格要件は裁判所の種類により異なる。地方初級裁判

所は①生まれながらのフィリピン人であり、②35 歳以上であり、③10 年以

上法律実務経験又は弁護士資格を必須とする公職についていたことが求めら

れる。首都圏初級裁判所、ミュニシパル都市初級裁判所、ミュニシパル巡回

裁判所の裁判官は、①生まれながらのフィリピン人であり、②30 歳以上であ

                                                           
10 reclusion perpetua 
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り、③5 年以上法律実務経験又は弁護士資格を必須とする公職についていた

ことを資格要件とする。 

 
（上）裁判所の入るマカティ市役

所本庁舎ビル 

 
（上）マカティ地方初級裁判所廊下 
 

 
（上）マカティ地方初級裁判所法廷外観 

 
４．特別裁判所 
（１）公務員特別裁判所（サンディガンバヤン） 

サンディガンバヤン 11は、一定の公職 12にある者（一部の違反につい

ては給与等級にかかわらず全ての公職にある者）の汚職等に関する民事及

び刑事事件について管轄を有する。 
サンディガバヤンの裁判官の資格要件としては、①生まれながらのフィ

リピン人であり、②40 歳以上であり、③10 年以上法律実務経験又は弁護

士資格を必須とする公職についていたことが求められる。 
 
（２）税務控訴裁判所 

税務控訴裁判所は租税に関する訴訟を担当する特別裁判所であり、主席

判事 1 人及び 5 人の判事が在籍する。大法廷又は 2 つの法廷に分かれて

裁判が行われる。控訴裁判所と同じく第 2 審の位置づけであり、裁判官

の資格要件も控訴裁判所裁判官と同様である。 
 

                                                           
11 Sandiganbayan 
12 給与等級 27 以上 
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（３）シャリア裁判所 
イスラム教徒の紛争解決を目的とした特別裁判所として、シャリア裁判

所及びシャリア巡回裁判所が設けられている。ミンダナオ地方の 5 つの

特別司法地区に設置され、イスラム法に基づいた紛争解決が行われる。 
シャリア裁判所では、裁判官にイスラム法の知識が要求される点が特徴

的である。すなわち、資格要件として、①生まれながらのフィリピン人で

あり、②25 歳以上であることに加え、③シャリア裁判所で実務を行うた

めのイスラム法の試験に合格することが必要となる。 
 

５．調停及び仲裁 
フィリピンの調停として、裁判所併設調停 13制度がある。裁判所併設調停

は、通常裁判所に併設され、民事訴訟提起後に裁判官が調停による解決が妥

当であると判断した場合に、フィリピン調停センター14において行われる。調

停員は最高裁判所が認定する。 
また、地方自治体レベルとしては、バランガイ調停問制度が設けられてい

る。バランガイ調停は、地域の最小行政単位であるバランガイごと設けられ、

紛争当事者が同じ地域に居住する場合にバランガイ調停の申し立てを受理す

ることにより開始される。調停はバランガイの役員により行われる。 
民間機関としては、フィリピン紛争解決センター15という紛争解決機関が存

する。フィリピン紛争解決センターは商事仲裁及び調停を扱い、国際案件に

も対応する。 
また、分野によっては調停又は仲裁制度が設けられ、例えば、知的財産分

野においては知的財産庁における調停及び仲裁、建設分野においては設産業

仲裁委員 16会における調停及び仲裁、労務分野においては全国労働関係委員

会 17の労働仲裁人による仲裁、労働雇用省の全国和解調停委員会 18、消費者

法案件での貿易産業省による調停及び仲裁による解決が可能である。 
 

  

                                                           
13 Court-Annexed Mediation 
14 Philippines Mediation Center 
15 Philippine Dispute Resolution Center Inc. (PDRCI) 
16 Construction Industry Arbitration Committee (Ciac) 
17 National Labor Relations Commission (NLRC) 
18 National Conciliation and Mediation Board 
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６．裁判所組織図 19 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
  

                                                           
19 
官報ウェブサイトを参考に作成。http://www.gov.ph/images/uploads/Judiciary-chart-July-021.jpg 
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第３ 法令の概要 
 

１．民法（契約法）20 
（１）法令の概要 

フィリピンが過去にスペイン及びアメリカに統治されたという歴史的背

景の下、フィリピン民法はスペイン民法及びアメリカ民法の影響を強く受

ける。 
フィリピン民法は 2770 条からなり、「人」21、「所有権及びその変

更」22、「異なる所有権取得の方法」23及び「債務及び契約」24の４つの

部分から構成される。 
契約法に該当する、「債務及び契約」は、第 1156 条から始まり、契約

の基本的なルールを定める。具体的には、「債務」、「契約」、「自然債

務」、「禁反言」、「信託」、「売買」、「交換」、「賃貸借」、「組

合」、「代理」、「貸付」、「預託」、「射幸契約」、「和解及び仲裁」、

「保証」、「質権、抵当権及びアンチクレシス」、「特別な契約債務」、

「損害」及び「優先債権及び一般債権」の 19 項目が定められる。 
 
〇契約の成立 
契約は、当事者の一方が他方に対し物又はサービスを提供することに関

する意思の合致であり、契約当事者を拘束する。契約当事者は、法、道徳、

適切な慣習又は公の秩序に反しない限り、便宜に合わせて契約条件を定め

ることができる。 
原則として契約は単なる合意により完了する。しかし、預託、質入及び

使用貸借等の要物契約は、引き渡し債務履行がない限り完了しない。 
契約の成立のためには、以下を満たす必要がある。 
①契約当事者の合意 
②契約の主題に関する特定の目的 
③債務発生の原因 

 
〇契約の形式 
不動産に関する物権の設定、移転、変更又は消滅を目的とする契約など

の一定の契約は公的文書 25に現されなければならない。また、500 ペソを

超える契約は、私文書であっても、書面に記載されなければない。 
 

                                                           
20 Civil Code of the Philippines, R.A. No. 386 
21 Book 1 
22 Book 2 
23 Book 3 
24 Book 4 
25 公証した書類は公的文書（Public Document）とされる。 
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〇契約の解釈 
契約の条件が明確かつ契約当事者の意思に疑義が存しない場合、契約条

項の字義に従う。文言が当事者の明確な意思に反する場合、当事者の明確

な意図が文言に優先する。当事者の意思の判断に当たっては、主に契約時

及びその後の行動を考慮する。 
民法の規定により疑義を解消できない場合、疑義が無償契約の付随的な

部分に係る時には、権利及び利益の移転の最小化が優先する。有償契約の

場合、疑義は利益を相互に最大化する形で解決される。疑義が契約の主要

目的に関し当事者の意図を知りかねる場合、契約は無効である。 
 
〇債務の消滅原因 
債務の消滅原因は以下の通りである。 
①支払い又は履行 
②対象の消滅 
③債務免除 
④債権者及び債務者の権利の合同 
⑤補償 
⑥更改 
 

（２）所管官庁 
司法省 26 
 

（３）運用の実情（予見可能性及び透明性の実情） 
民法は契約の基本となる法律である。弁護士を通じて契約を締結する場

合、民法に従った対応がとられており、訴訟になった場合であっても民法

の運用自体に疑問を感じることはなく、透明な運用が行われている。フィ

リピン法弁護士へのヒアリングによると、民法は基本的に条文が容易かつ

明確なため、予見可能性は高く、訴訟などで問題になるのは民法の運用そ

れ自体より証拠の評価や事実認定にかかる部分であるとのことである。 
 

（４）最高裁判決 
〇契約内容の自由に関する判例（1996 年 3 月 20 日最高裁判決）27 

賃借人が退去期日までに目的物を明け渡さない場合に、賃貸人が有す

るその他の救済手段を害することなく、賃借人が損害として 1 日 1,000
ペソの責任を負う旨の合意の有効性が争われた事案において、最高裁判

所は「契約当事者には法令、道徳、善良な慣習、社会秩序又は公共政策

に反しない限り、契約内容を定める自由があり、強制又は詐欺によるこ

                                                           
26 Department of Justice 
27 G.R. No. 116665 

平成２８年度調査研究



12 
 

となく締結された本賃貸借契約（第 10 項）には何らの不道徳性又は違

法性がない。当該契約の締結後、司法機関による救済を求め、上告人が、

当該罰則は常識では考えられず不公正であると弁解して自己の言葉に背

を向けることはできないのであり、上告人は更なる損害賠償責任を逃れ

ることはできない」とした。 
この判例に述べられているように、フィリピンにおいても契約自由の

原則があり、その制約についても我が国と類似していると言えるので、

その点については留意すべき特別な差異は無いと考えられる。 
 

〇売買に関する判例（2003 年 3 月 26 日最高裁判決）28 
二重譲渡の事例において、「不動産の二重譲渡の際の適切さ及び実質

性を判断するのは、第二譲渡の買主が誠実であったか否かではなく、第

二譲渡の登録が誠実に行われたか否か、すなわち販売対象となる資産の

所有権の欠陥を認識しなかったことである。単なる登録では不十分であ

り、登録時に誠実であることが必要である。資産の所有権を取得するた

めには、第二譲受人は先んじて登録すればよいだけではなく、売主が別

の譲渡を行っていることを知らずに誠実に行動しなければならない。」

と判断した。 
売主が第二譲受人に対して譲渡の話を持ち掛けた際に当該不動産に担

保が付されており第二譲受人が購入を希望する場合買主がローンの支払

いをしなければならないことを説明し第二譲受人は当該条件を承諾した

こと、後日第二譲受人の父親がバランガイ・オフィサーを伴い第一譲受

人を訪問し、売主に支払った 5,000 ペソの返還を申し出、その際に土地

の返還を提案しなかったことから、第二譲受人は誠実な買主ではないと

した。また、第一譲受が申し出を拒絶し銀行に行くことさえも禁じたこ

と、既に土地を占有しているものの登録をしていない第一譲受人を害し

て第二譲受人最初の登録者になりたかったことは不誠実さを示す別の要

素であるとした。 
日系企業及び在留邦人は、不動産譲渡の対抗要件に登記のみならず誠

実性が求められること及び誠実性の判断に当たっては具体的な事情が考

慮されることを留意すべきである。 
 

２．知的財産法 
（１）法令及び政省令の概要 

フィリピンの知的財産に関連する法令としては、知的財産法、発明に関

する規則、特許、実用新案及び意匠に関する施行規則、商標、サービスマ

ーク、商号及びマーキングされた容器に関する規則、自発的ライセンスに

関する規則及び技術移転法、知的所有権に係る法律の違反に対する行政不
                                                           
28 G.R. No. 142403 
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服申立に関する規則、技術移転についての支払及び作品の公演又はその他

の方法による伝達に対する著作者の権利に関するライセンスの条件に係わ

る紛争の解決についての改訂規則がある。知的財産権制度の概要は以下の

通りである。 
 
〇特許 
対象：発明を対象とする。「発明」とは、製品、方法、いずれかの改良、

又はそれらに関連する技術的解決をいう。 
要件：①新規性、②進歩性、③産業上の利用可能性。新規性とは、先行

技術について「発明を請求する出願の出願日又は優先日の前に世界のいず

れか の場所において公衆が利用することができるようにされている全て

のもの」をいう。 
先願主義が採用されている。 
実質審査は行われ、保護期間は出願から 20 年間である。 
 
〇著作権 
著作物は，その様式，表現形式，内容，質及び目的の如何を問わず，そ

の創作の事実 のみにより保護され、二次著作物も著作権により保護され

る。著作権は経済的権利及び人格的権利からなる。 
保護期間は著作物の種類により異なり、現著作物及び二次的著作物は著

作者の生存中及びその死後 50 年間、共同著作による著作物は最後に死亡

した著作者の生存の間及びその死後 50 年間、応用美術の著作物は作成日

から 25 年間、匿名・変名による著作物、写真の著作物及び視聴覚著作物

は公表日又は未公表の場合には作成日から 50 年間である。 
 
〇実用新案 29 
対象：発明を対象とする。「発明」とは、製品、方法、いずれかの改良、

又はそれらに関連する技術的解決をいう。方法の発明も含まれる。 
要件：①新規性及び②産業上の利用可能性。新規性とは、先行技術につ

いて「発明を請求する出願の出願日又は優先日の前に世界のいずれかの場

所において公衆が利用することができるようにされている全てのもの」を

いう。 
実質審査：実質審査は原則として行われない。公告後に第三者から異議

が提出された場合には実質審査が行われる。また、権利行使等の前に、出

願人から知的財産権庁に対し登録性に関する報告を求めることも可能であ

り当該報告には新規性等の登録要件の検討が含まれる。 
保護期間は出願日から 7 年間である。 
 

                                                           
29 特許に関する規定が実用新案に準用される。 
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〇意匠 
対象：工業上の物品又は手工芸品に特別の外観を与え、模様として機能

する、線又は色からなる構図又は三次元の形状を対象とする。 
要件：新規性及び装飾性。新規性については、世界公知公用主義が採用

されている 30。 
保護期間は出願日から 5 年間。ただし、5 年単位で 2 回の更新が可能で

ある。 
 
〇商標 
対象：企業の商品（商標）又はサ－ビス（サービス・マーク）を識別す

ることができる可視標識が対象となる。刻印又は押印した商品の容器も対

象に含まれる。 
実質審査が行われ、保護期間は出願日から 10 年間である。回数の制限

なく更新することができる。商標登録を維持するには定期的に使用宣誓書

を提出しなければならない。 
 
〇技術移転契約 
フィリピンでは、技術移転契約の対象は他国よりも広く解される。技術

移転契約をフィリピンにおいて執行可能とするためには、技術移転契約を

特許庁に登録する必要がある。一定の条件のもと技術移転契約の特許庁登

録は不要であるが、当該条件成就の有無の判断をもって技術移転契約のフ

ィリピンでの執行の可否を不安定にさせないため、実務上は当該条件に該

当すると思われる場合であっても登録が行われている。 
 

（２）所管官庁  
フィリピン知的財産庁 31 

国家捜査局知的財産権部 32  
貿易産業省法務部 33 

税関 知的財産室 34 

国家警察 35 

司法省 36 
 

（３）運用の実情 

                                                           
30 印刷物又は現実の形状により開示されることが条件とされる。 
31 Intellectual Property Office Philippines (IPOPHIL) 
32 National Bureau of Investigation, Intellectual Property Rights Division 
33 Office of Legal Affairs, Department of Trade and Industry 
34 Bureau of Customs, Intellectual Property Unit 
35 National Police (NP) 
36 Department of Justice (DOJ) 
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 フィリピンの街中には違法コピーが溢れているという実情がある。鞄や

靴など明らかに違法コピーのハイブランド品を取り扱う店が多数集まるシ

ョッピングモールなども存在する。また、ある日系企業からは、自社の二

輪車の模倣品に悩まされているという話も出た。 
 その一方で、知的財産分野を専門に取扱うフィリピン法弁護士のヒアリ

ングによると、知的財産法は適切に運用されており、透明性についても特

段問題を感じないとのことであった。また、米国の知的財産権に対する対

外制裁であるスペシャル 301 条に基づく監視国リストからフィリピンが

除外されことや、欧州委員会が作成した「欧州委員会職員作業文書 第三

国における知的財産権の保護及びエンフォースメントに関する報告書」の

優先監視国リストにおいてかつてフィリピンは優先度 2 とされていたと

ころ、近年優先度 3 に優先度が下げられていることから、状況が改善し

ているように見られる。 

 
（上）模倣品が集まるショッピングモール。店員は道行く人々に高級ブラン

ドのコピー商品がある旨を呼びかけてバッグや財布などの購入を促す。 

  
（上）高級ブランド時計の模倣品 （上）高級ブランド財布の模倣品 

平成２８年度調査研究
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（左）違法コピーとみられる

人気キャラクターの玩具。簡

易なビニール袋に入って販売

され、販売価格は正規品の約

半額であった。 
 
 

 
（４）最高裁判決 37 

〇商標の類似性に関する判例（1990 年 1 月 25 日最高裁判決）38 
 デルモンテ社の登録商標とサンシャイン社のケチャップ商品のロゴの

類似性が争われた事案である。最高裁は、問題は二つの品物を並べたと

きにラベルにより識別することができるかどうかではなく、疑いを持た

ず油断した気軽な消費者の目で見て当該商品により生じる一般的な混同

により、消費者に混乱を生じるか否かであること、商標侵害の有無は分

解して判断するのではなく商標を全体として考慮するべきであること、

高等裁判所が通常の購入者の年齢、訓練及び教育、商品の性質及び価格、

当該商品が即時の消費のために購入されるか否か並びに当該商品購入の

際の通常の条件といった事項について判断していないことを述べたうえ

で、大要以下のように判示した。 
 本件は、ラベルと併せて分析したとしても、サンシャイン社のラベル

がデルモンテ社の商標の模造品であると判断することは難しいものでは

ない。デルモンテ社のラベルで際立って使用される色は緑色及び赤みが

かったオレンジ色であり、サンシャイン社と同じである。双方の瓶には

「ケチャップ」という文字が白色で印刷されており、その印刷／文字は

同じ様式である。サンシャイン社のロゴはトマトではないものの、それ

にもかかわらずそれはほぼトマト の形を成している。通常、商標を侵

害する者は、商標をそのままコピーするのではなく、一般大衆を混乱さ

せるに足りる類似点のみならず、裁判所を混乱させるに足りる相違点も

盛り込む。製造業者が製品包装を準備する際、業者は他社製品と区別す

るために十分な無限の用語、語句、色及び記号についての選択肢を有す

ることは否定できない。広い選択肢にもかかわらずサンシャイン社が合

理的説明なくデルモンテ社と同じ色及び文字を使用することを選択した

                                                           
37 なお、知的財産庁の裁定内容は、知的財産庁ウェブサイトの IP Case Libraryで確認することがで

きる。http://onlineservices.ipophil.gov.ph/ipcaselibrary/main.html 
38 G.R. No. 78325 
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本件では、誤認を生じさせるために故意に行ったものであるとの結論は

免れられない。 
 

〇商標の類似性に関する判例（2001 年 4 月 4 日最高裁判決）39 
 CFC 社が登録申請した「FLAVOR MASTER」という商標と、ネスレ

社の登録商標である「MASTER ROAST」及び「MASTER BLEND」の

類似性が争われた事案である。 
 最高裁は、模造品か否かの判断に当たっては要部観察及び全体的観察

の 2 つの手法があること、裁判所は個別の情況に応じて先例を適用すべ

きであるとして本件では要部的観察テストを採用し、大要以下のように

判示した。 
 最高裁は特許庁の以下の判断に同意する。 
「MASTER」が製品中央に太字かつ「ROAST」の約 2 倍の大きさで

印刷されネスレ社製品のマークの支配的な特徴である。さらに当該商品

の宣伝のテレビやラジオ CM その他広告において「MASTER」という用

語は常に強調されていた。当該商品の宣伝に起用されていた人々は

「Master of the Game」、「Master of the Talk Show」等と称されてい

た。これらの宣伝計画により一般大衆の心理は「MASTER」という用語

とネスレ社製品を結び付けるようになっていた。 
 また、「MASTER」という用語は一般的でもコーヒーを記述するも

のでもない。当該用語は商標として避けることのできないものではなく、

したがって法的に保護されることができる。 
 「MASTER」の用語はネスレ社の宣伝によりもたらされた同社を連

想させる用語である。コーヒー製品に「MASTER」の用語が使用され

ると、ネスレ社のコーヒー製品との印象をもたらす。「MASTER」は

ネスレ社コーヒー製品の「MASTER ROAST」及び「MASTER BLEND」

を意味するものとして認知されている。したがって、CFC 社がそのコ

ーヒー製品「FLAVOR MASTER」に「MASTER」の用語を使用した場

合、一般購入者に混同や誤認を生じさせ、または騙すおそれすらある。 
 

 上記 2 つの判決を踏まえ、日系企業が留意すべき点は、商標の類似性

の判断基準は画一的に定められるものではなく、裁判所が関係する商標に

関する個別具体的な事情を踏まえて判断方法を決することである。表面

的・外面的な異同のみならず、具体的事情を考慮した上での先例の判断を

検討することが必要になる。 
 

〇特許権侵害及び差止請求に関する判例（2014 年 7 月 2 日最高裁判決）40 

                                                           
39 G.R. No. 112012 
40 G.R. No. 194872 
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アトロバスタチン・カルシウムを含む医薬物質 3 つについてフィリピ

ンで特許権を有する被上告人 A がその関連会社とともに当該特許の対

象となる製品を「Lipitor」の名で販売し、フィリピンでは被上告人 B を

独占的ライセンシーとして当該特許の対象となる商品を輸入、販売促進、

流通及び販売を行わせていたところ、上告人が、食品薬品局から同じ結

晶構造のアトルバスタチンカルシウムを含む「Atopitar」という名の商

品の製品登録証を取得し、Atopitar をフィリピン国内で販売及び流通し、

その広告に Atopitar は被上告人 A 又は B ではなくパキスタンの

Geafman Pharmaceuticals により製造されたものである旨表示していた

ため、被上告人 A 及び B が、特許権侵害に基づき損害賠償請求及び差

止命令を求めて提訴したという事案において、地裁では、特許権侵害及

び損害賠償請求に対する判断に対する影響を考慮し差止請求が認められ

なかったところ、高等裁判所は、差止命令が予断を生じさせるものでは

ないとして、地裁判決を破棄し差止命令を発行した。これに不服を有す

る上告人が上訴したところ、最高裁は、当該製品名の学術性を理由に上

告を棄却した。 
 

（５）政府関連機関ホームページ 
知的財産法（ＪＥＴＲＯ） 
http://www.jpo.go.jp/shiryou/s_sonota/fips/pdf/philippines/tizai.pdf 
発明規則（ＪＥＴＲＯ） 
http://www.jpo.go.jp/shiryou/s_sonota/fips/pdf/philippines/hatsumei_kis
oku.pdf 
実用新案及び意匠に関する規則（ＪＥＴＲＯ） 
http://www.jpo.go.jp/shiryou/s_sonota/fips/pdf/philippines/jitsuyou_isyo
ukisoku.pdf 
商標規則（ＪＥＴＲＯ） 
http://www.jpo.go.jp/shiryou/s_sonota/fips/pdf/philippines/syouhyou.pdf 
自発的ライセンス許諾に関する規則（ＪＥＴＲＯ） 
http://www.jpo.go.jp/shiryou/s_sonota/fips/pdf/philippines/license.pdf 
知的所有権に係わる法律の違反に対する行政不服申立に関する規則

（ＪＥＴＲＯ） 
http://www.jpo.go.jp/shiryou/s_sonota/fips/pdf/philippines/gyouseifufuku
.pdf 
技術移転についての支払，及び作品の公演又はその他の方法による伝

達に対する著作者 の権利に関するライセンスの条件に係わる紛争の解

決についての改訂規則（ＪＥＴＲＯ） 
http://www.jpo.go.jp/shiryou/s_sonota/fips/pdf/philippines/funsoukaikets
u.pdf 
産業財産権に関する制度概要（特許庁） 
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http://www.jpo.go.jp/cgi/link.cgi?url=/torikumi/kokusai/kokusai2/sangyou
zaisanken_gaiyou.htm 
 

３．消費者法 41 
（１）法令及び政省令の概要 

 消費者法は、消費者の利益を保護し、公衆福祉を促進し、事業及び産業

遂行の基準確立のために制定され、以下の目標を掲げる。 
①健康及び安全に対する侵害からの消費者の保護 
②不公平かつ非良心的な売買契約からの消費者の保護 
③消費者による健全な選択及び適切な権利行使を促進するための情 報

及び教育の提供 
④適切な救済措置の権利及び手段の提供 
⑤社会経済政策作成に当たっての消費者代表者の関与 

 消費者法は、欺瞞的な販売行為及び慣行の禁止や、虚偽、欺瞞的又は不

実広告の禁止が規定されるともに、 商品の品質及び安全性、サービス保

証、ラベリング及び公正な包装、広告及び販売促進等について規定してい

る。 

 消費者法に基づき、各所轄官庁は、品質安全基準を制定、公表している。 
 また、国家消費者問題評議会 42が設立されている。国家消費者問題評議

会の機能には、消費者保護のためのシステム統合、関連する法律の調査、

施行及び監視監督、消費者紛争の仲裁等がある。 
 消費者法は、申立人が自然人であり、対象が消費者製品又は消費者サー

ビスであり、上記に関する一切の事項を対象とする性質の申し立ての場合

に適用される。 
 消費者法違反に対しては、交換又は修理、返金、契約取消、申立費用の

請求、損害賠償請求等があるところ、消費者からの申し立ては以下の流れ

によって解決される。 
- 調停 
- 準備手続き 
- 仲裁委員による審問及び仲裁判断 
- 仲裁判断に不服のある場合、所轄官庁の長に対し 15 日以内の不服

申し立て 
- 所轄官庁の長による判断に不服がある場合、裁判所に対し 15 日以

内の不服申し立て 
 

 
（２）所管官庁 

                                                           
41 The Consumer Act of the Philippines (R.A. No.7394) 
42 National Consumer Affairs Council (NCAC) 
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保健省 43：食品、薬品、化粧品、機器類、物質 
農業省 44：農業関連品 
貿易産業省 45：上記以外の消費財 
 

（３）運用の実情 
 フィリピン法弁護士を対象としたヒアリングでは、消費者法に関連した

法的問題において運用の透明性に問題を感じたことがあるとの回答はなか

った。また、日系企業及び在留邦人を対象としたヒアリングにおいても、

消費者法が問題となるトラブルの言及はなく、運用の実情についても意見

を聴取することができなかった。 
 

（４）最高裁判決 
〇管轄に関する判例（2014 年 9 月 29 日最高裁判決）46 

車の買主が、消費者法に基づき、不完全な商品であることをもって買

主に対して返金等を求めた事案において、消費者仲裁事務所が返金等を

認める判断をしたことに対し、売主による消費者仲裁事務所に対する不

服申し立て及びその却下、売主の貿易産業省長官に対する再考申し立て

及びその却下、売主による大統領府に対する不服申し立て及びこれを受

けての大統領府による原判断を覆す判断、買主による大統領府に対する

不服申し立て及びその却下を経て、当該状況に不服の買主が大統領府に

管轄がないことを主張し高等裁判所に対する裁判記録移送命令の申し立

てを行ったところ、高等裁判所は不服申し立て方法が異なることを理由

に申し立てを却下した。そこで買主が上訴したのが本件である。 
最高裁判所は、貿易産業省は消費者からの訴えについて権限を有し、

その判断は貿易産業長官に不服申し立てをすることができること、大統

領府に対する不服申し立ては行政命令 1987 年第 14 号により定められ

るところ特別法により異なる不服申し立て方法が定められる場合には大

統領府に対する不服申し立ての必要がないこと、特別法である消費者法

が明確に貿易産業長官の判断に対する不服申し立ては適切な裁判所に対

する裁判記録移送命令の申し立てにより行うことを定めていることから、

本件は直接高等裁判所に対する裁判記録移送命令の申し立てを行うべき

であったとした。そこで、上訴を認め、高等裁判所の決定を破棄し、大

統領府の判断を無効とし、貿易産業長官の判断を維持するとした。 
 

〇時効期間に関する判例（2006 年 11 月 29 日最高裁判決）47 

                                                           
43 Department of Health 
44 Department of Agriculture 
45 Department of Trade and Industry 
46 G.R. No. 192957 
47 G.R. No. 141480 
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買主が、1997 年 11 月 27 日に購入し、その 2 日後に引き渡しを受け

た新車につき、1998 年 10 月に大雨の中での運転によりエンジンに亀裂

が入ったことから、黙示の保障を根拠として新品エンジンへの交換を売

主に対して求めたところ、売主が当該エンジンの損傷は保証対象外であ

ることにより交換に応じなかったため、1999 年 4 月 20 日に損害賠償を

求め訴訟した事案である。原審では、補償カードや補償契約が添付され

ていないことから黙示の保証の対象となり、売主は隠れた瑕疵や買主が

認識している欠陥等に対する責任を負わないこととなり、時効期間は 6
か月間であるとした。また、消費者法に基づき保障に関する民法の条項

が全ての契約に適用されるところ黙示の保証の期間は 60 日以上 1 年以

内であり、時効期間を 2 年とする消費者法第 68 条は特別な状況での条

項であるため当該民法の規定に優先されないとした。買主による上告に

ついて最高裁は手続き的な理由で却下したが、仮に主張が消費者法に該

当するとしても黙示の保証の時効期間である 1 年間を経過していること

から依然却下されると判示した。 
 

４．労働雇用省令 2011 年 18-A（労働法第 106 条～109 条に関する施行規則） 
   
 現在フィリピンに進出する日系企業の関心が最も高い労務問題の一つが、

労働雇用省令 2011 年 18-A（以下「18-A」という。）である。18-A は、労働

力のみの請負の禁止規定をはじめとする請負について定める労働法第 106 条

から第 109 条に関する施行規則である。フィリピンでは労働力のみの請負は

禁止され、日本のような派遣労働制度は認められていない。18-A において特

に日系企業に関心が高いのは、適法な請負の形態として規定される「正当な

請負」及び違法な形態である「労働力のみの請負」である。 
 
（１）正当な請負 

以下の全てを満たす場合が、正当な請負として適法なものとなる。 
 

 ・請負業者の労働雇用省への登録 
 ・請負業者の独立した事業 
 ・請負業者が自らの手段及び方法で、自らの責任の下サービスを提

供すること 
 ・結果以外の業務の履行に関し発注者から指示監督を受けないこと 
 ・請負業者に実質的な資本金又は投資があること 
 ・業務委託契約上、労働法上の権利及び便益が確保されていること 
 

（２）労働力のみの請負 
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 フィリピンでは労働力のみの請負は禁止されており、以下の①又は②に

該当する場合、労働力のみの請負に該当する。 
① 請負会社が、実質的な資本金又は道具、設備、機械、作業場等の形

態での投資を有せず、発注者の施設内か否かを問わず、発注者の事

業運営に通常必要若しくは望ましい又は発注者の主たる事業に直接

関連する作業に、あらかじめ定められ限定された期間、請負会社の

従業員を従事させる場合 
又は 
② 請負会社が、従業員の業務の遂行に対する管理権限を行使しない場

合 
 

 また、請負業者が労働雇用省に登録していない場合も、労働力のみの請

負に該当するとの推定が働く。 
 

（３）罰則 
 労働力のみの請負を行うことに対しての罰則は存しない。しかし、労働

力のみの請負を行った場合、請負業者従業員が発注者の直接の従業員とな

るという効果がある。また、正当な請負であっても、請負業者の請負業者

従業員に対する賃金の支払いが行われない場合、請負業者従業員が直接発

注者に対して請求をすることができる点にも注意が必要である。 
 

５．会社等設立手続き 
（１）株式会社 

 株式会社設立にあたっては、証券取引所に、名称確認書、基本定款及び

付属定款、財務役の宣誓書等 48を提出する必要がある。 
 設立発起人は 5 人以上 15 人以下の自然人であり、過半数はフィリピン

居住者である必要がある。 
 取締役もその過半数をフィリピン居住者とし、原則として国籍制限は存

しない。しかし、外資規制業種においては法令上認められる外資保有割合

に応じて外国籍者の取締役就任が制限される。 
 役員も原則として居住者性及び国籍に関する制限は存しない。しかし、

例外として、会社秘書役はフィリピン居住のフィリピン国民、財務役はフ

ィリピン居住者とされる。また、外資規制業種においても役員の国籍制限

が課される。 
 会社法上、最低資本金の要件は設けられておらず、その一方で、払込済

資本金は最低 5,000 ペソとされる。しかし、業種や外国資本比率によって

は別途規制が課せられる 49。 

                                                           
48 業種によっては他の政府機関からの許認可等が必要となる。 
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（２）支店及び駐在員事務所 

 支店及び駐在員事務所の設立手続きも株式会社設立手続きに類似し、証

券取引委員会に対する申請によって行われる。必要書類は、名称確認書、

申請書、取締役会議事録、定款、財務諸表、送金証明書等 50である。 
 支店及び駐在員事務所のいずれも、居住代理人を置く必要がある。居住

代理人はフィリピン居住者であることが必要であるが国籍要件は存しない。 
 最低払込済資本金は、支店が国内市場向企業に該当する場合原則として

200,000 米ドルであり、輸出企業の場合は 5,000 ペソである。 
 駐在員事務所の場合、設立にあたって 30,000 米ドルの送金が必要とな

る。 
（３）設立後手続き 

 いずれの企業形態であっても、証券取引所への登録をしたのみでは足り

ず、以下の設立後手続きが必要である。 
 
 証券取引委員会：（株式会社の場合）株主名簿の購入及び証券取引

委員会への名簿登録 
 内国歳入庁：株式発行関する印紙税の支払い（株式会社の場合の

み）、企業の納税者識別番号登録、会計帳簿登録、領収書の印刷申

請等 
 地方自治体：住民税納付証明書、バランガイ・クリアランス 51、立

地証明書、事業許可 52の取得。具体的な地方自治体の手続き及び必

要書類は各自治体により異なる。 
 社会保障制度：社会保障制度（SSS53）、持家促進相互基金 54、フ

ィリピン健康保険制度 55 
 中央銀行：外国投資の中央銀行登録 56 

 
第４ 法運用の実態 
１．はじめに 

                                                                                                                                                                                     
49 例えば、外資比率が 40%を超える国内市場向企業の場合、最低払込済資本金は 200,000 米ドルで

あり、例外として先端技術に従事する場合又は従業員を 50 人以上直接雇用する場合には最低払込済

資本金は 100,000 米ドルとなる。また、小売業の場合、最低払込済資本金は 2,500,000 米ドルである。 
50 業種によっては他の政府機関からの認可等が必要となる。 
51
バランガイとは、最小行政区画のことをいう。 

52 Mayor’s Permit。企業は、事業許可なく営業を開始することはできない。事業許可は毎年更新しな

ければならない。 
53 Social Security System 
54 Pag-IBIG Fund 
55 Phil Health 
56 登録自体は義務ではないものの、中央銀行登録を欠くと認定代理銀行を通じて外貨を調達できない

ため、登録することが一般的である。 
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 上記では、個々の法律の観点からの法運用について報告したが、企業活動

や社会事象は個々の法律ごとに分割して行われるものではなく、企業活動を

通じて様々な法規制や法運用、社会的事情に複合的に直面するのが、企業や

在留邦人の視点から捉えた現実である。フィリピン社会全体の実態として、

法運用の透明性がなく、予測可能性が低いという声はフィリピン人からも日

本人からも多く聞かれる。そこで、以下では法運用の実態について、別の視

点から報告する。 
 

２．裁判の遅延 
フィリピンの裁判は終結まで長期間を要することに加え、審級ごとに大き

く異なる判断がなされることがしばしばある。そのため、係属中の訴訟に関

する権利及び義務は長期間不安定な状況にさらされる。 
フィリピン憲法は、迅速な裁判を受ける権利を保障しており、最高裁判所

は提訴から 24 か月以内に、下級裁判所は合議体では 12 か月、その他では 3
か月以内に判決又は決定を下さなければならないとされている 57。しかし、

当該規定は必ずしも守られていない。ある日系企業は労務問題で元従業員か

ら提訴され、労働仲裁から最高裁判所判決まで約 10 年を要した。刑事裁判で

解決まで 14 年間かかったという在留邦人の例も報告されている。 
遅延の原因としては、裁判官や当事者の欠席が多いことが挙げられる。欠

席により期日延期の場合、次回期日は、直後ではなくさらに数か月後に設定

されることもある。欠席の理由は様々であり、体調不良を理由とすることも

あれば、訴訟戦術として利用されることもある。ヒアリングを行った訴訟を

専門とするフィリピン法弁護士は、各訴訟の中で、裁判官又は相手方弁護士

の欠席が 1 回はあると言っても過言ではないと語る。手続きも煩雑で、例え

ば判決又は決定が出た後に再考申し立てが行われることもある。また、裁判

官 1 名当たりの取扱件数が多いことも原因と言われている。 
フィリピンにおける裁判の遅延はフィリピン政府も問題視しており、数年

前から、司法制度改革の一環として、裁判迅速化のための施策が一部の地域

において試験的に運用されている。 
その施策の中には、透明性及び情報アクセスの改善も含まれる。例えば、

最高裁判所は、パブリック・インフォメーション・オフィスにおいて、電子

技術を活用して、法曹関係者、メディア、一般公衆による情報アクセスをし

やすいものとしようとしている。例えば、一般人であっても、裁判所のウェ

ブサイトを通じて判例、命令及び通達等を取得することができるとのことで

ある。また、パブリック・インフォメーション・オフィスは定期的にプレ

ス・ブリーフィングによる情報提供を行っている。予測可能性、論理性及び

                                                           
57 憲法第 3 章第 16 条、第 8 章第 15 条 
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迅速性の確保のための手段としては、EJOW58プログラム 59、少額裁判 60試

験運用及びその後の本格実施、その他訴訟の効率化及び迅速化のためのプロ

ジェクト 61の試験運用等が行われている。 
訴訟を専門とするフィリピン法弁護士によると、これらはまだ新しい制度

であるため現時点では大きな結果が感じられるものではないとのことである

が、今後訴訟の迅速化による法運用の安定性及び予測可能性の向上に期待し

たい。 
 

３．超法規的殺人 
フィリピンの法運用の実態を顕著に示す例の一つに、2016 年 6 月に就任し

たドゥテルテ大統領の下で横行する超法規的殺人 62の問題がある。これは麻

薬密売人や麻薬中毒者を標的とする私的殺人を奨励するかのごとき大統領発

言に象徴されるように、犯罪者と疑われる者を、捜査や裁判等の適正手続き

を経ることなく、場合によっては私的に制裁する行為であり、適切な法運用

が確保されない実態を如実に物語っていると言える。 
ドゥテルテ大統領は、フィリピン第三の都市であるダバオ市長を長年務め

た。ドゥテルテ大統領は、ダバオ市長時代に、超法規的殺人を容認するかの

ような姿勢で徹底した犯罪対策に臨んだことにより、ダバオの治安の大幅な

向上を実現し、高い人気を誇っていた。2016 年の大統領選挙に立候補したド

ゥテルテ市長は、選挙期間中から、ダバオで実施した治安対策をフィリピン

全体で実行し、徹底した治安対策を行う旨を主張していた。当選後、“麻薬

戦争”と名付けた麻薬密売人や麻薬中毒者に対する徹底した取締の実施とし

て、警察に対して「摘発時に抵抗したものは射殺せよ」と命じるとともに、

一般国民に対しても麻薬密売人や麻薬中毒者を殺害することを奨励するかの

ような演説を行った。 
ドゥテルテ政権により遂行されている「麻薬戦争」に伴う超法規的殺人は、

フィリピン国家警察の公式発表によると、新政権が発足した 7 月 1 日から 10
月 7 日までの間に 1523 人の容疑者が現場で警官に射殺されたとされている

（その他、一連の捜査で 26,000 人以上が逮捕）。加えて、警察ではない「自

警団」による殺人と併せると、約 4000 人が「麻薬戦争」により殺害されて

いるとされている。「自警団」による殺人は、麻薬密売人とされる人物を急

襲して殺害し“Drug Lord Ako”（タガログ語で「俺は麻薬王」の意）等と書

                                                           
58 Enhanced Justice on Wheels  
59 バス 9 台が 9 地域で活動する移動裁判所、仲裁機能、受刑者に対する無料医療、歯科、法律扶助の

サービスである。 
60 少額訴訟は、訴額が 100,000 ペソを超えない案件を対象とし、紛争の早期解決を目指す制度である。

少額訴訟手続規則は 2008 年から試験運用され、その後規則改正を経て 2010 年 3 月から全地域で施

行された。 
61 Hustisyeah!プロジェクトと呼ばれる。 
62 Extrajudicial Killing（EJK） 
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かれたボード等を置いておくというような形をとる。その影響で、殺害を恐

れる麻薬密売人や麻薬中毒者らが大挙して自首し、その数が 73 万人にも上っ

ている。 
これらの殺人に対しては、国連人権高等弁務官事務所やアムネスティ・イ

ンターナショナル等の国際組織や欧米諸国から強く非難されている。それら

の批判に対してドゥテルテ大統領は“I don’t care about human rights.（人権

なぞ気にしない）”と公言し、あくまで麻薬戦争を完遂する旨を言明した。

懸念を表明した国連の藩事務総長や米国のオバマ大統領に対して、罵倒とも

とれる口調で非難し、予定されていた比米首脳会談が取り止めになる等、外

交問題にも発展している。フィリピン政府は違法な殺人については法に基づ

き捜査するとしている。 
フィリピン法弁護士も、ヒアリングにおいて、適正手続きを経ない「麻薬

戦争」に対する評価は厳しく法律家として容認できないという意見が集中し

た。 
一方、フィリピン国内においては、「麻薬戦争」をはじめとする諸政策は

強く支持されており、就任後 100 日経過時点の調査によると、ドゥテルテ大

統領の支持率は 86％に上っている。フィリピン人に対して麻薬戦争に対する

感想を問うてみたところ前向きな意見も多かった。ある中流家庭のフィリピ

ン人によると、これまでは仕事を終えて夜帰途に就くと、道端で堂々と麻薬

を使用する人が何人もおり怖い思いをして歩いて帰っていたが、現在は夜に

外でうろつく人がいないため安心して歩けるようになったとのことである。

麻薬中毒者が多数フィリピンに存在する現状を憂うフィリピン人は多く、有

力者が麻薬ビジネスを行うがために取り締まりが適切に行われないともいわ

れている。 
なお、この問題が根深いことの証左として、ドゥテルテ政権以前から、フ

ィリピンは国連や人権団体により、超法規的殺人が行われているという批判

を受けていた。例えば、米国国務省の 2008 年版国別人権報告書において

「各種のセキュリティサービスによる恣意的かつ不法な超法規的殺人や、

様々な主体によるジャーナリストの殺害を含む政治的な殺人は、主要な問題

であり続けている。」とのレポートが出されている。例えば、アキノ全大統

領政権時にも 30 名以上のジャーナリストが殺され、いずれも犯人が逮捕され

ておらず、国際 NGO であるジャーナリスト保護委員会（本部：米国ニュー

ヨーク市）から「フィリピンはジャーナリストにとって最も危険な国の 1 つ

である」と糾弾された。 
 
 

 
４．現上院議員（元司法長官）による汚職・不正疑惑 
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元司法長官であり現職の上院議員であるデ・リマ氏は、その立場上、不正

や不適切な法の運用には縁遠そうに思えるが、汚職や不正の疑惑を向けられ

ている。 
アキノ前大統領政権において司法長官 63を務めていたデ・リマ上院議員が、

司法長官在任中（2010 年 7 月～2015 年 10 月）に、ニュー・ビリビド刑務

所 64における麻薬ビジネス（製造・売買等）に関する活動を見逃す見返りに

多額の金銭を受け取っていたとして追及されている。 
また、デ・リマ上院議員が自身の運転手と不貞行為を働いていたとして非

難され、その性行為の映像とされるものが動画投稿サイトに流出し、議会で

上映して確認するか否かという騒動も起きている。当該運転手は、デ・リマ

長官の使者として、ニュー・ビリビド刑務所における麻薬ビジネスに関連す

る“上納金”の回収を担っていたと指摘されている。 
デ・リマ上院議員はドゥテルテ大統領による超法規的殺人を強硬に非難し

ており、その批判に対する報復であると主張している。 
ニュー・ビリビド刑務所における麻薬ビジネスについては、アキノ前大統

領政権下で、2014 年から集中的に行われた国立刑務所への大規模捜索により

広く知られることとなった。これら一連の調査において、携帯電話やテレビ

に加え、エアコンや音楽設備を整えた特別な部屋や高級時計当の奢侈品が発

見された。その結果、贅沢な設備の破壊や麻薬王とされる受刑者の他施設へ

の移送等が実施されたが、その間においても最上級警備の刑務所において麻

薬ビジネスが継続して行われていたとされており、その旨は当時のデ・リマ

司法長官も認めている。 
2016 年 5 月の大統領選挙において本件は争点の一つとなり、ドゥテルテ候

補は現政権が国立刑務所における麻薬ビジネスを放置しているとして非難し

た。同時に実施される上院議員選挙に立候補していたデ・リマ前司法長官は、

その非難は全く事実ではないと反論した。 
ドゥテルテ候補が大統領に当選すると、「麻薬戦争」と呼ばれる集中的な

麻薬の取締を開始し、新たに任命されたアギーレ司法長官は、フィリピンで

取引される麻薬の 75％はニュー・ビリビド刑務所において製造・売買されて

おり、その撲滅に司法省として最優先に取組むことを表明した。 
その後、危険薬物委員会の元委員長であり、ドゥテルテ政権において訟務

長官に就任したカリダ長官により、ニュー・ビリビド刑務所に収監されてい

るセバスティアン受刑者がデ・リマ司法長官（当時）と親しげに写っている

写真を公開されたのに続き、ドゥテルテ大統領が、ニュー・ビリビド刑務所

における麻薬ビジネスに前政権のデ・リマ司法長官を含む司法省高官や州知

事を含む地方政府高官が深く関わっていた疑いがあるとして、実名を挙げて

告発した。 
                                                           
63 Secretary of Justice 
64 New Bilibid Prison 
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麻薬王の一人とされるコランゴ受刑者 65が議会下院司法委員会において、

ニュー・ビリビド刑務所内における特別待遇を受ける見返りとして、2013 年

10 月から毎月 300 万ペソ（コンサートを開催した際はその都度追加で 100
万ペソ）を当時のデ・リマ司法長官に支払っていたと証言し、デ・リマ司法

長官と直接電話で会話した際に用いた電話番号を示した（後に、デ・リマ上

院議員名義の番号である旨が確認された）。さらには、セバスティアン受刑

者からデ・リマ候補の上院議員選挙費用の工面を手伝うよう依頼され、同意

したにもかかわらず、その後、ニュー・ビリビド刑務所から別の国立刑務所

に移送されてしまい、その間にニュー・ビリビド刑務所の麻薬ビジネスはセ

バスティアン受刑者によって仕切られるようになったと証言した。 
その他、重要人物の反応として、ロブレド副大統領（アキノ大統領に後継

指名を受けたロハス候補のランニングメイトとして副大統領に立候補し、当

選）がデ・リマ上院議員への個人攻撃を非難する声明を発表、フィリピンで

大きな力を持つカトリック司教会も同様の声明を発表し、ドゥテルテ政権に

よる「公開の辱め」に対する世間の反応に懸念を表明した。一方、アロヨ元

大統領（アキノ前大統領の政敵であり、アキノ政権下で逮捕・拘束された）

は、「自分が逮捕・拘束された時と異なり、適正手続に則って進められるこ

とを確信している」として、議会による調査への支持を表明した。 
レイラ＝デ・リマ上院議員を巡る疑惑や動向は、追及されている内容が事

実であるか否かにかかわらず、フィリピンの法制度及びその運用の問題点を

浮き彫りにしている。即ち、仮に疑惑が事実であったならば、法執行を担う

司法省のトップが自ら大規模な犯罪行為から利益を得ていたことになり、逆

に疑惑が事実でなかったとすれば、本来とられるべき適正手続を踏まえた調

査・検証を行わずに議会や司法省が批判勢力を攻撃するために大規模な疑惑

をでっち上げるという点で問題が残る。 
 

５．情報取得の困難性 
（１）法令又は判決の情報取得方法 

情報取得が困難な原因の一つは、法令又は判決に関する公的な情報ソー

スが充実していないことである。 
最高裁判所は E-ライブラリという情報ソースを有するものの、現在は

裁判官、職員等のみを対象としており、一般には開放されていない。 
官報ウェブサイトには法令や通達の項目が存在するところ、限定された

情報のみ取得可能であるためか、「民法」等基本的な用語を入力して検索

したにもかかわらず、民法本文は検索結果に現れなかった。証券取引委員

会ウェブサイト等、所官法令を掲載する政府機関も存するが、フォーマッ

トに統一性がなく、意見や通達は過去のものまで掲載されているとは限ら

                                                           
65 Herbert Colanggo 
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ない。また、日本とは異なり六法全書のように最新の法令や裁判例を網羅

した書籍が毎年出版されるわけではない。 
そのため、法令及び判決を検索するにあたっては、民間のサービスを利

用する弁護士が多い。フィリピン法弁護士ヒアリングでは、ロースクール

や法律事務所が独自に作成している法令・判例の情報を掲載した無料ウェ

ブサイトを活用する弁護士も複数存在した。しかし、これら無料サイトは

情報の正確性、法改正の反映が不確かである。判例や法令情報を提供する

有料ソースも存するが、費用面の問題からか大手事務所に所属する弁護士

であっても必ずしも有料ソースを使いこなしていない状況にある。 
 

（２）判決情報 
フィリピンの司法制度は成文法と判例法の混在型と言われ、最高裁判例

に法規範性がある。そのため、最高裁判決が特に重要視される。 
日本では、裁判所のウェブサイトにアクセスすれば、様々な条件を設定

の上判決情報を検索することができるが、フィリピンでは公的機関の情報

ソースを利用して裁判所判決の情報を取得することは容易ではない。最高

裁判所ウェブサイトでは、最高裁所判決が公開され、情報検索ツールも設

けられている。そのため、判例情報を取得すること自体は可能であるが、

ウェブサイト全体のフリーワード情報検索であるため細かい条件設定はで

きず、分野や時期を絞った検索も不可能である 66。 
高等裁判所ウェブサイトにも検索機能はあるが、事件番号又は当事者名

を入力することが求められる。高等裁判所に出向いたとしても、一般的な

検索や情報提供申請は事実上行えず、高等裁判所の裁判例情報を取得する

ことは困難である。地方裁判所レベルでは、ウェブサイトでの公開もなく、

基本的には情報を取得することはできない。 
 

（３）日系企業及び在留邦人の傾向 
上記の法令情報は英語で公表される。そのため、フィリピン法に関する

情報を取得することを困難に感じる日系企業も存する。顧問弁護士を有す

る日系企業であっても一から十まで弁護士に問い合わせるものではない。

日系企業の情報取得方法は以下の通りである。一般論として、日系企業や

在留邦人は弁護士への相談コストを削減しようとし無料で取得可能な情報

を収集するとともに弁護士以外の者からも法律に関する情報取得をする傾

向にある。 
 
〈法律情報の主な収集源〉 
・弁護士 

                                                           
66 ただし、1996 年以降の判決は月別で検索することができる。 
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・会計事務所 
・コンサルティング会社 
・インターネット 
・セミナー 
・他の日系企業 
・JETRO 
・商工会議所 

 
６．大統領選挙による影響 
（１）選挙前後の停滞  

フィリピンでは 6 年毎に大統領選挙が実施され、大統領は任期を 6 年

とし再選は禁止される。その上、猟官制であるため、政府高官は選挙後に

新大統領により入れ替えられる。そのため、選挙前後の一定期間は、政治、

経済、行政の機能が事実上停滞する。 
 

（２）旧政権下の実績の否定 
通常、新政権誕生後、旧政権の政策及び制度の見直しが行われる。上記

の政府高官の入れ替えに伴い、国の政策にかかる方針が根本的な方向性に

かかる判断においてまでが選挙の影響を受ける。直近の例としては、

2016 年 7 月に就任したドゥテルテ大統領が、アキノ前大統領が任期中に

締結した比米新軍事協定を反故にするような言動がとられたことや、政権

交代の前 1 か月間に内国歳入庁から発出した通達を見直しのため一時停

止することにより税務対応に関してフィリピン企業間に混乱が生じたこと

等があげられる。 
 

① 日系企業の反応 
2016 年 7 月の政権交代直後から 2016 年 10 月までにかけて、日系企業

政権交代による影響の有無及びその内容を調査した。政権交代による影響

についての回答の最多数を占めるのは法規制である。特に、日系企業にと

って大きな影響があったとされるのは、第 2 章に記載する人材派遣規制

及び ENDO に対する取り締まりの強化である。これらは大統領選挙の時

点からドゥテルテ大統領が政策として述べていたものであり、急に規制内

容が変わった、運用が変わったという印象を有する日系企業が大勢である。

確かに、労働雇用省が立ち入り調査においてこれまで実務上行ってきた、

規制違反に目をつぶるかのような対応には変更が生じることになり、これ

が製造業を中心とする日系企業に混乱を生じさせているのは事実である。

しかし、従業員が規制違反をもって労働雇用省又は裁判所に提訴した場合

には、従前から規制通りの対応が行われていたものであり、規制それ自体

や裁判所の運用が変わったというものではないことを念のため付言する。
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なお、新政権は 2016 年 7 月に誕生したに過ぎず、上記以外のビジネスに

対する影響についての報告は手続きの遅延のみであった 67。 
 

Q. 政権交代の影響を感じた事項 68 

 
 

②在留邦人の反応 
日系企業と同様、政権交代による影響はまだわからないとの回答が多い

中、影響があると答えた在留邦人の回答は治安問題、役所手続きに多数集

まった。治安問題は、前述の麻薬戦争に関連するものである。麻薬戦争に

より麻薬犯罪者が減少しフィリピンの犯罪事情、安全事情が改善したと捉

える者が存する一方、超法規的殺人に巻き込まれる恐れからかえって治安

への不安を感じる者も存する。 
また、役所手続についても、迅速になったとの回答もあれば時間がかか

るようになったとの回答もある。政権交代後は政府方針が変わり得るとと

もに政府高官のみならず公務員の配置転換が行われることから、政権交代

の前後は政府機関の機能が鈍くなるという実態がある。しかし、その一方、

ドゥテルテ大統領は役所手続きの迅速化を呼びかけており、今後は手続き

の遅滞の減少が期待される。役所手続きに関して在留邦人の回答が割れた

のは上記事情を反映したものと推察される。フィリピンにおける大統領の

任期は 6 年間であり再選が禁止される。そのため、今後も大統領選のた

びに手続が遅滞することは予想される。 
 

                                                           
67 政権交代によるビジネスに対する影響についての具体的な声は、別紙１「意識調査結果集」サービ

スオフィスセミナー後アンケート Q.7、工業団地セミナー①後アンケート Q.10 を参照のこと。 
68 別紙１「意識調査結果集」商工会議所会員企業アンケート Q. 24 

0

1

2

3

4

5

6

7

8

9

平成２８年度調査研究



32 
 

７．日系企業及び在留邦人からの視点 
 フィリピン法の運用の実態につき日系企業及び在留邦人にアンケートを実

施したところ、法の運用の安定性、透明性に関し、消極的な意見が上がっ

た 69。特に在留邦人アンケートからは日本の常識や慣行とは大きく異なるフ

ィリピンの実態が浮かび上がった。 
フィリピンの法律は分かりにくいとの声が多数上がるところ、その理由を法

律の運用の不安定さと考えるとの回答が最多数であった。 
 

Q. フィリピンの法律が分かりにくい理由 70 

 
 
その不安定さの中身として、担当者によって回答が異なることや、そもそ

も周知徹底がされていない等の執行段階における不十分さを挙げる回答が多

数あった。71また、フィリピンの司法制度についても、フィリピンの実態に即

したルールの整備を望む意見や、そもそもきちんと機能しているのか疑問と

いった意見もあった。72 
フィリピン社会の腐敗を感じた経験については官公庁、警察、空港等の公

共機関にまつわる実体験や、申請のために責任者の親族企業への支払いを要

したケース等様々な声が寄せられた。73また、公共機関のみならず、タクシ

ーのぼったくり等についても意見が寄せられており、政府高官から一般人ま

で汚職に手を染めている実態がみられる。 
 

第５ 小括 
                                                           
69 詳細は別紙１「意識調査結果集」会計士対象アンケート Q.20 を参照のこと 
70 別紙１「意識調査結果集」商工会議所セミナー後アンケート Q.3 
71
詳細は別紙１「意識調査結果集」工業団地セミナー②後アンケート Q.20 を参照のこと 

72 別紙１「意識調査結果集」会計士対象アンケート Q.21 
73 別紙１「意識調査結果集」在留邦人アンケート Q.31 
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 上述の通り、民法等基本的な法令については、既定の不備や法令そのものの

不適切な運用（規定を無視した判決等）は問題として認識されていないようで

ある。一方で、裁判の遅延や、法や適正手続きそのものを無視又は軽視するか

のごとき言動が現に存在し、法やその適用の問題というより、より広い意味で

の法執行の問題が存在するというのが、調査を通じた結論である。 
 また、最新の法令や判決について、適切に整理・開示されていないことが、

日本企業や在留邦人のみならず、フィリピン人弁護士をはじめとする関係者皆

の懸念事項であり、適切な法運用を妨げる要因であると強く推察される。  
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第２章 日系企業及び在留邦人が直面する法律問題の実態及びこれに対する対応

の在り方 
 

第１ はじめに 
前章では日系企業のビジネスや在留邦人に関連する法令やその運用につい

て整理をしたが、本章においては調査の過程で明らかになった日系企業や在

留邦人が直面する問題を整理した上で、その解決に向けた対応の実態につい

て記述する。なお、フィリピンは大きくルソン、ビサヤ、ミンダナオの 3 つ

の地域に分かれ、経済活動はルソン島内のマニラ首都圏及びその近郊に集中

する。しかし、法令及び法律問題の実態並びにその対応について、マニラ首

都圏及びその他の地域において、地域的な差異は特段存しない。 
 

第２ 日系企業が直面する法律問題 
日系企業ヒアリング内容を中心とした調査結果をもとに、頻繁に生じる法

律問題又は弁護士への相談事項を以下に紹介する。 
日系企業を対象としたアンケートでは、顧問弁護士によく相談する事項は、

以下の通り労務問題が圧倒的に多い。 
 

Q 顧問弁護士によく相談する事項 74 

 
 
確かに、フィリピンは、簡単に労務訴訟を提起する傾向にあること、訴訟

遅延及び労働者有利の傾向から、労務問題に関心を有する日系企業が多く、

上記アンケート結果もその傾向を表している。しかし、企業活動においては、

労務訴訟のように大きなものでなくとも様々な法律問題が日々発生している。

以下ではヒアリング及びアンケートにおいて聴取した日系企業が直面する典

型的な問題を紹介する。日系企業が直面しやすい法律問題に対する具体的な

対応策については別紙１「意識調査結果集 第 2 部 直面しやすい法律問題

及びその対応策（一問一答）」を参照いただきたい。 
                                                           
74 別紙１「意識調査結果集」商工会議所セミナー後アンケート Q.2-2、工業団地セミナー①後アンケ

ート Q.4 及び工業団地セミナー②後アンケート Q.2 を合算した結果 
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１．一般企業法務 
（１）会社秘書役の証明書の作成 

フィリピンでは、頻繁に秘書役の証明書が求められる。例えば、銀行口

座の開設、携帯電話の購入等である。ここでいう秘書役の証明書は、ある

事項について取締役会で決議を行ったことを証する証明書であり、会社秘

書役が発行する者をいう。 
フィリピン法に基づき設立した株式会社は、会社秘書役を設置しなけれ

ばならない。国籍要件があるため、日本人が会社秘書役を務めることはで

きないこと、会社秘書役は株券の発行や株主名簿の管理といった重要な任

務を負うことから、弁護士を会社秘書役に任命する日系企業も多数存在す

る。 
秘書役の証明書は、取締役会の決議内容を証明するのみであるが、秘書

役の証明書の提出を求める企業側、上記の例でいう銀行や携帯電話会社に

は、通常、証明書のテンプレートが予め用意されている。そこで、秘書役

の証明書を求められた際には、テンプレートの有無を確認の上、存在する

場合にはその提供を求める必要がある。 
日系企業において頻繁に生ずる問題は、日本に「会社秘書役」という役

職が存在しないことにある。なじみのない概念であることから理解に苦し

む企業が存在する。また、日本企業のフィリピン支店、フィリピン駐在員

事務所の場合には、日本本社における秘書役の証明書を発行することがで

きない。そこで、取締役の証明書等代替書面を作成する会社や、適当な者

に秘書役として署名させ秘書役の証明書を作成する会社の存在が確認され

た。 
 

（２）取締役又は役員の変更 
取締役又は役員の変更に際しては、株主総会及び／又は取締役会の開催

により新たな取締役又は役員の選任を決議することとなる。そのため、顧

問弁護士を有する企業では、上記作業を依頼するのが一般的である。また、

この場合、当該変更について、GIS（ジェネラル・インフォメーション・

シート）と呼ばれる会社の基本情報を記載した書類を、証券取引所に提出

しなければならない。これらの作業を顧問弁護士が行うのか、ローカルス

タッフが行うのかは企業により異なる。 
 

（３）定款変更 
日本では株主総会決議で比較的簡単に行える定款変更も、フィリピンで

行うには一苦労である。フィリピンでは、株主総会決議のみでは定款変更

の効力は発生せず、証券取引委員会の承認が必要となり、これに時間を要

する。証券取引委員会の承認に要する期間は定款変更の内容により様々で
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ある。事前に提示される所要期間予定といったものはなく、定款変更内容、

証券取引委員会のその時々の状況により異なるため、定款変更を予定する

企業はスケジュール感を立てにくい状況にある。例えば、主たる事業所の

住所変更等、簡単な定款変更の場合、短くて 2 週間程度で承認が下りる

こともあるが、授権資本株式の変更等の場合は承認のために半年程度要す

ることもある。 
 

２．会社設立 
（１）事業許可の取得 

フィリピンでは、株式会社、支店又は駐在員事務所を設立した後、当該

企業の所在する地方自治体から事業許可 75を取得しなければ、営業活動を

開始することができない。ヒアリングでは、証券取引所の会社登録が終わ

りすぐに営業を開始しようとしたら、事業許可が出るまでは認められない

と言われたとの戸惑いの声が聴かれたが、フィリピンでは、会社設立のみ

では足りず、事業許可をはじめとする地方自治体の各手続、内国歳入庁手

続き、社会保険手続き等様々な手続きが求められる。事業許可取得に当た

り必要な書類は各地方自治体によって異なる。事業許可取得なしに営業開

始することは違法であるので事前の手続き確認が重要となる。 
また、事業許可は、オフィスの移転、増設の際には別途取得が必要であ

り、かつ、毎年更新しなければならない。 
 
（２）中央銀行登録 

フィリピンでは、外国からフィリピンに対して行った投資を中央銀行に

登録することが望ましい。決して数は多くはないが、会社設立時に日本か

らフィリピンに送金した資本金を、中央銀行に登録しなかったがために、

撤退時や配当時に問題を抱える日系企業も存する。中央銀行登録は義務的

登録ではないため、設立サポート業者又は事務所が十分なアドバイスを行

わないことや会社側が十分に理解しないまま期限が経過する例がある。登

録しないことにより、撤退時や配当時に、銀行制度を通じて外貨を調達す

ることができなくなる。そのため、進出企業は、送金時から 1 年以内に

中央銀行登録を行うべきである。銀行以外から外貨を調達することは可能

であるが、最近はマネーロンダリングの観点から運用が厳しくなり外貨調

達手段が以前よりも限定されているとの声も聞かれる。 
 
 

３．外資規制 
（１）外資規制違反 

                                                           
75 Mayor’s Permit (メイヤーズ・パーミット) 
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外国投資法上、外国資本の投資は原則として自由とされ、外国投資ネガ

ティブリストに記載の規制業種に対する投資が例外的に規制されるところ、

日本企業が投資を検討する業種の多くに何らかの形で外国資本規制が課せ

られている。例えば、フィリピン進出日系企業 1448 社中 662 社が製造業

に従事しているが 76、工場保有のための土地を所有するには外国資本を

40％以内に抑えなければいけない。しかし、40％を超えて日本資本であ

るにも関わらず形式上フィリピン人に株式を保有させる企業も多数存する

と言われている。最近では、企業のコンプライアンス意識が高まる中工場

用地を所有から賃借に切り替えたり、資本ストラクチャの変更を検討する

等の動きがある。 
 

（２）語学学校 
最近のトレンドとして、英会話スクール等の語学学校の設立を検討する

日系企業は多くみられる。教育機関には外資規制が課され、外資は 40％
までしか出資できない。そのため、外資規制のかかる「教育機関」に該当

しない形での語学学校を検討する企業や、フィリピン人から形式上の株主

として名義を借りて、外資規制を潜脱しようとする企業が見られる。実際

に、進出検討中の企業のヒアリングでは、アンチ・ダミー法を意識せずに、

あたかも適法なことを行っているかのように、「外資規制があるのでフィ

リピン人の名義を借ります」と語る進出検討中の企業もあった。 
 

（３）人材派遣、人材紹介 
フィリピン人を介護分野や家事労働者等を日本に派遣することについて

の議論に伴い、ここ数年、人材派遣業を検討する日系企業も複数みられる。

日系企業のフィリピン進出支援機関のヒアリングによると人材派遣を検討

する企業はここ数年増加しているとのことである。また、フィリピン国内

での人材紹介業を検討する企業もあれば、フィリピン進出済日系企業が日

本国内のグループ企業で就労させるためのフィリピン人の募集、紹介を行

おうと検討する企業もある。 
しかし、外資規制が存在すること、フィリピン人が海外就労するために

はフィリピン海外雇用庁のラインセンスが必要であること等から、計画段

階で断念する企業が多い状況にある。 
 
 
 
 

（４）専門職 

                                                           
76 海外在留邦人数調査統計平成 28 年度要約版（外務省領事局政策課） 
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フィリピンでは一定の専門職は専門家規制委員会の下で規制され、原則

としてフィリピン人にのみ認められる。医者や建築士といった伝統的な専

門職だけでなく、不動産仲介業者やデザイナー等も専門職として指定され、

原則としてフィリピン人のみが行うことができる。専門職企業は資本比率

にも制限が課されることがあり、日系企業の参入が難しい分野である。中

には、専門職それ自体はフィリピン人専門家に外注し、日系企業は顧客と

フィリピン人専門家をつなぐコーディネーターとしての業務を行う例も確

認された 77。 
 

４．労務問題 
 上記の通り、労務問題に関心を有する日系企業は多数に上る。日系企業を

対象に、抱える労務問題を問うたところ、その分野は労務問題の各分野に及

ぶことが分かった。また、実際に労務訴訟を経験した企業は回答企業中

27.8％であった。 
 

Q 抱える労務問題 78 

 
 

  

                                                           
77 ある日系企業担当者は、会社収益拡大の観点からは、外注せずに自社内で調達できることが重要で

あるが、明確に外資規制が設けられているためやむを得ず事業規模を拡大せずにいると語る。この企

業は、専門業種の有資格者を自社内で雇用することでコストダウン及び収益拡大を検討していたが、

弁護士に相談し、かつ専門家規制委員会からの意見書を取得の上、外資規制に反すると判断し、この

ような結論に至った。 
78 別紙１「意識調査結果集」商工会議所会員企業対象アンケート Q.14 
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Q. DOLE、労務訴訟に発展した経験の有無 79 

 
 
（１）雇用契約書 

通常、従業員雇用に当たっては雇用契約書が締結される。費用面の問題

から、雇用契約書の作成、レビューを弁護士に依頼しない日系企業もある。

弁護士に依頼しない場合、他社から入手したひな形をもとに作成したり、

他国グループ会社の契約書をベースに作成する等して対応している。 
 

（２）就業規則 
多くの日系企業が就業規則を有する。雇用契約書同様、コスト削減の観

点から就業規則の作成又はレビューを弁護士に依頼せずに他社から入手し

たひな形をもとに自社で作成する例や、自社海外オフィスの就業規則をも

とに作成する例等がある。フィリピンでは、一般的な就業規則とは別に、

法律上制定が義務付けられている社内規則がある。 
i. 反セクハラ規則 
ii. 職場の薬物乱用防止規則 
iii. エイズ防止規則 
iv. B 型肝炎防止規則 
v. 結核防止規則 
vi. 母乳育児規則 
vii. 労働安全衛生基準 

フィリピン法弁護士を活用しない結果これらの規則の必要性を認識しな

い日系企業も存する。 
 

（３）解雇 
フィリピンの法律問題を抱える日系企業の多くが直面するのが、解雇に

まつわる問題である。フィリピンでは、法定の解雇事由が定められており、

解雇の際に法定の解雇手続きを取らなければならない。典型的な例は、上

記認識を持たずに、従業員に解雇を言い渡し、当該従業員から労働雇用省

                                                           
79 別紙１「意識調査結果集」商工会議所会員企業対象アンケート Q. 15 

あり 
(27.8%) 

なし 
(72.2%) 
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に不当解雇で訴えられるケースである。また、気を付けなければならない

のは、解雇事由があり解雇手続きを踏んだ場合や、従業員の自発的な退職

の場合であっても、元従業員が労働雇用省に対して不当解雇として訴えら

れる例もあるということである。労働雇用省の手続きは費用をかけずに容

易に行うことができるため、実際に不当解雇であったか否かを問わず、企

業が元従業員から訴えられることがある。フィリピンでは解釈に疑義があ

る場合労働者の有利に解するという原則があるため、労働者よりの判断が

なされやすい。第 1 章に記載の通り、フィリピンの訴訟は非常に長期間

を要し、ある日系企業は、不当解雇訴訟で約 10 年を要した。不当解雇と

判断されると、復職 80及び過去に遡った賃金及び未払い賃金に対する利

息の支払いが必要となる。解雇に際しては労務問題を得意とする弁護士の

サポートの元、証拠集め、記録の保存を行うことが非常に重要である。 
日系企業の具体的な解雇事例としては、従業員が会社の備品を盗んだこ

とを理由に解雇する例、従業員が不正を働いたために解雇する例等がある。 
 

（４）人材派遣（請負規制） 
2016 年 7 月のドゥテルテ政権発足により、人材派遣に類似した「労働

力のみの請負」を禁止し、請負契約の形について規定した労働雇用省の省

令の厳格適用の方針がとられることとなった。製造業を中心に、多くの日

系企業で労働力のみの請負の疑いのある実務運用が行われていたことによ

り、これらの日系企業は対応を迫られることとなった。 
 

Q. 派遣会社職員の占める割合 81 

 
  

                                                           
80 復職させない代わりに金銭で解決する例もある。 
81 別紙１「意識調査結果集」商工会議所会員企業対象アンケート Q.10。なお、正確には「派遣会社」

ではないが、理解の容易さのため、フィリピンの日本企業において一般的に使用される「派遣会社」

という用語を使用している。 
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Q. 派遣会社を利用する理由 82 

 
  
ドゥテルテ大統領は、違法な請負及び後述の Endo（エンド）を行う企

業は、これを終了しなければ当該企業を閉鎖させる旨宣言している。その

一方で、労働雇用省からこれらに対する新たな指針又は規則が発行される

という噂もあり、その内容が不透明な中、多くの企業が対応に苦慮してい

る。 
日系企業は、労働雇用省主催の説明会、日本人弁護士によるセミナー、

法律事務所への問い合わせ等を行いながら情報を取得し、対応策を検討し

ている 83。 
 

（５）Endo（エンド） 
5 か月間等の短期雇用を繰り返し、憲法及び労働法上の労働者の権利で

ある身分保障を潜脱する雇用形態である。Endo とは、Endo of Contract
（契約の終了）を意味する。フィリピンでは法定の解雇事由なしに正規

雇用の従業員を解雇することができない一方、6 か月間まで試用期間を設

けることができる。そこで、5 か月－5 か月－5 か月といった短期間の雇

                                                           
82 別紙１「意識調査結果集」商工会議所会員企業対象アンケート Q.11。なお、正確には「派遣会社」

ではないが、理解の容易さのため、フィリピンの日本企業において一般的に使用される「派遣会社」

という用語を使用している。 
83 2016 年 11 月 1 日現在 
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用を繰り返す企業が大手小売業 84を中心として見受けられ、ドゥテルテ

大統領より名指しで違法な Endo との指摘を受けていた。2016 年 10 月に

は、人材会社が Endo を理由とした業務停止命令を受けており、短期雇用

契約を行っている企業には、契約内容の確認及び見直しが急がれる。 
 

（６）組合 
フィリピンでは組合はさほど活発ではないと言われているが、アンケー

ト上、組合を有すると回答した企業は 41％に上った。中には、社内に複

数の組合を有する企業もある。 
 

Q. 組合の有無 85 

 
  
日系企業全体に対しての数は多くないが、過激な活動を行う組合が組織

され、過去にもそれが原因で工場閉鎖になった企業があると言われている。

最近では、労働争議により工場閉鎖も視野に入れた一時操業停止となって

いる。報道 86によると、当該企業は、人材会社を通じて派遣していた従業

員が、当該企業と人材会社との契約終了に伴い契約終了となり当該企業に

派遣されなくなったことに対して抗議から左派系労働団体 KMU が介入し

た組合活動が行われ、元派遣従業員らが工場を封鎖し工場が稼働できなく

なるに至った。 
工場封鎖、操業停止に至る例は件数として決して多くはないが、過去に

も組合活動が過激化したことにより閉鎖した会社が存するため、組合を有

する日系企業は組合対応に非常にセンシティブになっている。 
 
 

  

                                                           
84 当該大手小売業は、Endo ではなく季節雇用との主張をしていたが、報道によると、正規雇用に切

り替えたとのことである。 
85 別紙１「意識調査結果集」商工会議所会員企業対象アンケート Q.6 
86 2016 年 6 月 15 日 NNA 

あり 
(41.2%) 

なし 
(58.8%) 
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５．契約関係 
（１）合弁契約 

フィリピンでは、外国資本による投資は原則として自由とされている。

しかし、例外として定められた外資規制業種は多数に上る。また、業種に

かかわらず、国内市場向企業は資本金額によっては、外国資本は 40％ま

でと定められている。そのため、合弁企業は多数存在し、通常は合弁契約

書が締結される。 
日系企業の中でも、合弁契約書に関する問題を抱える企業が存在する。

たとえば、10 年以上前のフィリピン進出時にフィリピン企業との間で合

弁契約書を締結したが不十分な内容であり当時の担当者がフィリピンにお

らずそのような契約書に至った経緯が不明であるというケース、フィリピ

ン進出時にフィリピンの法律事務所に合弁契約書の作成及びレビューを依

頼したが合弁先との意見が対立した際の解決策や合弁解消の方法について

の詳細の規定がなく拮抗状態に陥ってしまったケース、フィリピンの法律

事務所を活用せずに会社設立を検討した結果合弁契約書締結前に会社設立

資本金を合弁先に送金してしまったケース等がある。 
 

（２）その他契約書 
日系企業の企業活動においては、その他契約書の作成及び締結は日常的

に生じ、内容は多岐にわたる。例えば、賃貸借契約書、業務委託契約書、

売買契約書、代理店契約、秘密保持契約書等がある。 
 

第３ 日系企業による法律問題解決の実情 
 

１．問題発生時の対応 
フィリピンでは、顧問弁護士を有し、弁護士に対するアクセスがしやすい

と回答する企業が多数を占める。そのため、法律問題が生じた際に弁護士に

相談することができる環境は整っていると言える 87。 
  

                                                           
87 フィリピンでは、株式会社の取締役及び役員の一部並びに支店及び駐在員事務所の居住代理人に居

住者性が求められる。また設置が義務付けられる役員である会社秘書役には国籍要件も課される。そ

のため、フィリピンでは取締役や会社秘書役の業務を弁護士に依頼する慣習がある。弁護士と顧問契

約を締結する日系企業が大多数を占めるのもそのためであると推察する。 
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Q. 顧問弁護士はいますか 88 

 
Q. 弁護士へのアクセスのしやすさ 89 

 

 
 

しかし、相談先は弁護士のみではない。弁護士に相談するか否かは、その

問題の内容によっても異なる。日系企業がよく相談する先は会計事務所、コ

ンサルティング会社、商工会議所、ＪＥＴＲＯ、他の日系企業等広く及び、

法律問題に関してもこれらが一時的な相談先となることもある 90。分野によ

っては法律事務所以外が対応先となることもある。 
  

                                                           
88 別紙１「意識調査結果集」商工会議所セミナー後アンケート Q.2、工業団地セミナー①後アンケー

ト Q.3 及び工業団地セミナー②後アンケート Q.2 の合算結果 
89 別紙１「意識調査結果集」商工会議所会員企業対象アンケート Q.23 
90 アンケート上では労務問題又はその他法律問題の相談先として商工会議所、JETRO、他の日系企

業の回答は存しない。しかし、ヒアリングではこれらに相談するという話は複数聞かれた。また、当

職や他の日本人弁護士の勤務する法律事務所にも頻繁に JETRO 等から紹介されたとの問い合わせが

ある。 

はい 
80% 

いいえ 
20% 

しやすい 
(87.5%) 

しにくい 
(12.5%) 

平成２８年度調査研究



45 
 

Q. 労務以外の法律問題の相談先 91 

    
例えば、会計事務所やコンサルティング会社は本来業務のみにとどまらず、

会社設立業務、契約書業務等も行い、法律事務所と業務内容が重複するとい

う実態が存する。大手会計事務所は税務部門に多数の弁護士を抱えており、

簡単な契約書レビューであれば会計事務所の弁護士が対応することもある。

背景としては、日本人コンサルタントや日本人会計士に比べ、日本法弁護士

のフィリピン進出は大きく出遅れ、日本語での相談を好む日系企業のサポー

ト役として、会計事務所やコンサルティング会社が幅広く日系企業の相談先

とならざるを得なかったという面もあると言われる 92。なお、会計事務所が

顧客から受ける法律相談の中心は労務問題や外資規制 93であるが、会計事務

所やコンサルティング会社も、複雑な法律問題の対応は行わず、その際には

法律事務所を紹介する等して対応している。 
 

また、フィリピンの日系企業にとって労務問題は難しい問題であるとの共

通認識があるところ、労務問題を専門に扱う日本人コンサルタントの活躍も

確認される。当該コンサルタントはフィリピンでの人事労務の経験を活かし

実務的な対応方法についてのアドバイスを行う。当該労務コンサルタントは

法的助言は弁護士に相談するようにとアドバイスをしているが、アドバイス

の提供において、実務的な対応と法律上の規定や判例の説明を厳密に切り離

すことは事実上困難であり、当該コンサルタントは一次的な相談先の役割を

担っているのが実情である。アンケートでは 33％の企業が労務問題において

従業員から訴えられて初めて弁護士に相談すると回答した。 
 

                                                           
91 別紙１「意識調査結果集」商工会議所会員企業対象アンケート Q.20 
92 その一方、日系コンサルティング会社や会計事務所ジャパンデスクのフィリピン進出前まで日系企

業の相談先であったローカル法律事務所の弁護士は、これにより顧客を奪われる形となった。そのた

め、会計事務所やコンサルティング会社が法律業務を行っているかのように映る現在の状況には疑問

を呈している。 
93 別紙１「意識調査結果集」会計事務所アンケート Q.14 

法律事務所 
(68.8%) 

会計事務所 
(6.3%) 

コンサルタント 
(12.5%) 

自社、本社、親会社 
(12.5%) 

その他 
(0.0%) 
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Q. 労務問題相談先 94 

 
 

Q. どの段階で弁護士に相談しますか 95 

 
２．予防策としての対応 

これに対し、大きな問題発生前の日系企業の対応は異なる。訴訟を提起さ

れる等現実的な問題として目の前に発生すればコストを払って対応する企業

は多数であるが、具体的問題となる前の段階で、予防策としての対応をとる

企業は必ずしも多くなく、法令順守意識も高いものではない。日系企業に対

しフィリピンでビジネスをするにあたっての法令遵守意識の高さを問うたと

ころ、回答企業の 39.5％が「日本より低い」と回答している。 
 
 
 

                                                           
94 別紙１「意識調査結果集」商工会議所会員企業対象アンケート Q.16 
95 別紙１「意識調査結果集」商工会議所会員企業対象アンケート Q.17 

法律事務所 
(72.7%) 

コンサルタント 
(27.3%) 

その他 
(0.0%) 

何も起きなくとも、常に 
(25.9%) 

新制度導入時等、新
たに行動を起こすとき 

[PERCENTAGE] 

まずは弁護士以外に
相談し、実際に従業
員からDOLEに訴えら
れたら弁護士に相談

する 
(33.3%) 

いずれの場合も弁護
士には相談しないが、
外部の詳しい人に相

談する 
(3.7%) 
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Q. 法令遵守の意識状況 96 

 
日系企業の事情に詳しい会計事務所及び会計系コンサルに対しても日系企

業のコンプライアンス意識の印象についてアンケートを取った。 
 

Q. フィリピンの日系企業のコンプライアンス意識の高さについての印象を

教えてください 97 

 
コンプライアンス意識については、コンプライアンスを遵守する意識は高

いものの、詳細が明確となっていないルールもあり、会社の状況を見て、リ

スクとの兼ね合いで各意思決定を行っているという意見や、ルールありきで

はなく他社動向のみで判断しようとしているとの回答が寄せられた 98。 
  

具体的な例では、フィリピンでは人材派遣が禁じられているにも関わらず、

多数の日系企業がいわゆる偽装請負のような形でマンパワーエージェンシ―

から人材を調達している。アンケート回答結果上は、人材会社利用に際し弁

護士に相談したとの回答が 64.7％を占めるが、人材会社のコンプライアンス

状況を確認した企業は 38.9％にとどまること 99、人材会社利用の理由に正規

                                                           
96 別紙１「意識調査結果集」商工会議所セミナー後アンケート Q.4 
97 別紙１「意識調査結果集」会計事務所アンケート Q.13 
98 別紙１「意識調査結果集」会計事務所アンケート Q.13-2 
99 人材会社が登録されていない場合違法な労働力のみの請負との推定が働き、また人材会社が従業員

の労働者としての権利を保障しない場合発注会社が労働者に対して責任を負う。そのため、通常は弁

日本より高い 
(7.9%) 

日本と同程度 
(39.5%) 

日本より低い 
(39.5%) 

わからない 
(13.2%) 

非常に
高い 
0% 

まあまあ高い 
75% 

すくし低い 
25% 

非常に低い 
0% 
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雇用従業員の解雇が容易でないことに関連する理由に回答が集まることか

ら 100、弁護士への相談の内容及び実態や相談を受けた弁護士による対応の質

には疑問が残る。 
Q.  派遣会社職員の占める割合 101 

 
Q. 人材会社を利用する理由 102 

  

                                                                                                                                                                                     
護士は人材会社を利用しようとする会社に対しては人材会社のコンプライアンス状況を確認するよう

にアドバイスを行う。 
100 労働者には身分保障が認められており解雇規制の潜脱の目的で人材会社の従業員を活用すること

は違法とされている。 
101 別紙１「意識調査結果集」商工会議所会員企業対象アンケート Q.10 
102 別紙１「意識調査結果集」商工会議所会員企業対象アンケート Q.11 
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Q. 人材会社利用時に弁護士に相談したか 103 

 
 

Q.   人材会社の法令遵守状況を確認したか 104 

 
アンケートにおける大きな法的問題を抱えない理由についての回答の上位

が「従業員に恵まれていること」であることも、積極的に弁護士を活用して

法的問題の発生及び拡大の予防に努めている状況にないことに合致する。 
  

                                                           
103 別紙１「意識調査結果集」商工会議所会員企業対象アンケート Q.13 
104 別紙１「意識調査結果集」商工会議所会員企業対象アンケート Q.12 

相談した 
(64.7%) 

相談してない 
(35.3%) 

確認したことがある 
(38.9%) 

確認したことがない 
(61.1%) 
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Q. 大きな問題を抱えてないと回答した企業について、その理由 105 
 

 
日系企業は弁護士の選定において独自の情報源を有せず、他の日系企業の

評判や紹介に頼る傾向がある。日系企業案件を多く扱うローカル法律事務所

は複数存する。ヒアリングにおいてこれらの事務所活用する日系企業に対し

て当該事務所を知るに至った理由問うたところ、全て他の日系企業の紹介と

の回答であった。以下アンケートでもその傾向が確認される。また、専門分

野の経験を有する弁護士を選定するのみならず、日系企業対応実績を重視す

る日系企業も多くみられた。 
  

                                                           
105 別紙１「意識調査結果集」商工会議所会員企業対象アンケート Q.21 
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Q. フィリピンでの弁護士選定時に重視する事項 106 

 
 

そもそも法律問題であることを認識しないがために弁護士に相談する機会

を有せず、問題が深刻化して初めて気が付くというケースも存する。人材派

遣規制はその一例でもあり、ヒアリングにおいては、新大統領が就任するま

で上記人材派遣規制の存在を知らず違法なことを行っている意識もなかった

という日系企業も多く確認できた 107。 
基本的な法的知識に欠けるが故に法的な問題が隠れていることを認識せず

に行動する傾向は新規進出企業に多く見られる。例えば、フィリピン政府機

関に提出する書類がフィリピン国外で署名された場合は公証及び大使館認証

が必要となることや、オフィスの賃貸借契約等を締結したら印紙税の納付が

必要であるところ、納付期限は翌月 5 日であること等、フィリピンの弁護士

であれば即答で回答しうるような簡単な事項であるが、こういった情報は日

本側では入手しにくい。また、潜在的問題であることを認識せず書面に残さ

ず契約書を作成する企業もあり、新規進出企業において特に雇用契約書を作

成せずに従業員の雇用を開始する例が複数みられた 108。 
                                                           
106 別紙１「意識調査結果集」工業団地セミナー①後アンケート Q.6、工業団地セミナー②後アンケ

ート Q.5 合算結果 
107 ある日系企業は、周りの日系企業が人材会社から労働者を調達していたが、これまで労働雇用省

から問題視されておらず、今になって急に運用が厳しくなったとか現在の状況が違法だと言われても

対応できないし困るとのことであった。 
108 ある日系企業は、法律事務所等の会社設立サポートを受けずに会社設立を行い、少しずつ経験を

重ねながら各種手続きを進めてきた。この企業は、会社設立直後に従業員を雇用したが、雇用契約を

締結していない。雇用契約書の重要性、労働法上試用期間を設けることができることや、雇用開始後

に試用期間を設定することができないことなどを認識していなかった。また、すでに就労を開始して

いるが、就労ビザはこれから申請する状況であり、この点についても特に違法性の認識を有していな

い。 

0 2 4 6 8 10 12

コネ・情報源 

経験・実績・信用 

コスト 

対応 

実践的な動き方 

フィリピンでの弁護士選定の際に重視する事項 
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第４ 在留邦人が直面する法律問題 
 
１．はじめに 

在留邦人は法律問題の量が少なく、規模も小さい傾向にある。 
在留邦人を対象に実施したアンケートにおいてフィリピン生活の快適さを

問うたところ、91%の回答者が「とても快適」又は「少し快適」と回答して

いる。フィリピン国内における在留邦人の人間関係については、フィリピン

人の友人についても日本人の友人についてもともに約 9 割が「とても信頼で

きる友人がいる」又は「少し信頼できる友人がいる」との回答であった。以

下は在留邦人を対象としたアンケート結果及びヒアリングの結果である。 
 

Q. フィリピン生活の快適さ 109 

 
Q. 信頼できるフィリピン人の友人 110 

 
 
 
 
 
 

                                                           
109 別紙１「意識調査結果集」在留邦人アンケート Q.6 
110 別紙１「意識調査結果集」在留邦人アンケート Q.4 

とても快適 
32% 

少し快適 
59% 

あまり快適でない 
8% 

全然快適でない 
1% 

とても信頼できる友
人あり 

46% 
少し信頼できる友人

あり 
43% 

あまり信頼で
きない友人 

10% 

友人なし 
1% 
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Q. 信頼できる日本人の友人 111 

 
 ストレスを感じる事項及びフィリピンで一番困った経験の問いに対して集

まった回答の中には法律問題も存したが、法律問題ではない生活上の問題を

挙げたものが多かった。例えば、ストレスを感じる事項としては、交通渋滞、

治安、時間の感覚や対応スピード等文化の違いに起因する事項等が多く挙げ

られた。 
 

 
（上）マニラ首都圏中心部の渋滞の様子。日常的に深刻な渋滞が発生してい

る。金曜日、給料日、雨の日には特に悪化し、約 3 キロの移動に 2 時間を要

したこともある。 
 

 
企業に比べ活動規模及び範囲の小さい在留邦人は、大きい法律問題が生じ

にくい傾向にある。以下はアンケート及びヒアリングにおいて聴取された典

型的な法律問題である。 
 
 

 

                                                           
111 別紙１「意識調査結果集」在留邦人アンケート Q.5 

とても信頼できる友
人あり 

66% 

まあまあ信
頼できる友
人あり 

24% 

あまり信頼でき
ない友人あり 

6% 

友人なし 
4% 
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２．賃貸借 
 比較的金額の小さい問題ではあるが、退去時にオーナーから身に覚えのな

い家具 112の損傷等を主張され、不当に過大な金額をデポジットから差引かれ

たり、デポジットでは不足するとして追加の金銭の支払いを求められるとい

った事例が多く発生している。 
 

３．交通事故 
 在留邦人を対象としたアンケート上、フィリピンにおいて交通事故経験を

有する回答した在留邦人は 22％であった。 
 

Q. 交通事故経験 113 

 
 交通事故の経験者によると、交通事故発生時に保険会社や警察の積極的な

サポートを受けることができず、被害者が自分で対応しなければならない点

が多いとのことであった。例えば、交通事故の被害にあった在留邦人は、あ

る企業の車を運転し被害者に追突された加害者とともに警察のポリスレポー

トを作成し、今後の請求のために加害者の連絡先や勤務先を問うたところ、

携帯電話しかないと言い張られた。一見して企業の車であることが明らかで

あるため勤務先の連絡先を問いただしたが、警察も加害者も勤務先の連絡先

はないとの説明に終始した。結局加害者の携帯電話番号しか得ることができ

ず、その後加害者は被害者からの連絡に応じることはなく被害者は泣き寝入

りした。 
 また、別の交通事故被害にあった在留邦人は、相手に非があったが、相手

が現地の保険会社の社長であり、相手の有する社会的経済的影響力を考慮し

て、弁償を求めることをあきらめざるを得なかった。 
  

                                                           
112 フィリピンでは家具付きの物件も一般的であり、在留邦人の多くが家具付き物件に住んでいる。 
113 別紙１「意識調査結果集」在留邦人アンケート Q.13 

あり 
22% 

なし 
78% 
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４．使用人とのトラブル 
 フィリピンではメイドやドライバー114を雇うことが一般的であるところ、

在留邦人も多くがメイドやドライバーを活用している。メイド又はドライバ

ーを個人で雇う在留邦人はアンケート回答者中 53％であった。一般的に、メ

イド及びドライバーは金銭的事情から教育の機会に恵まれず企業での就労が

かなわなかった者が多く、高等教育を受けた者に比べて収入面で劣る傾向に

ある。在留邦人の家庭で就労するメイドやドライバーはフィリピン人家庭よ

り高収入の傾向にあるが、金銭的に余裕のある者はまれであるといわれる。

そのため、在留邦人がメイド又はドライバーとの間で抱える法律問題は金銭

問題に起因するものが多い。前借や借金は非常に多く、中には田舎から出て

くるための交通費として金銭を支払ったところ当該メイドは金銭を受領した

のみで働きに来なかったという例 115等、嘘をついて金銭を受領するケースも

絶えない。 
 
 また、使用人による盗難も報告され、例えば、携帯電話、カメラ等の電子

機器、現金、日用品等の盗難被害にあっている。概ね被害者は被害の回復は

困難であることを認識しており、被害にあっても諦める傾向にある。 
 

フィリピン人一般の傾向であるが、日本人よりも仕事への定着率が悪いと

言われる。突然使用人が出勤しなくなることもさほど珍しくはない 116。実際、

在留邦人は、メイドの夜逃げ、突然の音信不通、突然の退職等の問題を抱え

ている。 
 

５．ビザ関連 
 外国に暮らす以上、在留邦人にとってビザは避けることのできない問題で

ある。日本人はフィリピン入国時のビザを免除されているが、その場合であ

っても入国時に 30 日以内にフィリピンを出国する航空券の持参が必要とされ

る。実務上、フィリピン入国時に当該航空券の提示が求められる頻度が低い

ため具体的なトラブルに発生する数も少ない。しかし、ヒアリングにおいて

入国時にフィリピン出国の航空券が必要であることを知っていると答えた在

留邦人はごく少数にとどまった。 

                                                           
114 治安面から、公共交通機関を利用する日本人は少ない。会社によっては駐在員に対し通勤用の車

及び家族利用のための車として２台提供し、駐在員によるタクシーの利用を禁じている。これに対し、

学生や現地採用者は、経済的問題から、ドライバーや自家用車を有する例は少なく、タクシーや公共

交通機関を活用する。そのため、ホールドアップなどの犯罪被害にあったという声は学生や現地採用

者から多く聞かれた。 
115 フィリピン人によると、メイドによる詐欺の常とう手段であるとのことである。 
116 突然出勤しなくなるメイドやドライバーの中には、就労先家庭の金品を持ち去ったり借金を踏み

倒すものもいる。 

平成２８年度調査研究



56 
 

 また、ビザ業者や法律事務所側の対応の問題でもあるが、ビザ手続きに非

常に長期間を有する、ビザ手続きを依頼したら半年パスポートが手元に帰っ

てこなかった等の声も集まった。 

 
（上）移民局 117の本部。ビザ取得のための面接もここで行われる。 
 
 

６．日本人とのトラブル 
 残念ながら、日本人同士のトラブルも見られる。ある在留邦人は、日本人

からの借金の申し込みがあった場合、返済されない可能性が非常に高く、日

本人同士のトラブルは根が深いため、トラブルに巻き込まれないよう、目立

たないように気を付けて生活していると語る。 
 立場の弱い在留邦人に対する悪質な行動もある。近年フィリピンで現地採

用として就労する若い女性が増加しているところ、以下の法律問題が報告さ

れた。 
 
• 就労ビザが発行されず、観光ビザで働かなければならないことを入社後し

ばらく経ってから知った。 
• 日本人の既婚者の男性から言い寄られる。既婚者であることを隠したり、

又は隠さないままで、関係を求められることがある 118。 
  

                                                           
117 Bureau of Immigration 
118 このような話はほかにも聞かれる。例えば、既婚の駐在員の日本人男性が現地採用の日本人女性

らを家に招き口説くなどしていたとの報告が複数ある。招かれた女性のうちの一人は、仕事の話だと

思ってある駐在員の自宅を訪問したところ、不快な行為をされた。当該女性によると、他の現地採用

の女性も同じ男性から同様の行為をされたことがあると聞いているとのことである。当該女性は、こ

の一件を除いても、フィリピン在住の日本人男性は風紀が乱れているとの印象が強いと語る。 
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７．犯罪被害 
 ヒアリングでは、軽犯罪の被害報告が多く集まった。頻繁に報告を受けた

のは、すり、ひったくり、置き引き、ホールドアップ強盗 119である。ホール

ドアップ強盗は車移動をすることにより容易に避けることができるが、現地

採用者や学生は金銭的事情 120により自家用車を有さず、そのためホールドア

ップ報告はこれらの者に集中する傾向にある。 
 

第５ 在留邦人による法律問題解決の実態 
 

１．問題発生時の対応の実態 
 大規模な法律問題が少ないことに伴い、訴訟に発展することは少ない傾

向 121にある在留邦人の法律問題であるが、裁判を起こしたいと感じた経験を

有する在留邦人はアンケート回答者中 18％であった。実際に訴訟提起した在

留邦人はそのうちの 21％であり、裁判による解決を望んだにも関わらず当該

方法をとらなかった在留邦人は 79％に上る。 
 

Q. 裁判を起こしたいと感じた経験 122 
 

  

                                                           
119 銃によるホールドアップに限らず、ナイフを突きつけて金銭の支払いを要求する例も多く、子供

による犯罪も発生している。 
120 

当地の人材紹介会社（Reeracoen Philippines Inc）によると、現地採用者の給与基準は以下の通り

である。 
新卒日本人 80,000 ペソ前後 
営業第二新卒 85,000 ペソから 100,000 ペソ 
営業５年以上 90,000 ペソから 120,000 ペソ 
事務職 85,000 ペソから 100,000 ペソ 
通訳 85,000～100,000 ペソ 

121 
アンケートでは、結婚無効訴訟、刑事事件及び不動産購入時トラブルにおいて訴訟を提起したと

の回答があった。なお、フィリピンでは離婚が認められていないため、既婚者が別の相手との結婚を

望む場合に前の結婚を無効とする裁判を行うことがある。 
122 別紙１「意識調査結果集」在留邦人アンケート Q.17 

あり 
18% 

なし 
82% 

平成２８年度調査研究



58 
 

Q. フィリピンで裁判を起こした経験 123 

 
 

 訴訟による解決をしたいと考えたにもかかわらずそのような方法をとらな

かった理由は主に費用の問題と訴訟遅延のためである。また、訴訟により身

の安全に危険が及ぶことを危惧し司法による解決を断念した在留邦人も複数

存する。 
 

２．事前の対策 
 ヒアリングにおいて、複数の在留邦人がトラブル発生を防ぐ工夫をしてい

ることが分かった。在留邦人が実施するトラブルを避ける工夫としては、フ

ィリピンの治安上の問題を受けた防犯上の意識、慎重な人間関係の構築、フ

ィリピン及びフィリピン人についての理解を深めること、記録化等があり、

具体的には以下の声が上がった。 
 
 
【防犯上の意識】 
 財布、携帯を人目のつくところで持たない。 
 外を歩かないこと 
 華美な服装や目立つ行動を避けること 
 お金を持っていないようふるまう。 

 
【慎重に人間関係を築くこと】 
 付き合う相手を選ぶ。信用しすぎない。同じ人と深く付き合いすぎない。 
 積極的にこれ以上の知り合いを作らない。 
 金銭問題の発生を避ける 
 親戚でもお金の貸し借りはしない。どうしても必要な場合は、少額をあ

げてしまう 
 

                                                           
123 別紙１「意識調査結果集」在留邦人アンケート Q.17-2 

あり 
21% 

なし 
79% 
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【フィリピン及びフィリピン人についての理解を深めること】 
 フィリピン人の性格を理解して先回りする。 
 フィリピンを理解することと言語の習得。 
 現地を勉強する。 

 
 来比前にフィリピンの基本的な知識について研修を受けた在留邦人は 14％
のみであった。当職も個人的にフィリピン赴任前の研修を受けた経験がある

ところ、安全面、防犯面、衛生面をはじめとした海外生活に際しての基本的

な注意点を事前に知ることができた。このような事前研修は、大企業の駐在

員に多い傾向にある。フィリピン滞在に先立つ研修はないものの積極的に情

報収集した在留邦人は 85％であった。 
 

Q. 来比前研修の有無 124 

 
  
 これに対し、いざ問題が起きた場合の相談先に関する情報は必ずしも十分

ではない。来比前にフィリピンでトラブルが生じた場合の対応マニュアル、

相談先等の情報を得ることができましたと回答した在留邦人は 20％のみであ

った。 
 

  

                                                           
124 別紙１「意識調査結果集」在留邦人アンケート Q.15 

研修受け、自分で積
極的に情報収集した 

4% 

研修受けたが積極
的情報収集せず 

10% 

研修なし、積極的情
報収集あり 

85% 

研修なし、積極的情
報収集なし 

1% 
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Q. 来比前のトラブル対応情報取得の有無 125 

 
 

第６ 法律問題への対応の在り方 
 

１．適切な者による対応 
 当然ながら、フィリピンにおける法律問題は、フィリピン法弁護士により

解決されるべきである。 
 フィリピンでは、コンサルタントをうたう会社やフィクサーと呼ばれる者

等、弁護士でないにも関わらず法的問題の解決サービスを行うもの存在が認

められる。相談先を誤ったがために問題解決に至らないどころか、かえって

事態の悪化を招くこともある。しかし、法律問題は弁護士により解決されて

しかるべきである。また、残念ながら、当地では、弁護士であっても誠実な

対応をするとは限らず、弁護士だからといって信頼できる相談先とは限らな

い。かかる状況を踏まえ、日系企業及び在留邦人の法律問題への対応として

は、①信頼のおける弁護士へのアクセス及び②専門に応じた弁護士の選定が

求められる。 
 
（１）信頼のおける弁護士へのアクセス 

アンケートによると、80％の日系企業がフィリピンの顧問弁護士を有

し、法律問題が発生した際の相談先としての弁護士にアクセスすることが

できる日系企業が多い。2015 年に実施したアンケートでは 72％が月 1 回

以上顧問弁護士を利用しているとの結果が出た。 
 

  

                                                           
125 別紙１「意識調査結果集」在留邦人アンケート Q.16 

あり 
20% 

なし 
80% 
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Q. 顧問弁護士はいますか 126 

 
Q. 弁護士へのアクセスのしやすさ 127 

 

 

 
※2015 年フィリピン日本人商工会議所アンケート結果より 

 
一方、在留邦人の場合は、別の考慮が必要である。上記の通り、多くの

日系企業が弁護士との顧問契約等を有しているので、顧問弁護士と接する

                                                           
126 別紙１「意識調査結果集」商工会議所セミナー後アンケート Q.2、工業団地セミナー①後アンケ

ート Q.3 及び工業団地セミナー②後アンケート Q.2 の合算結果 
127 別紙１「意識調査結果集」商工会議所会員企業対象アンケート Q.23 

はい 
80% 

いいえ 
20% 

しやすい 
(87.5%) 

しにくい 
(12.5%) 

月複数回 
44% 

月1回程度 
28% 

数か月に1回 
22% 

年1回程度 
2% 

年1回未満 
3% 

その他 
1% 

Q. 顧問弁護士の利用頻度 
 

平成２８年度調査研究



62 
 

立場の在留邦人は、トラブルを抱えた場合であっても弁護士に対するアク

セスは容易だと思われる。 
在留邦人を対象としたアンケートでは、フィリピンで、信頼できるフィ

リピン人弁護士（又はその見つけ方）又は日本人弁護士を知っていると答

えた在留邦人は、それぞれ 37％、31％にとどまった。 
 

Q. フィリピンで、信頼できるフィリピン人弁護士（又はその見つけ方）

をご存知ですか 128 

 
  Q.フィリピンで、信頼できる日本人弁護士（又はその見つけ方）をご存知

ですか 129 

 
 
信頼できる弁護士又はその見つけ方を知っていると回答した在留邦人の

中には、紹介や仕事の延長上で知り合ったという回答が多くみられた。在

留邦人ネットワークは仕事上の関係を前提として築かれている者が多く、

その中行われる情報交換の中で信頼できる弁護士に出会うことのできる在

留邦人は複数存在する。しかし、考えるべきは、そうでない立場の在留邦

人である。 

                                                           
128 別紙１「意識調査結果集」在留邦人アンケート Q.23 
129 別紙１「意識調査結果集」在留邦人アンケート Q.24 

知っている 
37% 

知らない 
63% 

知っている 
31% 

知らない 
69% 
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日系企業に勤める在留邦人であっても職場に知られたくない法的問題に

巻き込まれた場合には職場に弁護士の紹介を依頼することは難しい。 
英語でインターネット検索すれば、様々なフィリピンの法律事務所ウェ

ブサイトが見つかる。しかし、英語を公用語とする当地において、当然な

がら当該検索において使用される言語は英語である。一般の在留邦人は多

少の日常的な英会話やビジネス会話はできるかもしれないが、専門的な法

分野に対する英語での情報検索にはなじみがない。それだけで気後れして

しまうであろうし、どこが信頼できる事務所かの判断に困るであろう。ま

た、日本語でフィリピンの法律問題のサポート先を探そうとすると、フィ

リピン人との離婚問題のサポートをうたうコンサルティング会社等が多く

出てくる。 
そこで、信頼できる機関からの情報発信が、頼れるべき存在となる。現

在は、在留邦人向けには、在フィリピン日本国大使館の領事班邦人援護担

当者が、弁護士リストを作成している。しかし、大使館として公式に発表

しているものではない。インターネットで検索しても出てこない。公的機

関の場合、その性質上、特定の弁護士又は法律事務所を指定することは難

しいであろうが、一定以上の評判又は実績をもとにリスト化して一般在留

邦人がアクセスできるような制度作りが望まれる。 
 

（２）専門性に応じた弁護士の選定 
信頼できる弁護士の確保と同様に重要なのが、内容に応じてその分野を

専門とする弁護士を選定することである。 
日本と同様、フィリピンにも専門性に特化した弁護士の活躍が確認され、

特に大規模事務所においては、その傾向は顕著となる。 
フィリピンでは、法律が厳格に適用されないことや、関係当局の担当者

毎に異なる対応をされることがしばしばあるため、純粋に法律及び制度を

確認することのみによって結果を予測しにくい傾向にある。不確定要因が

多く、その幅も大きいのがフィリピンの特徴である。 
ある日系企業は、選定した弁護士が会社設立の経験がなかったために苦

労したと語る。その弁護士は日系企業からの紹介で、弁護士自体は信頼の

できる人物であり、中規模の事務所に所属していた。しかし、コーポ―レ

ート部門の担当ではなく、会社設立やその後の手続きに非常に時間を要し

た。当該日系企業担当者は、当時、弁護士に専門性があることに対する認

識が薄く、かつ、当該弁護士の所属する法律事務所に会社設立を得意とす

る弁護士が多数所属していることを知らなかった。 
また、フィリピンは最高裁判決に法規範性がある。そのため、法令の記

載内容の確認のみでは足りず判例の確認が欠かせない。特に法令の条文の

みからでは予見可能性に乏しい労務分野等、一定の専門分野に関しては特
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に 選任する弁護士が信頼のおける者であることであることと同時に相談

内容に応じて弁護士を選定することも重要である。 
一般の在留邦人にとっては専門性にかかる情報の取得は困難であり、上

記の一定の評判又は実績を有する弁護士を掲載するリストが実現するので

あれば、そこには専門性についても記載されてしかるべきである。 
 

２．適切な方法による対応 
（１）適法な対応 

正論を言えば、法規制に従って粛々と対応するべきであるが、当地では、

違法な解決策も横行している。例えば賄賂による解決や、フィクサーと呼

ばれる人も活動しており、違法に問題を解決する人の存在がなくならない。 
ある企業は、会社が移転した際に、移転先の市役所から営業許可を取得

してからでない営業を開始できないにもかかわらず、必要に迫られて営業

許可取得前から営業を開始したことがあり、その発覚を避けるために賄賂

を支払ったとのことである 130。 
このように、実務的な対応として、法に従わないこともあるのが現実で

ある。フィリピンでは、法律が必ずしも適切に運用されているとは限らな

い。法規制があっても厳格に適用されていないこともある。 
しかし、それは法的観点から言えば適切な解決ではない。あくまでも、

法に従った対応をするべきである。弁護士の中には賄賂による解決を選ぶ

ものもいると言われているが、フィリピンにおいても賄賂は違法である。

適法な解決策を選択するためにも、日系企業及び在留邦人の基礎的な法的

知識の取得が望まれる。 

                                                           
130 当該企業によると、新しいオフィスの内装工事を行ったが、内装工事を行う場合、その前後で市

役所の手続きが必要で、その手続きには長期間を要し、その手続きを経ないと営業許可を申請できな

いという事情があった。内装工事自体が２カ月しかかからなくても、市役所の手続きに約半年かかり、

その間営業できないという状況であった。内装工事をすると、市役所による火災検査が行われること

になっており、その際に、営業許可を取得せずに営業していることが発覚すると罰則の対象となる。

そこで、市役所の担当者に約１万５千ペソを支払って、火災検査を行わずに火災検査証を発行しても

らい、営業許可なしでの営業開始の発覚を免れた。違法であるとの認識はしているが、約６か月間営

業できずに新オフィスの賃料を払い続けることの負担やその間顧客が離れることによるデメリットも

考慮し、リスクをとって営業許可なしの営業を行い、さらにそのリスクを軽減するために賄賂を積極

的に支払うこととしたとのことである。 
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（上・下）フィクサーの禁止を周知する旨張り紙。各政府機関に貼ら

れている。 
 

（２）問題発生の予防策及び問題深刻化の回避策の実施 
問題の発生を防ぐための予防策の実施及び問題発生後に問題の拡大を防

止するための初動対応の両方が重要である。予防策として考えられるのは、

問題に巻き込まれないようにすること及びアクションをとる前に専門家に

相談すべきことである。 
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上記の通り、多くの日系企業がフィリピン法弁護士にアクセスできる環

境にいる。しかし、相談したいときに相談できる弁護士が存在するという

ことは、必ずしも、法律問題を常に弁護士に相談しているということを意

味せず、実際に日系企業が潜在的な法律問題に即座に対応していることで

もない。 
ヒアリングでは、法定の解雇事由の存在や解雇手続きを確認することな

く従業員の解雇を実施したという企業の存在も見られた。フィリピンは訴

訟に長期間を要する傾向にあるところ、例えばある日系企業は従業員の不

当解雇訴訟で約 10 年を要し今もなお問題の終結に至っていない。 
日系企業を対象としたアンケートでは、問題発生前に弁護士に相談した

経験を有する企業は 57％であった。 
 

 
※2015 年セブ日本人商工会議所アンケートより 

 
早期対応により問題の深刻化を避け得るにもかかわらずそれを阻む原因

の一つとしては、コスト削減意識が考えられる。チャイナプラスワンの進

出先として有力視され、中期的有望事業展開国・地域ランキング第 8
位 131にランクインしたフィリピンに対する投資理由の一つは、低コスト

にある 132。コスト削減を目的として海外進出する企業にとっては特に、

弁護士コストは予想外の出費として二の足を踏みがちである。 
 
法律事務所、会計事務所、コンサルティング会社の日系企業担当者の共

通の悩みとしてしばしば話題に上がるのが、無料相談ばかりを求める企業

の存在である。情報に対して金銭的価値を認めない企業又は人は、場所を

問わずある程度は存在する。しかし、国際展開する某事務所のフィリピン

オフィス駐在員によると、フィリピンでは情報は無料で取得するものだと

考える日系企業が多いとの印象であり、依頼の意思がなくとも無料で提供

できる範囲でのアドバイスを求めたり、無料情報を求めて各事務所を渡り

                                                           
131 2015 年 12 月発表「わが国製造業企業の海外事業展開に関する調査報告」（JBIC） 
132 中期的有望事業展開先国・地域にフィリピンを選んだ理由の第 2 位が「安価な労働力」である。 

あり 
57% 

なし 
43% 

Q. 問題発生前に予防的に弁護士に相談した経験 
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歩いたりしているとのことである。進出検討中の企業が、将来競合相手に

なるであろう進出済企業に対し法規制やマーケット情報等について聞きに

行くという話もしばしば耳にする 133。 
上記は極端な例であるが、他にも、法律事務所に問い合わせを行うも、

相談料が予想以上に高額であることから、法律事務所の活用を断念する企

業も見受けられる。そこで、専門家への相談の代わりに、周りの日系企業

の対応を参考にしたり、比較的安価な会計事務所やコンサルティング会社

に対応を依頼することもある。 
問題が発生するまで弁護士に相談しないようにするという心情は理解で

きないものではないが、内容によっては、弁護士対応が遅れたがために最

終的に高額の弁護士費用を要することもある。早期相談が一番のコスト減

になることを認識してもらうことが必要である。 
これに対して、在留邦人は、コストの問題から行動を起こす前に弁護士

に相談することはまれである。企業のようなコンプラ意識からの早期相談、

というようにはいかないし、相談コストを考えると泣き寝入りするべきと

いう判断に至ることも多々あるであろう。 
ヒアリングでも、特に賃貸借契約終了時にオーナーから法外な金額を請

求され敷金の返還請求をあきらめたという話は多く聞かれた。オーナーか

らの請求の時点で弁護士に相談するも、敷金の返還を受けられる保証がな

いまま決して安くない弁護士費用を支払うという判断は導かれにくい。 
費用とリスクを比較考量したうえでの判断は、それが適切に行われてい

る限り問題はない。その前提として、日系企業及び在留邦人が最低限の法

的知識を有することが望ましい。 
 

（３）最低限の法的知識の取得と理解 
そもそも生じている事象が何の問題なのか認識できない企業又は人が存

する。法律問題であることを認識しないがために、不適切な相談先にたど

り着くケースもある。 
周りがやっているから自分も問題ないと判断する企業、在留邦人も多く

存する。他の企業、在留邦人の動向を見ることも大事ではあるが、それば

かりを重視し根拠法に考えをめぐらさない企業及び在留邦人は相当程度見

られる。当然ながら、国が違えば法制度は異なり、フィリピンで活動する

以上はフィリピンの法制度に従わなければならない。日本の常識が通じな

いこと、フィリピンで活動していることを謙虚に受け止め、フィリピン法

の最低限の知識の習得が必要となる。 

                                                           
133 後発企業が恥じもせず進出済み企業に進出のための情報提供を求めることに対するネガティブな

反応もある。ある日系企業は、当職のヒアリングに対し、フィリピン日本人社会は狭い世界であり、

今後の人間関係の形成を考慮してのことであるとの影響に鑑み、新規進出検討中の企業からの訪問を

受けた進出済企業は基本的には情報提供に応じていると語った。 
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日系企業の中には、法律上問題になると認識していないがために、弁護

士に相談しないという例も多くみられる。企業の側で、弁護士に相談すべ

きものではないと判断し又は弁護士に相談すべきであるとの認識を持つこ

とができず、弁護士に相談せずに行動する企業も少なからずみられる。 
その典型的な例が、2016 年 7 月より大統領に就任したドゥテルテ政権

下の人材派遣規制である。日本の労働者派遣のような人材派遣は、フィリ

ピンでは明確に禁じられている。それにもかかわらず、製造業をはじめと

する多くの日系企業が人材派遣を活用している。 
また、小さな違反ではあるが、進出直後、例えばオフィスの賃貸借契約

等について印紙税の納付義務を認識せず、期限までに納付することができ

ない企業も少なくない。 
法的問題であると認識しないがために弁護士に相談しない企業は、必ず

しも、積極的に違法行為を行いたいと考えているわけではない。原因は、

フィリピン駐在者に法的素養を有する者が少ないこと、正しい情報取得の

機会に恵まれず周りの日系企業の対応にならって行動する傾向にあると考

えられる。 
 

（４）公的弁護士事務所 134 
司法省の管轄下の機関であり、フィリピンケソン市に事務所を構える公

的弁護士事務所は、貧困者を対象とした無料の法律サービスを行っている。

適用対象となる在留邦人は少数であろうが、外国人にも門戸を開いており

困窮邦人の抱える法律問題解決の一助となる可能性がある。 
公的弁護士事務所は、貧困者又はその直系親族を対象に、評価手続きを

経て、民事訴訟、刑事訴訟、労働訴訟、行政訴訟及びその他の準司法機関

の手続きに関し、無料で法律サービスを提供する。 
サービス利用条件に国籍制限がないため、収入要件を満たしていれば、

外国人であっても利用が可能である。通訳サービスはなく、使用言語は英

語又はタガログ語である。多少英語が苦手であっても、弁護士はやり取り

ができるよう努力するが、もし英語又はタガログ語でのコミュニケーショ

ンができる友人や、状況について事前に英語でまとめた書類を準備できれ

ばよりよいサービスを提供できる。 
〈収入要件〉 
マニラ首都圏 家計所得月収 14,000 ペソ以内 
その他の都市 家計所得月収 13,000 ペソ以内 
その他の地域 家計所得月収 12,000 ペソ以内 

収入要件を満たすことを証するため、以下のいずれかの書類が必要であ

る。 

                                                           
134 Public Attorney’s Office 
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・直近の確定申告書 
・利用申請者の住居を管轄する社会福祉発展省発行の貧困証明 書 
・利用申請者が署名した貧困宣誓書及び利用申請者の住居を管轄す

るバランガイのバランガイ長が発行する貧困証明書 
  
まずは法律相談を受けたい利用者が多いと思われるところ、訪問に際し

て事前の予約は不要であり、営業時間中に以下の住所に訪問すればサービ

スを受けることができる。 
Public Attorney’s Office 
4th & 5th Floors DOJ Agencies Building 
NIA Rd. corner East Ave., Diliman, Quezon City  
 

2014 年 10 月、台湾とフィリピンは覚書を締結し、両国の国民に対す

る法的扶助を合意している。また、各国の人材が会議を持ち、相手国を訪

問し、制度政策やケーススタディ等の情報交換をはじめとしたトレーニン

グプログラムを実施することも合意している。現在日比間でこのような覚

書は存しないが、フィリピンに進出する日系企業及び邦人が増加するとと

もに、フィリピンから日本に対する技能実習生、家事労働者の派遣により

日本に進出するフィリピン人のますますの増加が見込まれる中、今後日比

相互間の法的扶助の需要はますます高まるであろう。 
 

第７ 小括 
  以上、法律問題とその対応を整理した通り、企業の活動と比して、在留邦

人が通常直面する法律問題は、大きな問題となったり、裁判に発展すること

が少ない傾向にあるため、在留邦人（特に企業駐在員をはじめとする長期滞

在者や永住者）に対する事前の基本的知識や注意事項の普及や、いざという

時の相談窓口を設置することで、通常想定される問題の大半は対処可能であ

ると思われる。 
  一方で、日系企業は多様な問題に直面している。フィリピンに進出するに

当たっては、まず外資規制に対応しなければならず、実際に業務が稼働し始

めた後にも、常に法律問題に対処しなければならない。調査を通じて、日系

企業の関心事項のうち圧倒的な比重を占めていたのが、労務問題である。非

常に労働者保護色の強い労働法制であり、かつ裁判に持ち込まれた場合、企

業側の主張に少しでも疑義が残る場合には労働者寄りの判決となりやすく、

かつその判決にも数年～十数年かかり得る（その結果として企業側が敗訴し

た場合、その間の未払賃金及びその利息を全て支払う義務が生じる）ことか

ら、大きな懸念事項となっている。企業を対象としたアンケートにおいても、

労務問題に関して日比の法制を比較しながらの説明や、日本語によるサポー

トを求める声が多く寄せられた。 
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日系企業・在留邦人ともに、必ずしも遵法意識が高くないという点は、課題

であると考える。上述のように「どうせばれない」「周りもやっている」「い

ざとなれば賄賂でなんとかなる」といった理由で法の規定を正確に調べようと

しない、知っていてもコスト削減のために遵守しない例が散見された。もっと

もそのような意識が生まれる背景として、現に多くの者がそのように処理して

きたという現実があり、裁判が非常に長期に亘るため裁判による解決が現実的

ではない場合が多々あることについては、法的支援を実施する上で留意が必要

であると考えられる。 
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第３章 法律問題への対応策の実践に当たり、日本の法曹有資格者が現地で提供で

きる法的支援の在り方及びニーズのボリューム 
 

第１ はじめに 
第１章及び第２章において、法令の規定や運用、日系企業や在留邦人が現に

直面している法律問題を具体的に整理した。本章では、支援に当たる日本の法

曹有資格者の視点から、当地で支援を実施する際の制約や、法的支援の在り方

やそのボリュームについて、昨年度に引き続き実施した試行の結果を踏まえて

記述する。 
 
第２ 当地の外弁規制 

昨年の報告書に述べた通り、1987 年憲法上、法で定める場合を除き、全ての

専門職はフィリピン国民に留保され、法律実務に関しては、法律上も、上記憲

法規定の例外は定められておらず、裁判所規則 135第 138 条第 2 項は、フィリピ

ン国民であることを弁護士登録の要件としている。上記によりフィリピン法弁

護士資格には国籍制限がある。 
一方、外国法弁護士による外国法弁護士活動を明確に禁じる法律は存在しな

い。そんな中、約 3 年前から、外国法弁護士の活動を容認するための制度整備

が進められていることが確認できた。以下では、当該制度に関する規則の準備

状況に詳しい弁護士及び最高裁判所からのヒアリング内容並びに規則のドラフ

トに基づき、外国法弁護士の活動容認に関する議論の内容及び現状等について

報告する。 
 

１．外国法弁護士の活動整備のための制度概要 
約 3 年前、フィリピン統一弁護士会会長及び最高裁判所の委員会からの要

請を受け、某大手法律事務所の弁護士が、外国法弁護士がフィリピンで活動

を行うための規則「外国法コンサルタント及び外国法コンサルタント事務所

に対する限定的許認可に関する規則」136（以下「外国法コンサルタント規則」

という。）に関するドラフトの作成を開始した。その背景には、アセアン統

合の動き及びアジア法学会 137から要望の声が高まっていたことがあげられる。 
 

 外国法コンサルタント規則ドラフト 138の概要は以下の通りである。 
 

• フィリピン法弁護士資格を有さず、フィリピン以外の地の法実務を行

う資格を有し、登録要件を満たす者（以下「外国法コンサルタント」

という。）及び外国法コンサルタント事務所は、フィリピン法に関す

る法律実務を行うことはできない。 
                                                           
135 Rules of Court 
136 “Rules on Limited Licensing or Admission of Foreign Legal Consultants and Foreign Legal 
Consultancy Firms” 
137 Asian Law Association 
138 規則ドラフトを別紙に添付する。 
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• フィリピン法弁護士活動は、引き続きフィリピン人弁護士にのみ限定

される。 
• 外国法コンサルタント及び外国法コンサルタント事務所は、当該法律

サービスは、自国の法律、第三国の法律、国際公法及びクロスボーダ

ー案件に関して法律実務を行うことができる。 
 

本制度は、特定の一国の外弁制度に倣ったものではなく、各国の制度を検

討の上、シンガポール及びアメリカの制度をベースとして、フィリピンに適

すると思われる制度を取捨選択した形をとる。例えば、アメリカでは、ある

州の弁護士が他州で業務を行うには、当該州の資格を有する弁護士と組まな

いといけないという制度になっている点は参考とされた。オーストラリアや

日本の制度等も検討された。 
 

２．議論の経過及び現状 
2016 年 11 月 1 日現在、外国法コンサルタント規則は依然としてドラフト

段階のままであり、施行に至っていない。 
 
約 3 年前に作成されたドラフトは、当初は短期間で承認されるものと見込

まれていた。しかし、ドラフトはその作成後、6 つの法律事務所及び個人の弁

護士らから意見を聞くことを求められ、その上で最高裁判所に提出するとい

うプロセスを経た。その後、フィリピン統一弁護士会がダバオで開催した会

議で規則ドラフトに関するプレゼンテーション及び弁護士からの意見を聴取

し、再度最高裁判所にドラフトを提出した。ドラフトは意見を受けて数回修

正され、最近では最高裁判所の会議においてもドラフトに対して特段のコメ

ントはない状況である。 
現在は、外国法弁護士による活動を容認する外国法コンサルタント規則に

対して反対の意見は特段見られないが、当初は、実務を行う弁護士からの反

対の声が上がっていた。フィリピン法弁護士らが、外国法弁護士に対して間

口を開放することにより、仕事を奪われると感じていたためである。しかし、

上記ダバオ会議により制度説明が行われ、外国法コンサルタント規則により

仕事に影響を生ずる可能性があるのは、マカティ市やマニラ市等中心地に存

しクロスボーダー案件を行う弁護士及び法律事務所に限られることが周知さ

れた。具体的には、フィリピン国内案件を扱う弁護士の関心は、主にフィリ

ピン法案件及び公証にあるところ、これらは外国法弁護士には認められない

活動であることが明確になった。これにより、フィリピン法弁護士からの反

対の声は収まった。 
 

３．今後の見通し 
前述の通りまだ確定した議論ではないが、現在の見込みとしては、外国法

コンサルタント規則は当初はアセアン諸国のみを対象とする可能性が高い。 
外国法コンサルタント規則の成立及び施行時期の見通しはつかない。規則

のドラフトから施行に至るまでの手続内容及び所要期間はその時々で異なる

ためである。外国法コンサルタント規則に詳しい弁護士によると、例えば、

ADR に関する規則は、ドラフト段階で約 2 年間を要したが、最高裁にドラフ
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トを提出した後、当該規則は、最高裁判所において弁護士及び裁判官による

協議を経て 1 年以内という比較的短い期間で承認された。一方、民事手続き

に関する規則改正に関しては、改正規則ドラフトを最高裁判所に提出し、裁

判所がフィリピン各地からの意見を募った後、会議が開催されて、現在はフ

ィリピン 4 か所において試験運用が行われているものの、規則の承認には至

っていない。また、長期を要する例としては、証拠に関する規則は、現時点

でドラフト作成から 6 年間が経過しているが、いまだに承認されていない。 
なお、フィリピンは 6 年毎に大統領選挙が行われ、再選禁止のため、6 年毎

に政治及び経済の制度が変更するリスクがあるものの、本件に関しては、こ

れまでも今後も大統領選挙による影響は特にないと予想される。弁護士資格

や法律実務の認定等に関しては最高裁判所が管轄権を有する 139ためである。 
 

４．参考 
外国法コンサルタント規則に詳しい弁護士によると、当規則がない現状に

おいて、外国法の弁護士がフィリピンにおいて外国法実務を行うことは認め

られない。 
現在、アメリカの法律事務所 A によるフィリピン国内におけるアメリカ法

実務活動及びそれに関する広告を出したことについて、最高裁判所に訴訟が

係属している。 
これは、外国に移住したいと考えているフィリピン人に対して、同事務所

が、その法律サービスをインターネット、主要紙やフィリピンのテレビ番組

において広告宣伝したものであり、ここでは、マニラ事務所の住所や電話番

号が明示されている。中には、初回の相談料が 200 米ドルで、主要なクレジ

ットカードで支払可能であるとすら記載しているものもあった。当該アメリ

カの法律事務所 A はフィリピンでは法律業務を行えないのものとして、現在

争われている。なお、フィリピンでは、弁護士資格に関連する争いは最高裁

判所の管轄にあり、下級審の審理を経ずに最高裁に直接係属する。 
 

第３ 日本の法曹資格者の活動環境 
上記の通り、現状では、外国法かフィリピン法かを問わず、外国人は弁護

士活動を行うことができない。そのため、日本の弁護士の活動環境は限定さ

れている。その一方で、当職をはじめ、フィリピンで活動する日本法弁護士

の存在が認められる。これまでに比べ、本年度は日本の法曹有資格者による

活動が活発である。フィリピンで活動する日本の弁護士の人数の増加に伴い、

フィリピン法に関する日本語セミナーの回数も増加した。 
  

                                                           
139 1987 年憲法第 8 条第 5 項第 5 号 
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１．フィリピンで活動する日本の弁護士の人数 
フィリピンの法律事務所で活動をする弁護士は、2016 年 11 月時点で 5 名

である。 
当職が 2013 年 9 月に活動を初めて以来、常駐の日本人弁護士が 1 名のみと

いう状況が続いていたが、2016 年 6 月より、弁護士が 1 名ローカルの法律事

務所に現地採用されたことにより、フィリピンの法律事務所に常駐する日本

法弁護士は 2 名となった。 
他には、提携先のフィリピンのローカル法律事務所にジャパンデスクを置

き日本とフィリピンを往復して活動する日本法弁護士が 1 名、ローカルの法

律事務所で短期間の研修中の弁護士が 1 名である。また、2016 年 10 月から

は、大手法律事務所も駐在員をフィリピンに派遣することとなった。 
これらにより、当地における日本法弁護士の認知度が高まることが予想さ

れる。これまではフィリピンにおける日本法弁護士の認知度向上に努めてき

たが、今後はより利用しやすいサービスの提供という段階に移行するだろう。 
一方、フィリピンには、法律事務所に所属しない弁護士の存在も認められ

る。以下は、2012 年から現在までの、フィリピンに滞在又は活動する日本法

弁護士の一覧である。フィリピンの日本法弁護士には様々な滞在目的及び活

動内容を有することが分かる。中には、フィリピン滞在期間が終了してもな

おフィリピンの可能性及び魅力を感じてフィリピンに残る弁護士も存する。 
 滞在時期 滞在目的 フィリピンの事務所 
弁護士 A 2011～2013.8 配偶者の駐在帯同 該当なし 
弁護士 B（１） 2012.12～

2013.9 
配偶者の駐在帯同 該当なし 

弁護士未登録

者 140 
2013.8～2016.8 大使館 該当なし 

弁護士 B（２） 2013.9～ 現地採用 中規模事務所 
弁護士 C 2014.2～5 研修 大規模事務所 
弁護士 D 2014.11～

2015.2 
研修 141 小規模事務所 

弁護士 E 2015.1～ 提携先ジャパンデス

ク担当 
中規模事務所 

弁護士 F 2015.6～2016.6 国際機関 142研修 該当なし 
弁護士 G 2015.4-8 留学後研修 大規模事務所 
弁護士 H 2015.3-5 留学後研修 大規模事務所 
弁護士 I（１） 2015.8～2016.7 大学院留学 ― 

                                                           
140 司法試験合格及び司法修習を経たが、官庁に所属し弁護士活動は行っていない。 
141 

一般財団法人海外産業人材育成協会(HIDA) の研修。 
142 IOM (International Organization for Migration) 
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弁護士 J（１） 2015.7～2016.9 配偶者駐在帯同 ― 
弁護士 K（１） 2015.11～

2016.2 
研修 143 大規模事務所 

弁護士 K（２） 2016.6～現在 現地採用 中規模事務所 
弁護士 L 2016.6～8 研修 大規模事務所 
弁護士 J（２） 2016.9～現在 研修 中規模事務所 
弁護士 M 2016.9～現在 駐在（大使館出向） 該当なし 
弁護士 I（２） 2016.10～現在 駐在（研修生） 大規模事務所 
 

２．日本の弁護士の活動形態 
フィリピンで長期的に活動する又は活動する見込みのある日本の弁護士の

活動形態は以下の通りである。 
（１）現地採用 

フィリピンにおける日本法弁護士の活動はまだ開拓段階にあり、フィリ

ピンに常駐する日本法弁護士の存在は日系企業及び在留邦人に対する大き

な支援となりうる。また、フィリピンのローカル法律事務所での現地採用

は、弁護士過多による就職難を踏まえた弁護士の活動領域の拡大のための

一つの選択肢になるという側面もある。しかし、当然ながら誰にでも務ま

る業務ではなく、英語力はもちろんのこと、フィリピン人及びフィリピン

文化に対する理解が必要である。また、現地採用ならではの金銭的な問題

もある。 
現在フィリピンのローカル事務所に現地採用で就労する日本法弁護士に

対して、売り上げ目標は設定されていない。一方、フィリピン人弁護士レ

ベルでの収入となり、日本の弁護士収入には遠く及ばない。ただし、顧客

紹介による紹介ボーナスがあるため、顧客数によっては生活レベルの改善

が見込まれる。他のアセアン諸国と比べ、フィリピンは日本法弁護士の進

出が進んでいないため、新規進出の日本法弁護士であっても、日系企業顧

客拡大の余地は大きい。 
なお、現法規制上では、外国法弁護士活動であっても認められないため、

フィリピンで日本法案件を受任することができない点は注意が必要である。 
現地採用者にとって関心が高いのは、生活コストである。収入が低くと

も、貧富の格差が大きく治安も悪いフィリピンにおいては、安全な住居及

び交通手段を確保することは必須であり、そのためのコストは削るべきで

はない。 
参考までに、マニラ首都圏で最も商業が盛んなマカティ市中心地の比較

的安全な住居で日本人が 1 人暮らしをする場合、1 か月あたりの家賃は安

くても 5～6 万円程度であり、電気代は日本より高額である。また、タク

                                                           
143 一般財団法人海外産業人材育成協会(HIDA) の研修。 

平成２８年度調査研究

http://www.hidajapan.or.jp/


76 
 

シー移動を禁じる日系企業も多くみられるところ、個人でドライバーを雇

う場合、1 か月 4～5 万円程度のコストがかかる 144。低賃金、低コストと

思われがちなフィリピンであるが、安全をより確実なものとするためには、

その生活費は日本以上になるといっても過言ではない。 
また、医療費も重要である。法律事務所によっては福利厚生に一定の医

療費をカバーする民間の健康保険が含まれるが、あくまで任意の福利厚生

であり、その対応は法律事務所によって異なる。 
マーケティング及び情報収集のために、商工会議所等の活動を行いたい

と考えた場合、ここでもコストがかかる。いずれも日本の弁護士の収入基

準から見れば少額であろうが、フィリピン基準の収入の場合これらは重く

のしかかる。参考に、商工会議所及び日本人会の会費は以下の通りである。 
 入会金 年会費 
フィリピン日本人商工

会議所（正会員） 
1 か月分の会費 145と同

額（1,800 ペソ～

12,600 ペソ） 

21,600 ペソ～151,200
ペソ 146 

フィリピン日本人商工

会議所（個人会

員 147） 

1,800 ペソ 21,600 ペソ 

セブ日本人商工会議所

（正会員） 
20,000 ペソ 12,000 ペソ 

セブ日本人商工会議所

（賛助会員） 
10,000 ペソ 6,000 ペソ 

ミンダナオ日本人商工

会議所（企業正会員） 
4,500 ペソ 18,000 ペソ 

ミンダナオ日本人商工

会議所（個人正会員） 
2,250 ペソ 9,000 ペソ 

ミンダナオ日本人商工

会議所（賛助会員） 
1,500 ペソ 6,000 ペソ 

マニラ日本人会 1,500 ペソ 6,000 ペソ 
セブ日本人会（個人会

員） 
600 ペソ 3,600 ペソ 

 
①リソースの乏しさ： 

また、現地採用弁護士の直面する困難の一つに、リソースのなさが

挙げられる。日本企業に所属しながらの活動、すなわち駐在や出張ベ

                                                           
144 日系企業の現地採用者の給料は日本円換算で約 17 万円～約 21 万円である。 
145 1,800 ペソ～12,600 ペソであり日本人駐在員の人数により異なる。 
146 金額は日本人駐在員の人数により異なる。 
147 日系企業に属していない日本人 

平成２８年度調査研究



77 
 

ースであれば、日本語対応において、日本の法律事務所のサポートを

得られる可能性がある。フィリピンは英語圏であるがゆえに通訳を有

さない日系企業が他のアセアン諸国よりも多く、そのため、契約書の

翻訳や内容解説を求める企業が一定数見られる。翻訳業も一つのビジ

ネス拡大の途ではあるが、現地採用弁護士が法律事務所に 1 名しか在

籍しない中、キャパシティの問題が生じうる。 
②マーケティングに対する理解及び協力： 

当職のヒアリング結果によると、フィリピンの弁護士は、日本の弁

護士に比べてマーケティングに対する理解及び協力を得にくい状況に

ある。あるコーポレート分野の弁護士は、「既存の顧客を相手に作業

をする分には実働時間に応じてチャージされる一方、これから顧客に

なるかわからない企業に対してマーケティングを行うことは、既存顧

客に対して請求できるはずの時間を失うことを意味する。したがって、

契約前の顧客に対しては一切のアドバイスを提供しない」と語る。こ

こまで極端な例でなくとも、日本法弁護士が在籍しておきながら、日

系企業案件の会議に出席させなかったりマーケティング方針について

の会議を設けずに放置したりと、日本法弁護士が在籍することを最大

限生かして顧客獲得につなげようとする意識が薄いように見受けられ

る。日系企業を顧客に持ちたいと考えるフィリピン法弁護士が多くい

る一方で、日本法弁護士を具体的にどのように活用するのかについて

方針を持たないフィリピン法弁護士又は法律事務所が少なからず存在

する。 
③ フィーコントロール： 

中には、日本人的な発想からマーケティング戦略上多少ディスカウ

ントしてでも取るべき案件と判断される案件もあるところ、一従業員

に過ぎない現地採用者には報酬金額について決定権限がなく、上記の

マーケティングに対する感覚の違いからも、重要案件であっても費用

のディスカウントに応じることができない例がある。 
 

（２）駐在 
当職の認識する限り、日本法弁護士の駐在は 2016 年 10 月まで皆無で

あったが、ようやく日本の大手法律事務所がフィリピン大手法律事務所と

提携し、日本法弁護士を派遣させることとなった。 
これまでも日本の法律事務所が研修目的でフィリピンに弁護士を送り、

併せて日本の法律事務所の協力の下セミナーを行い、日系企業に日本語で

フィリピン法に関する情報を発信してきた。短期の研修と異なり、日本の

法律事務所からの駐在員がフィリピンに常駐することで、これまで以上に

日系企業を対象としたセミナーや法改正情報の発信等が期待される。 
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また、駐在であれば、上記のような現地採用者が抱える生活コストの問

題は基本的には生じない。必ずしも売り上げ目標は設定されないが、他の

アセアン諸国において、高いコストを支払って進出することに葛藤を感じ

る日系法律事務所がしばしばみられるよう、フィリピンにおいてもコスト

及び売り上げをどう捉えるかが重要となる。特に、日本法弁護士がフィリ

ピン法弁護士活動も日本法弁護士活動を行えず、かつ、法律事務所に日本

資本をはじめとする外国資本を一切入れることができないという状況で、

取りうる手段は、ローカルの法律事務所と提携し、そこに日本法弁護士の

席を設けるという形である。フィリピンに日本法弁護士が存在することに

より日本側で受任できる案件は増えるであろうが、フィリピン側の作業は、

フィリピン資本のローカル法律事務所の売り上げとなる。フィリピンへの

大規模投資が落ち着いたといわれる今、そこにビジネスとしての可能性を

見いだせるのかどうか、ドゥテルテ政権の帰趨と相まって注目すべき点で

ある。 
駐在員となる日本法弁護士の立場から見ると、近年アセアン諸国に派遣

される駐在員弁護士は、当該国限りの中途採用という傾向が出始めている。

今回フィリピンに派遣された駐在員弁護士も、フィリピン採用といわれる。

おそらく今後も大手事務所によるフィリピン限定採用の駐在員弁護士が出

てくるだろうと想像する。しかし、派遣される側の弁護士としては、英語

が公用語であり発展中の国だからといって楽観的であるべきではなく、現

状フィリピンではフィリピン法又は外国法を問わず日本人弁護士には弁護

士活動が開放されておらず、フィリピンから日本に対しての投資がほとん

ど見られない中、当該国限りの中途採用弁護士が、フィリピンで経験を積

むことによって将来のキャリアにどのように活かせるのかについて、検討

課題となる。 
 

（３）出張ベース 
日本の法律事務所に所属しながら、フィリピンの提携先の法律事務所に

ジャパンデスクを設け、日本とフィリピンを往復しながら業務を行うとい

う選択肢もある。日本とフィリピンに半分ずつ拠点を置くことにより、日

本の案件を行うことができること、日本側でのフィリピン案件の対応が可

能なことがそのメリットとなる。実際、ある日本企業は、フィリピン進出

を検討した際、日本法弁護士が所属する法律事務所を複数検討し、日本法

弁護士が常駐する事務所の見積もりの方が低かったが、海外進出に不慣れ

な企業であり、日本側経営陣による意思決定や会議を必要とする場面が多

く見込まれたことから、フィリピン常駐の日本法弁護士より、日本とフィ

リピン半分ずつで活動する日本法弁護士の所属する法律事務所を依頼先と

して選択した。企業アンケート及びヒアリングによると、一見フィリピン

常駐の日本法弁護士の方が好まれるかのように見えるが、顧客の状況によ
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っては日比を往復する弁護士の方が利用しやすいということを示す一例で

ある。 
 

３．日本法弁護士の活動状況 
2016 年度、フィリピンにおいて、日本人弁護士がスピーカーとなった又は

その予定のセミナーの概要は以下の通りである。 
 
開催月 主催 参加者 テーマ 備考 
6 月 商工会議所 

 
約 70
名 

労務（整理解

雇） 
商工会議所会員向け無料

セミナー 
6 月 一流塾士会 

 
約 30
名 

労務（懲戒解

雇） 
日系企業向け無料フィリ

ピン経済セミナー 
7 月 ローカル会計事務所 約 50

名 
フィリピン法

の基本 
新規赴任者向けの会計及

び法律の基本セミナー。

当地常駐の日本人弁護士

が法律パートを担当。 
8 月 ローカル法律事務

所、ローカル会計事

務所 

  当地の会計事務所及び法

律事務所によるジョイン

トセミナー。法律パート

については、日本の法律

事務所から現地法律事務

所に短期研修中の弁護士

及び日本からの出張の弁

護士が対応。 
8 月 日系サービスオフィ

ス 
約 10
名 

労務（人材派

遣） 
当地常駐の日本人弁護士

による人材派遣規制セミ

ナー 
9 月 フィリピン商工会議

所 
約 110
名 

労務（人材派

遣） 
野村総合研究所による賃

金調査報告とジョイント

のセミナー。 
法律パートは、人材派遣

規制をテーマとし、当地

常駐の日本人弁護士が担

当 
9 月 
 

工業団地 約 50
名 

労務（人材派

遣） 
工業団地が毎月開催する

定例会議に合わせ、製造

業にとって特に関心の高

い人材派遣規制について 
のセミナーを実施。 
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当地常駐の日本人弁護士

が担当。 
10 月 工業団地 約 20

名 
労務（人材派

遣） 
工業団地が毎月開催する

定例会議に合わせ、製造

業にとって特に関心の高

い人材派遣規制について 
のセミナーを実施。 
当地常駐の日本人弁護士

が担当。 
11 月 銀行 未定 労務（人材派

遣） 
日本の銀行が開催するセ

ミナー。フィリピンに常

駐する日本の会計士及び

弁護士がスピーカーとな

りフィリピンに進出する

日系企業に対し日本語で

セミナーを行う。 
11 月 セブ商工会議所 未定 労務（人材派

遣、ENDO） 
フィリピンに常駐する日

本の弁護士が日本語で日

系企業の関心が高まる人

材派遣及び ENDO を中

心とした労務問題につい

てセミナーを行う。 
 

４．他の外国法弁護士の活動状況との比較 
日本法弁護士の活動環境はこれから拡大するであろうところ、フィリピン

の法律事務所における日本以外の国の弁護士の活動環境もまた整っていない

状況である 148。2012 年ごろに、オーストラリアからフィリピン統一弁護士会

に対し、オーストラリア法弁護士の活動に関してテクニカル・ワーキング・

グループを作って検討してほしいとの依頼が寄せられたが、未だ結論に至っ

ていない。大手 3 事務所その他中規模事務所の弁護士へのヒアリングによる

と、日本法弁護士以外の外国法弁護士は在籍していないとのことであり、大

規模事務所のウェブサイト調査によっても日本法弁護士以外の外国法弁護士

の在籍は確認できなかった 149。そもそも、日本の弁護士に比べ、以下の理由

から、法律事務所における他の外国法の弁護士の需要は低い。 

                                                           
148 ただし、アジア開発銀行には多数の外国法弁護士が在籍する。2016 年 8 月時点で 3 名の日本人弁

護士が在籍するがいずれもアメリカ法資格者でうち 2 名は帰国子女である。日本法弁護士は在籍して

いない。 
149 外国法弁護士制度が存しないため、仮に外国法の弁護士がフィリピンで活動していても公式に確

認することはできない。 
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（１）投資金額（ジェトロ世界貿易投資報告（2016 年度版）より） 

   下記に示す通り、日本は輸出入及び対内直接投資の全ての項目において

最上位を占めており、これは日本にとってのフィリピンの重要性のみなら

ず、フィリピンにとって日本が重要な経済パートナーであることを示して

いる。この事実は、フィリピン側にも日本企業に必要なサポートを積極的

に行うインセンティブがあることを示しており、サポートの中でも重要な

部分を占めるであろう法律問題に関する日本人専門家の支援についても、

他国に優先して受入れる素地があると言える。 
 

 ○主要貿易相手国（2015 年、FOB、シェア順） 
（輸入）中国、米国、日本、台湾、シンガポール 
（輸出）日本、米国、中国、香港、シンガポール 

 ○主要対内直接投資国（2015 年認可ベース、シェア順） 
オランダ、日本、韓国、米国、シンガポール 

 
（２）言語の問題                                                                 

対内直接投資上位 5 か国のうち、米国及びシンガポールは英語が母語

又は公用語であり、オランダは母語であるオランダ語が英語と同じゲルマ

ン系言語であるため英語を高度に習得した人材が多いと思われる。韓国は

TOEIC 平均点が 632 点（2013 年）であり、日本の 512 点と比べると 100
点以上高く、駐在員の英語力は相対的に高いと思われる（ちなみに中国は

716 点とさらに高い）。この結果、法的素養以前に、語学力の面でサポー

トの需要が高いと思われる。 
 
（３）文化的な違い 

実務的に見逃せない点として、日本の国民性がある。日本人は分からな

いこと、納得がいかないことがあっても、その場ですぐに聞かないことが

多い。（２）で述べた語学力の問題とも関連するが、例え不十分な語学力

であっても積極的に質問や意見を発信することを躊躇する傾向があるため、

特に専門的な知識が必要となる法律問題については、日本語でのサポート

を求める必要性が高いのではないかと思われる。 
また、ヒアリングでも複数のフィリピン人弁護士から指摘があったが、

他国と比べて日本人は自分達と違うものを受け入れることに抵抗を感じが

ちであり、特に（日本人が自国の方が進んでいると考えている）フィリピ

ン等に対しては、「日本ではこうだ」「相手が日本に合わせるべき」との

考え方に陥りやすく、現地に上手く適応できないばかりか、反感さえ買っ

てしまうこともある。諸外国と比べ、日本の常識はユニークであることが

多々あり、自国の常識に従って行動するだけではフィリピンの常識に反す
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ることになりうることから、現地の制度や実情をよく知り、フィリピン人

と円滑なコミュニケーションをとることが可能な専門家のサポートが有用

であると思われる。 
 

５．他国の日本法弁護士の活動状況との比較 
 現状、他のアセアン主要国と比較するとフィリピンの日本法弁護士の活動

は出遅れているように見受けられる。一方で、他のアセアン諸国と比べた場

合、フィリピンにおいて日本法弁護士のニーズが今後高まる要素が以下の通

り挙げられる。 
 
（１）言語 

英語が憲法に定められた公用語で、英語話者人口が（統計にもよるが）

世界 4 位とされている（フィリピンより上位は米国、インド、パキスタ

ン）。そもそも、憲法で定められた公用語はフィリピノ語（≒タガログ語）

及び英語であるが、タガログ語を母語とするのは人口の約四分の一とされ

ており、憲法をはじめとする法令等の行政文書やビジネス文書は全て英語

である。また、三大紙と呼ばれる主要新聞も全て英語である等、英語が官

民問わず作業言語として確立されている。英語が通じるというだけではな

く、当のフィリピン人にとっても英語が作業言語として用いられているこ

とは、他のアセアン諸国と比しても著しい特徴と言える点であり（シンガ

ポールは例外）、日本人弁護士がより活動しやすい環境であると言える。

これは、フィリピンに進出する日系企業、在留邦人としても情報取得、現

地でのコミュニケーションが比較的容易であることを意味する。言語面で

のサポートの必要性は他国に比べると下がるとも考えられるが、一方で英

語であれば何とかなるだろうと考えて、通訳や日本語に堪能な現地人を雇

用しない傾向があるため、アンケートにおいても、日本語でのサポート

（日本の本社への説明を求める意見も散見された）を求める意見が多く寄

せられた。 
 
（２）日本語学習者の少なさ 

フィリピンの英語話者人口が多いこととも関連して、日本との関係の強

い国で英語が公用語ではない国は日本語話者の人口が多いため、日本語に

よる対応が可能な現地スタッフの確保がより容易であると考えられる。そ

の証左として、アセアン諸国に対する日本の対外直接投資額は、シェア順

にシンガポール、タイ、インドネシア、マレーシア、フィリピン、ベトナ

ム（以上 6 か国で 96.4%を占める）であるが、旧英国植民地であり英語

が比較的通じるシンガポール、マレーシア及び旧米国植民地であり上述の

通り英語が公用語であるフィリピンは、タイ（植民地になった歴史が無

い）、インドネシア（旧オランダ植民地）及びベトナム（旧フランス植民
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地）の 3 か国と比べて日本語能力試験受験者数が顕著に少ない。さらに

人口比も考え合わせると、シンガポール、マレーシアと比べても日本語習

得に関するインセンティブは相当に低い現状にあると考えられる。 
 

日本語能力試験受験者数比較 150

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

                                                           
150 2015 年第 1 回（7 月）日本語能力試験データ（国際交流基金ウェブサイト参照

http://www.jlpt.jp/statistics/pdf/2015_1_3.pdf） 
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日本語検定受験者数 151と人口の対比 

 
 

駐在員を送り出す日本側も、フィリピンに行った駐在員が英語を習得す

ることを期待している傾向にあり、そういった企業はフィリピン人スタッ

フとも英語でコミュニケーションをとることを積極的に求めるため、現地

スタッフも日本語が出来るようにならない。このことは、フィリピン人側

から見ると、日本語を習得しても日本企業へのより良い就職の機会が増す

わけではないことから、そもそも日本語を学習するメリットがないという

判断につながり得る。その傾向が上述のような日本語能力試験受験者数の

少なさに表れていると思われる。 
その他社会文化的な要因として、フィリピン人にとっては、高度な英語

を使いこなすことは、高等教育を受け、高い知的水準を有する証明のよう

なものであり、英語が出来ること自体に高い誇りを持っている。そのため、

英語以外の言語を習得しようとしない傾向にあるもと言われている。 
 かつて日本企業の現地法人に努めたフィリピン人の中には、日本が好

きで日本語を勉強してその会社に入ったが、いざ入ってみると「駐在員の

英語上達のために、現地職員の日本語の使用を禁止する」との指示があっ

たため、せっかく勉強した日本語を使う機会が無く、忘れてしまったとい

う経験があったと述べた人もいた。上述の各種事情も勘案すると、同様の

傾向が進出企業全般に多少なりとも存在すると推察される。 
 
（３）法的素養 

                                                           
151 2015 年第 1 回（7 月）日本語能力試験データ（国際交流基金ウェブサイト参照

http://www.jlpt.jp/statistics/pdf/2015_1_3.pdf） 
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フィリピンに進出する日系企業は製造業が多い。製造業の日系企業に派

遣される駐在員は品質管理等を担当する技術者となりがちである。また、

サービス業において派遣される駐在員は主に営業担当者の傾向にある。そ

のため、フィリピンに派遣される人間には法的バックグラウンドがある者

がほとんどいない。例えば、シンガポールは、商社の法務部から弁護士の

シンガポール駐在がありうるのに対し、フィリピンの日系企業には法務部

すらないことが多々ある。営業、技術畑の担当者のみでは、法律について

の対応が難しい。契約書を読むのに苦労するだけでなく、物事を進めるに

あたって法的な枠組みをまず考える、という発想に欠けがちである。 
アセアン主要国進出日系企業の業種は以下の通りである 152。以下のグ

ラフによると、シンガポールを除く他のアセアン主要国も似たような状況

であることが分かる。しかし、他のアセアン主要国には日系大手事務所を

中心とした日本法弁護士の進出が進んでいるのに対し、フィリピンの日本

法弁護士はまだ少なく、日系企業担当者の法的素養の欠如をカバーするに

は十分とは言えない。 
 

 

                                                           
152 海外在留邦人数調査統計平成 28 年度要約版（外務省領事局政策課）参照 
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６．現地法曹有資格者の活動環境 
参考として、フィリピンの法曹有資格者の活動環境を紹介する。 
フィリピンでは、弁護士となるためには、大学卒業後、4 年間のロースクー

ルを卒業し司法試験に合格の上弁護士登録をしなければならない。また、学

業成績のみでは足りず、弁護士登録のためには以下の要件を満たす必要があ

る。 
①フィリピン国民 
②年齢が 21 歳以上の者 
③道徳的人格者 
④フィリピン居住者 

0 0 0 

41
 

25
9 

4 

30
 51

 

11
7 

44
 

15
 

3 12
 

6 8 4 

79
 

15
1 

9 2 

28
1 

シンガポール  

5 1 9 

75
 

71
4 

5 23
 54

 

25
8 

30
 

10
 

16
 

27
 

15
 

9 3 9 

10
7 

0 9 4 

マレーシア 

平成２８年度調査研究



88 
 

⑤道徳的人格者である証拠の最高裁判所への提出 
⑥不道徳な行為について、フィリピンの裁判所に提訴され又は審理中でな

いこと 
さらに、弁護士として活動を行うにあたっては、日常的に健全な財務状態

であることも求められる。 
司法試験は試験科目を 8 科目として毎年 1 回実施される。2016 年は 11 月

の日曜日に 4 週間かけて行われた。合格率は概ね 20%～30％で推移しており、

司法試験上位合格者はテレビ、新聞、インターネット上で大々的に取り上げ

られる。 
 

 
 
日本のような司法修習制度はなく、弁護士は司法試験合格後すぐに弁護士

登録をし、弁護士活動を行うことができる。司法試験実施から合格発表まで

数か月間の期間を要するため、大手法律事務所を中心に、合格発表前の司法

試験受験者がリーガル・アシスタント等として勤務するという実態がある。

また、多くの弁護士が大統領府、最高裁判所、中央銀行、内国歳入庁、証券

取引委員会等の各種政府機関に所属しており、弁護士の活用の途が開けてい

る。中には弁護士が数十名～100 人以上所属する機関も存する。 
 
以下はフィリピンの大手及び中規模法律事務所の所属人数概数及び所在地で

ある。日本に比較すると規模は小さい傾向にある。また、大手事務所はマニ

ラ首都圏の中でも特に中心地であるマカティ市に集中することが分かる。次

に多いタギッグ市は開発の進む高級エリアであり、特にタギッグ市内ボニフ

ァシオ・グローバル・シティ内又はその近辺にも大手法律事務所が集まる。 
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事務所名 所属弁護士

数 
所在地 

Angara, Abello, Concepcion, 
Regala & Cruz 

約 150 名 タギッグ市ボニファシ

オ・グローバル・シテ

ィ、セブ、ダバオ 
Syrip, Salazar, Herlnandez & 
Gatmaitan 

約 140 名 マカティ市、セブ、ダ

バオ市、スービック 
Romulo, Mabanta, 
Buenaventura, Sayoc & de los 
Angeles 

約 90 名 マカティ市、セブ、香

港 

Cruz Marcelo & Tenefrancia 約 60 名 タギッグ市ボニファシ

オ・グローバル・シテ

ィ 
Picazo Buyco Tan Fider & 
Santos  

約 60 名 マカティ市 

Castillo Laman Tan Pantaleon 
& San Jose. 

約 50 名 マカティ市 

Quisumbing Torres 約 50 名 タギッグ市 
Siguion Reyna, Montecillo & 
Ongsiako 

約 50 名 マカティ市 

Villaraza &  Angangco 約 50 名 タギッグ市 
Puno & Puno 約 40 名 パシッグ市 
Puyat Jacinto & Santos 約 40 名 マカティ市 
Gatmaytan Yap Patacsil 
Gutierrez & Protacio 

約 30 名 マカティ市 

Fortun Narvasa & Salazar 約 30 名 マカティ市 
Quasha, Ancheta, Peña& 
Nolasco 

約 30 名 マカティ市 

 
フィリピン統一弁護士会は、①法律の専門家として守るべき規範の高度化、

②司法運営の改善、及び③弁護士会の公的責任のより効率的な遂行を使命と

し、1973 年に設立された公式団体であり、地域ごとの支部も設けられている。

弁護士会には全ての弁護士が加入しなければならないが、弁護士の資格を管

轄するのは最高裁判所である。1987 年憲法第 8 条第 5 項第 5 号は、憲法上の

権利の保護及び執行、全ての法廷における訴え及び手続、法律実務の認定、

弁護士会、恵まれない人への法的扶助については、最高裁判所が権限を有す

ると定める。最高裁判所に設けられたオフィス・オブ・バー・コンフィダン
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トが司法試験、弁護士の承認及び懲戒 153について管轄する。懲戒事由は警

告 154、注意 155、譴責 156、懲戒 157、資格停止 158、暫定的資格停止 159、資格

剝奪 160及び一部業務停止 161の各段階に分かれる。日本の継続研修に類似する

制度も存する。最高裁判所により、専門家倫理の維持及び法律実務基準の向

上を目的とした義務的継続教育が行われている。弁護士は 3 年毎に、指定科

目の最低 36 時間を履修しなければならない。ただし、義務的継続法務教育委

員会により承認された活動を行うことにより振り替えることも可能である。 
 
裁判官の資格要件は裁判所の種類によって異なる。最高裁判所及び控訴裁

判所の裁判官は①生まれながらのフィリピン人であり、②40 歳以上であり、

③15 年以上の下級審の裁判官又はフィリピン国内における法律実務経験を有

することが必要である。地方初級裁判所は①生まれながらのフィリピン人で

あり、②35 歳以上であり、③10 年以上法律実務経験又は弁護士資格を必須と

する公職についていたことが求められる。首都圏初級裁判所、ミュニシパル

都市初級裁判所、ミュニシパル巡回裁判所の裁判官は、①生まれながらのフ

ィリピン人であり、②30 歳以上であり、③5 年以上法律実務経験又は弁護士

資格を必須とする公職についていたことを資格要件とする。 
検察官の資格要件は、検察官の等級に応じて、それぞれ異なる裁判所の裁

判官の資格要件が準用される。 
 

第４ 日本法弁護士による法的支援の在り方及びニーズのボリューム 

 
１．日本の弁護士による法的支援の在り方 
（１）日本法弁護士の活動に対する規制 

当地の現行の規制上、日本人はフィリピン法又は日本法を問わず、フィ

リピンにおいて法律実務 162を行うことができない。最高裁判所判例上、

「法律実務」の内容は非常に広範にわたり、たとえ無償活動であっても法

律に関する助言は法律実務に該当し得る。また、外資法律事務所の設立は

認められていない。そのため、日本法弁護士単独による活動は認められず、

フィリピン法弁護士の協力が欠かせない。 
 

                                                           
153 最高裁判所、高等裁判所及び地方裁判所が懲戒処分についての権限を有する。ただし、資格剥奪

は最高裁判所のみが行うことができる。 
154 Warning 
155 Admonition 
156 Reprimand 
157 Censure 
158 Suspension 
159 Interim Suspension 
160 Disbarment 
161 Probation 
162 Practice of law 
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（２）日系企業・在留邦人アンケート及びヒアリング結果 
2016 年 9 月 2 日に商工会議所で実施したフィリピン法セミナー参加者

を対象としたアンケートにおいて、フィリピン法弁護士に期待すること及

び日本人弁護士にこそ期待する活動を問うたところ、寄せられた回答は以

下の通りである。フィリピン法弁護士に対する期待は、法律アドバイス、

サービスの質の向上が中心である一方、日本法弁護士に対する期待は日本

語対応及び情報発信が中心となった 163。 
 
また、日本企業及び日系企業のヒアリングを通じて、フィリピン法弁護

士と案件をともにしたことのある企業から、フィリピン法弁護士について

以下の感想が寄せられた。ネガティブな感想は、日本とフィリピンの文化

の違いや英語での意思疎通の難しさに基づくものが多いように見受けられ

る。具体的には、「時間を守らない」「対応がプロフェッショナルではな

い」「プライドが高いが、必ずしも仕事内容に満足できない」等、弁護士

特有のものではなく、日本ならば社会人として当然に要求される姿勢や水

準に達していないことに対する不満が多く寄せられた。一方でポジティブ

な意見としては、「英語が非常に上手」「英語が出来ればこちらの意図を

理解してもえる」「弁護士によっては政治家とのコネが強く、そのような

弁護士を活用することが重要」等の意見が寄せられており、やはり日本人

側の英語力がネックとなっていることが伺われる。 
 

〈フィリピン法律事務所案件での感想〉 
（ネガティブなもの） 

• 時間の感覚が日本のビジネスマンと違いすぎる。 
• 事前に合意した事項以外のことは（別途契約しない限り）一切見な

いというスタンスなのでやりにくい。 
• プライドが高いのか、多少のことでは誤らないので、お客さんとの

間に立つコンサルの立場としては調整に骨を折る。 
• 思考が浅い。常に次のステップを考えてほしいのだが、目の前のこ

とにのみ取り組む人が多いように感じる。 
• 日本人のように精緻な仕事をしないものの、フィリピンの弁護士費

用は決して安くない。 
• 対応がプロフェッショナルではないと感じる。 
• 都合の悪い質問が来ると急に返事が来なくなったり、対応が著しく

遅くなる。 
• 最初に必要な事項やステップをまとめて教えてほしいのだが、あと

からあとから必要書類が追加される。所要期間も当初聞いていた通

りになかなか進まない。 
                                                           
163 別紙１「意識調査結果集」商工会議所セミナー後アンケート Q.5-4、Q.8 
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• 弁護士側の対応が予定通り進まない場合でも、弁護士側に悪びれる

そぶりすらない。 
• 他の東南アジア諸国に出ている日本の弁護士とも仕事をしているの

で、海外の弁護士の働き方はある程度知っているとは思っていたが、

フィリピンの日本人弁護士のおかれる環境はほかの東南アジア諸国

とは異なると感じた。フィリピン人弁護士の扱いにくさ、インター

ネットやコピー機、プリンター等の職場環境等からして、他の国の

弁護士よりも働きにくそうに映る。 
• 案件に深く入ろうとしないのか、自分たちの依頼事項のポイントは

どこにあるのかをなかなか理解してもらいにくい。 
• プライドが高い。フィリピンでは上流階級の一流の弁護士なのだろ

うが、必ずしも仕事内容に満足できない。こちらの話をきちんと聞

かずに押し切ろうとされることもある。 
• フィリピン人弁護士に会社の取締役を依頼していたが急に契約を打

ち切られたことがある。引継ぎとか、そういったこちら側の事情を

考えて、早めに連絡をしてほしい。 
• フィリピンの弁護士に限ったことではないが、ビジネスを理解して

くれる弁護士が少なく、むしろ弁護士のアドバイスはビジネスを止

める方向に働きやすいので、現場を進める側とすると足が遠のきや

すい存在である。 
 

（ポジティブなもの） 
• 思ったよりも意思疎通ができるし、きちんと仕事をしてくれている

と思う。 
• 明確に指示をすれば対応もぶれないし、フィリピン人の対応に文句

を言う人は英語力の問題を抱えているのではないか。 
• 優秀な弁護士はフィリピン人であっても優秀であるし、優秀でない

弁護士は日本人であっても優秀でないと思う。 
• 英語が非常に上手。こちら側の英語ができれば、緊密にコミュニケ

ーションをとって、こちらのリクエストをうまく理解してもらえる

ようになると思う。 
• フィリピンの弁護士の付き合い方、というより、フィリピン人の特

性を理解していれば、フィリピン人弁護士の対応もうまくできると

思う。英語ができない日本人が偉そうにしてフィリピン人弁護士の

不満を言うのを聞いたことがあるが、ある意味お門違いだと思う。 
• フィリピンの日系企業は、法務部出身者がほとんどいないので、そ

れがゆえに弁護士対応がうまくいかないことがあると思う。 
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• 弁護士によっては政治家とのつながりが深く、コネクションによっ

て物事が大きく左右されるフィリピンにおいては、そのような弁護

士を活用することが重要である。 
 

（３）会計事務所等の状況 
当地における日本の弁護士の活動はまだ日が浅く、その一方で、アクセ

スの良さ、費用面等の理由から日系企業の法律問題の一時的窓口として、

ジャパンデスクを有する会計事務所や日系のコンサルティング会社も活用

されている。会計事務所の活動の状況は日本の弁護士の今後の活動を考え

るうえでも参考になることから、会計事務所及び日系コンサルティング会

社による日系企業支援の状況を以下に紹介する。 
フィリピンの会計事務所やコンサルティングファームには、複数の日本

人を置く事務所も見られる。会計事務所の場合、タックス対応のためにフ

ィリピン法弁護士も在籍している事務所も存するが、その一方で、日本そ

の他外国の弁護士の在籍は確認できていない。 
 

Q. 日本人のフィリピンオフィス在籍数 164 

 
Q. 日本法弁護士資格者の人数を教えてください 165 

 
                                                           
164 別紙１「意識調査結果集」会計事務所アンケート Q.2 
165 別紙１「意識調査結果集」会計事務所アンケート Q.5  

1名 
25% 

2名 
0% 

3名 
25% 

4名 
50% 

0名 
100% 
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Q．フィリピン法弁護士資格者の人数 166 

 
 
Q. 外国法（日本・フィリピンを除く）弁護士資格者の人数 167 

 

 
会計事務所及びコンサルティング会社の顧客のうち日系企業が占める割

合は様々である。大手事務所は日系企業以外の顧客も有するため日系企業

の割合は低く、日系企業にフォーカスした会計事務所やコンサルティング

会社の日系企業顧客割合は非常に高い。 
 

Q 顧客のうち日系企業が占める割合 168 

 
                                                           
166 別紙１「意識調査結果集」会計事務所アンケート Q.6 
167 別紙１「意識調査結果集」会計事務所アンケート Q.7 
168 別紙１「意識調査結果集」会計事務所アンケート Q.8 

0名 
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20% 
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20% 

0名 
100% 

100% 
(20.0%) 

99% 
(20.0%) 

20% 
(20.0%) 

8% 
(20.0%) 

無回答 
(20.0%) 
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日本人を置く会計事務所又はコンサルティング会社であっても、全てを

日本人が対応するわけではない。メールや会議等コミュニケーションの部

分と実際の作業部分で分けて問うたところ、その割合は事務所により 5％
程度から 90％程度まで様々であった 169、170。共通項としては、日本語で

の成果物を提出することは少ない（5％～20％程度）という点であるが、

日本人が相当な時間をかけて日本語に翻訳する必要が生じることに伴うコ

スト面の問題でもある 171。日本企業の対応で困難を感じた経験を尋ねた

ところ、日本の会計事務所に対するのと同じ品質を要求されることや、現

地法人の担当者が英語が出来ない（そのため、全て日本人が窓口になって

フィリピン人弁護士や会計士との間をつながなくてはならない）という回

答が寄せられた。ここでもやはり、日本人の語学力がネックになっている

とが示された 172。 
 
（４）支援の在り方 

現行法において可能な活動は、訴訟等の弁護士としての本来的な活動で

はなく、法的素養と語学力を持ち、現地事情に通じたコーディネーターの

ような役割に限定されざるを得ない（勿論、法律事務所等における通常の

業務は別である）。フィリピン企業と日本の企業のコミュニケーションを

仲立ちし、日比双方の法制度や運用の実情を理解しつつ適切な助言を行う

というものであり、それは対日系企業でも対在留邦人でも同じである。特

に、日本企業は、必ずしもフィリピンの弁護士に満足していないことが調

査を通じて明らかになった。それは、文化の違いや働き方の違い、英語で

のコミュニケーションの困難さに起因するものであり、基礎的な法律知識

を持ち現地事情に精通した日本の法曹有資格者による支援が強く求められ

ていると言える。 
具体的な支援のための活動としては、まずは不特定多数の者を対象とし

たセミナーやコラムを通じた正確でタイムリーな情報発信が効果的である

と思われる。残念ながら、現状では、コラムは認知度及びその評価は必ず

しも高くない。その点については今後の課題である。 
 
 
 
 
 

                                                           
169 別紙１「意識調査結果集」会計事務所アンケート Q9 
170 別紙１「意識調査結果集」会計事務所アンケート Q10 
171 別紙１「意識調査結果集」会計事務所アンケート Q11 
172 別紙１「意識調査結果集」会計事務所アンケート Q12 
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 Q. フィリピンの日本人弁護士コラムの評価 173 

 
加えて、個社や個人の具体的な法律問題に対処するための無料相談等を

行うことも効果が高いと思われる。先述の通り、個別相談会については、

ビジネスとして成り立つかという問題があるので、政府による支援も含め

てどのように継続的かつ効果的に開催し、フォローしていくかは、今後の

課題である。 
 

２．支援のニーズのボリューム 
前述の通り、支援のための活動は限定される。しかし、ニーズは確実にあ

り、かつ今後増加していくことが予想される。限られた活動内容ではあるが、

ニーズを満たすために求められる支援活動の量は多いと見込まれる。理想的

には、特に日系企業はフィリピン法弁護士とのコミュニケーションが必要な

あらゆる場面において、日本の弁護士が支援することが出来れば、フィリピ

ンで活動する日系企業にとって力強い支援となることは間違いないと考えら

れる。 
一方で、在留邦人については、一般論として事前に周知・啓発すべき内容

を除けば、そもそも法律問題が生じる頻度自体が少なく、さほど大きな量と

なることはないのではないかと考えられる。 
日本語での相談を望む者が多い一方で、「弁護士」である必要はないと考

える者も一定程度存在する。限られた活動内容の中でいかに弁護士であるこ

との優位性を示し、弁護士とその他業種との区別化を打ち出すことができる

かも今後の課題となる。 
 
 
 
 

                                                           
173 別紙１「意識調査結果集」在留邦人アンケート Q.26 

非常に役に立つ 
18% 

まあまあ役に立つ 
23% 

あまり役に立たない 
5% 

全然役に立たない 
2% 

読んだことがない 
52% 
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Q. フィリピン法弁護士とのコミュニケーションのために日本語でのサポー

ト役として利用したいもの（複数回答可）174 
 

 
 

Q. 上記サポートは弁護士でなくてもよいか 175 

 
この点、弁護士としての法的素養及び経験に裏打ちされたわかりやすい説

明、論理的な説明により、通訳等法的バックグラウンドを有しないものとの

区別は可能である。それだけでなく、在留邦人のアンケート及びヒアリング

では、日本語サポートは弁護士でなくてもよいとの回答の前提には、当該サ

ポート役が信頼できる限りにおいて、という条件が付されていることが分か

った。残念ながらフィリピンでは日本語を話し、又は日本人であるからとい

って信頼できない者も存し、こういった者との間のトラブルも報告されてい

る。必ずしも弁護士資格は必要でないものの、日本法弁護士による支援にお

いては弁護士資格がその信頼の証としても活用され得る。 
 

 

                                                           
174 別紙１「意識調査結果集」在留邦人アンケート Q.22 
175 別紙１「意識調査結果集」在留邦人アンケート Q.22-2 
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第５ 支援策の試行 
 

１．日系企業支援策 
（１）実施した支援策の内容及びそのような試行方法を企画した理由 

各機関の協力のもと、日系企業を対象とするセミナーを実施した。 

昨年度、フィリピンに縁のある日本人弁護士 2 名及び当職の合計 3 名

で、「日本人弁護士によるフィリピン法セミナー」を行った。当セミナー

は、当職の認識する限り、フィリピン日本人商工会議所が開催するセミナ

ーの中で、初めての、日本法弁護士による日本語でのフィリピンセミナー

であり、参加日系企業からは非常に高い評価を受け、今後の同様のセミナ

ーを希望する声が多く上がった。そこで、本年度の支援策も、昨年の支援

策と同様、日系企業を対象としたセミナーを行うこととした。 
テーマは、労務問題の中でも、2016 年 7 月のドゥテルテ大統領就任に

より注目の高まった人材派遣規制を選択した。2015 年度のセミナーに際

して行った事前アンケート及び事後アンケートでは、解雇を中心とした労

務問題に関する要望が高かった。 
そこで、本年度も労務問題を含むセミナーを検討した。前記の通り、フ

ィリピン日本人商工会議所本年度は 8 月までの時点で日本人弁護士によ

るセミナーが複数行われ、いずれも解雇について扱ったため、解雇をテー

マとするセミナーの需要は従前よりも低いと思料した。その一方、ドゥテ

ルテ大統領就任により一気に注目の高まった人材派遣規制は、これまで日

本語のセミナーが行われたことがなく、基本的知識の欠如から日系企業の

多くが人材派遣規制に違反しているという実態が見られた。加えて、商工

会議所からも、人材派遣規制に対する日系企業の理解の欠如が法令違反を

引き起こしているため人材派遣規制をテーマとしたセミナーを行ってほし

いとの要望があった。そこで、テーマを人材派遣規制とすることとした。 
 

（２）実施対象期間及び対象となった数 
以下の通り、人材派遣規制セミナーは、各機関の協力のもと複数回開催

した。 
 

実施日 協力機関 参加者数 
2016 年 8 月 25 日 日系レンタルオフィス 約 10 名 
2016 年 9 月 2 日 フィリピン商工会議所 約 110 名 
2016 年 9 月 21 日 工業団地 約 50 名 
2016 年 10 月 19 日 工業団地日系企業グループ 約 20 名 
2016 年 11 月 21 日

（予定） 
銀行  
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上記の通り、複数の機関において、同一テーマについてセミナーを行う

こととなった。 
前述の通り、2016 年 7 月のドゥテルテ新大統領が就任して以降、違法

な雇用形態に対する政府の態度は厳しく、繰り返し Endo 及び違法な請負

の中止を呼びかけ、時には Endo 又は違法な請負の中止か会社閉鎖かを迫

るような言動も見られた。フィリピンに進出する日系企業の 1448 社中

662 社が製造業であるところ、大多数の日系企業が請負業者からワーカー

を調達している。フィリピン日本人商工会議所会員企業を対象に行ったア

ンケートでは、請負業者を利用せず、直接雇用の従業員のみしかいない日

系企業は 31.6％であった。 
 

Q. 全従業員のうち人材会社従業員の数 176 

 
  
一方、請負業者を活用する日系企業のうち、請負業者従業員が占める割

合は以下の通り様々である。 
 

  

                                                           
176 別紙１「意識調査結果集」商工会議所会員企業対象アンケート Q.9 
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Q. 派遣会社職員の占める割合 177 

 
請負にも適法な請負と違法な請負があり、上記結果は適法な請負も含め

ての数字であるが、大半が請負という回答も存した。これまで違法な請負

形態に対して労働雇用省が厳格な対応を示さず事実上違法な請負が常態化

していたため、自社が活用する請負が適法なのか違法なのかの判断をする

ことができない日系企業は情報収集に奔走した。その影響から、当職は、

フィリピン日本人商工会議所でのセミナー決定後又は実施後から、同テー

マでのセミナーの要望を頂戴し、複数の場所において人材派遣規制セミナ

ーを実施することとなった。 
 

（３）実施の状況及び結果 
 
実施日 協力機関 参加者数 
   
2016 年 8 月 25 日 日系レンタルオフィス 約 10 名 
2016 年 9 月 2 日 フィリピン商工会議所 約 110 名 
2016 年 9 月 21 日 日系工業団地 約 50 名 
2016 年 10 月 19 日 工業団地日系企業グループ 約 20 名 
2016 年 11 月 21 日

（予定） 
銀行 約 50 名 

 
① 2016 年 8 月 25 日 

商業の中心地であるマニラ首都圏マカティ市に位置する日系レンタル

オフィスで開催されたセミナーでスピーカーとして人材派遣規制につい

て説明した。約 1 時間のセミナーであった。 
小規模なセミナーであったことから、対話方式で人材派遣規制につい

ての説明を行った。上述の通り、当該規制について特に関心が高い日系

                                                           
177 別紙１「意識調査結果集」商工会議所会員企業対象アンケート Q.10 
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企業は製造業であるところ、本セミナー参加企業は当該レンタルオフィ

スの顧客が中心であり、新規進出企業やサービス業に従事する企業が大

半であった。そこで、問題の所在や具体的な事例等を基本的事項を中心

に質疑応答を通じて説明するという形をとった。また、日系企業を多数

抱える工業団地の日系企業担当者も参加していたことから、本問題に直

面する日系企業側の実情についても情報交換をすることができた。 
参加企業からの反応は好調であり、セミナー後アンケート 178では日系

企業の最近の問題意識を反映したテーマ選定に対する高い評価が寄せら

れた。 
 

② 2016 年 9 月 2 日 
マニラ首都圏マカティ市内ホテルにて、フィリピン日本人商工会議所

主催のセミナーを行った。その概要は以下の通りである。 
会  場： Makati Diamond Residences Legaspi 1 
日  時： ２０１６年９月２日（金）１４：３０～１７：００ 
使用言語： 日本語 
参加費用： 無料 
進  行（予定）： 
（１）開会挨拶                   （14:30～14:35） 

フィリピン日本人商工会議所副会頭 藤井 伸夫氏 
（２）２０１６年賃金及び労務調査結果報告について （14:35～15:35） 

野村総合研究所シンガポール マニラ支店 支店長 高岡真紀子氏 
－ 休 憩 －              （15:35～15:45） 

（３）人材派遣と労働法上の規制               （15:45～16:45）
Ｃ＆Ｇ法律事務所 弁護士 岡﨑友子 

（４）質疑応答                   （16:45～17:00） 
当日は約 110 名が参加し、当職の担当箇所に対しては質問が絶え

ず予定時間の 2 倍の 30 分間の質疑応答時間をとることとなった。

質問内容は基本的な法律及び施行規則の規定内容の理解の確認から

具体的状況における適法性の確認、今後の法改正の動向等幅広く及

んだ。 
本セミナー後に実施したアンケートの結果の一部を以下に紹介す

る。 
 

  

                                                           
178 別紙１「意識調査結果集」サービスオフィスセミナー後アンケート Q.1 
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Q. セミナーの評価 179 

 
概ね良い評価であったところ、その理由については「タイムリーな話題」

「一番知りたい内容」「関連する法律問題が現に生じている」としてテー

マ選択の妥当性に対する評価が高い一方で、より詳細な情報や実例を求め

る意見が複数あった 180。 
また、今後の動きにも関心があり、再度の開催を求める意見も寄せられ

た 181。今後日本語でのフィリピン法セミナーに出席したいかとの質問に

は、全員が「出席したい」と回答したが、フィリピン人が英語で行うセミ

ナーについては、出席したことがあるとの回答は 2 割弱しかなく、将来

出席したいかとの質問にも半数以上が「いいえ」と答えており、日本語に

よるセミナーの需要が高いことが示された。 
 

Q. 今後日本語でのフィリピン法セミナーに出席したいですか 182 

 
  

                                                           
179 別紙１「意識調査結果集」商工会議所セミナー後アンケート Q.1 
180 別紙１「意識調査結果集」商工会議所セミナー後アンケート Q.1-2 
181 別紙１「意識調査結果集」商工会議所セミナー後アンケート Q.1-3 
182 別紙１「意識調査結果集」商工会議所セミナー後アンケート Q.5 
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Q. フィリピン人弁護士が英語で実施する法律セミナーに出席したことはあります

か 183 

 
 

Q. 今後、フィリピン人弁護士が英語で実施する法律セミナーに出席したいですか 184 

 
③ ２０１６年９月２１日 
 日系工業団地 185の月次報告会において、前述の商工会議所セミナー

と同じ内容について、当該工業団地入居企業を対象にセミナーを実施

した。本調査における 支援策としては商工会議所セミナーのみを予

定していたが、工業団地日本人担当者より、商工会議所セミナー資料

の提供を依頼されたことがきっかけで、本セミナーを実施することと

なった。当該工業団地担当者によると、当該工業団地には商工会議所

非会員企業が多いところ、製造業を営む工業団地入居企業にとって人

材派遣規制には非常に関心が高いとのことであった。日系企業にとっ

て重要なテーマであることから、資料を配布するよりも直接説明し質

疑応答に対応することがより日系企業支援に資すると思料し、セミナ

ー直後の月次報告会にて同内容のセミナーを行うこととした。商工会

議所セミナーと同じ内容を説明する前提であったが、より充実した内

容とするため、事前の質問を募集した。 
 当日は約 50 社の日系企業が参加した。事前募集した質問事項は以下

の通りである。多数の質問が寄せられ、本テーマに対する関心の高さ

がうかがえる。 
                                                           
183 別紙１「意識調査結果集」商工会議所セミナー後アンケート Q.6 
184 別紙１「意識調査結果集」商工会議所セミナー後アンケート Q.7 
185 First Philippine Industrial Park 

はい 
(17.1%) 

いいえ 
(82.9%) 

はい 
(45.2%) 

いいえ 
(54.8%) 
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事前質問事項 

【請負：ご質問①】 
１．派遣社員ですが、例えば梱包箱の整理等は直接な生産活

動とみなされますか。 
２．みなされない場合１，２名でも派遣会社からの管理監督

者が必要なのか。 
３．ガードマン、運転手等も６ヶ月を超える場合は正社員に

しなければならいのか。 
４．年内には派遣社員の半数、来年 7 月には全員 正社員に

しなければならない、しない場合は PEZA 認可を取り上げる

と聞いていますが、本当でしょうか。 
５．この場合の、今年、来年に正社員にしなければならない

基準はなんでしょうか。 
６．１年以上が全員の場合、年内に全て正社員にしなければ

ならないのか。 
７．派遣社員だから、仕方なく使っていた場合でも正社員に

するには問題ありとした場合は正社員にしなくてもよいの

か。例えば欠勤が多い、作業態度が悪いとか。 
８．納品トラックを運転手込みで期間契約しています。運転

手は契約先の正社員ですが、この場合も正社員とする必要が

ありますか。 
 【請負：ご質問②】 

9/19 付けのまにら新聞、The Daily NNA で報道されている規

定改正案によると、『請負業者による従業員の正社員化及び

13 ヶ月給与、有休、社会保険料の負担』を盛り込むとなって

おります。すでに対応済みの請負業者を使用する限りにおい

ては、これまでと、なんら変わりは無いと考えてよいでしょ

うか？ 
もし、これまで以上に LOC に関するチェックが厳しくなると

した場合、具体的に最低限、どこまで整備を行ったらよい

か、アドバイスをいただきたい。 
【請負：ご質問③】 
1.  DO No. 18-A Section 6 (a)で労働力のみの請負になると規

定している内容 
①実質的な資本金を持っていない or 道具、設備、機械、作業

場に投資していない場合 
⇒実質的な資本金を保有し投資していればいかなる業種にお

いても派遣社員が認められる。 
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②発注者の事業運営に通常必要もしくは望ましい業務に従事

する場合 
⇒派遣社員は事業運営に関する業務（総務、人事等の間接部

門）には従事できない。 
 ガードマンやジャニター等事業運営に関連しない業務には

従事可能。 
③限定された期間、発注者の主事業に直接関連する作業従事

させる場合 
⇒限定された期間でなければ従事してもよい。 
添付いただいた日本語訳の解説はわかりやすかったのですが

、省令は英文で書かれているため英文の解釈も含め解説いた

だけるとより理解が深まります。 
英文では① and ② or ③となっているので①の状態で②は

NG、同様に①の状態で③も NG と解釈できます。 
そうすると①を満たしていれば②と③によらず全ての業務で

派遣社員を使用してもよいと解釈もできます。 
③に限って言えば限定された期間でなければ従事してもよい

と解釈できます。 
それとも① or ② or ③になっていて全ての条件をクリアして

いる業種しか派遣社員を使用できないのか。 
「正当な請負」と認められるためにはどうすればよいか、 
Section 4 Legitimate contracting or subcontracting と合わせて

ご解説いただけると助かります。 
 

当日は、商工会議所において実施したセミナーをもとに、上記事前

質問に全てに対する回答をセミナー資料に盛り込んで説明した。事前

に質問を募ったことにより、当日の質疑応答に対する質問は少数であ

ったが、セミナー後には多数の前で自社の状況につき話しにくい内容

の相談事項を有する日系企業から具体的状況について個別での相談を

受けた。 
 アンケート結果は以下の通りである。 
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Q. セミナーの評価 186 

 
こちらのセミナーにおいてもおおむね高評価であった。その理由と

しては先述のセミナーと同様の意見に加え、「英文での法は解読がし

にくく、分かり易く解説されていた」という指摘があった 187。 

また、実際の現場を見て法律的な観点からの良し悪しやアドバイス

を教えてほしい旨の意見があった 188。 

日本企業支援のための無料イベントして何を期待するかという質問

については、フィリピン法に関するセミナーという回答があり 189、テ

ーマとしては具体的に「会社法及び税制度」という意見があった 190。 

 
④  ２０１６年１０月１９日 
 商工会議所セミナー後に資料提供の問い合わせがあったのは上記③

の工業団地のみではない。同時期に、別の工業団地 191の日系企業グル

ープ（CJCA）192からも、資料を日系企業グループ間で共有したいと

の連絡を受けていた。上記③のセミナー依頼の経験から、CJCA に対

してもセミナーを実施することとした。事前に「CJCA の多くの会社

が既に DOLE による抜き打ち Audit を受け、派遣社員のレギュラー化

等につき報告書提出を求められている有り様ですので、Practical な質

問・問い合わせ等も予想されます」との連絡を受けていたこと、商工

会議所セミナー実施から 1 か月半が経過していることから最新情報及

び今後の予想を織り込んだ資料を作成し臨んだ。当初の予定では参加

者は 10 数名であったことから、参加者の質問を随時可能とし質問が出

る都度進行を止めて議論する対話式でセミナーを実施することとした。

また、上記③のセミナーと同様、事前の質問を募ったところ以下が集

まった。 
 

                                                           
186 別紙１「意識調査結果集」工業団地セミナー①後アンケート Q.1 
187 別紙１「意識調査結果集」工業団地セミナー①後アンケート Q.1-2 
188 別紙１「意識調査結果集」工業団地セミナー①後アンケート Q.2 
189 別紙１「意識調査結果集」工業団地セミナー①後アンケート Q.11 
190 別紙１「意識調査結果集」工業団地セミナー①後アンケート Q.12 
191 Carmelray Industrial Park 
192 Carmelray Japanase Copmanies Association (CJCA) 

非常に有益だった 
(27.3%) ある程度有益だった 

(63.6%) 

あまり有益でな
かった 
(9.1%) 

全然有益でなかった 
(0.0%) 
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事前質問事項 
①新大統領はいつから「既存の派遣に関する法律(DO18A)」を施行

しようとしているのか？  
②最新の、日本大使館、商工会議所の動き・対応とその結果は？  
③他の日系企業の対応は？  
④C&G 法律事務所の考え・アドバイスは？  
⑤DOLE より派遣社員の 50％を年内までに正社員化しなさい とい

う話がありますが これは Must ですか？  
⑥フィリピン全土で足並みをそろえてできる内容ですか？  
⑦守れない場合のペナルティーは？  
⑧また 来年以降の動きは？  
⑨日系企業各社は混乱し心配していると思うが、フィリピン経済界

には何の動きもないのか？  
 

 当日の参加者は 20 名であり、当初の予定より多くの参加となったこ

とに加え、参加者の積極的な参加により、質疑応答の絶えず活発な議

論を盛り込んだセミナーとなった。例えば、会社の具体的な状況や、

今後の改正の見通し、他の日系企業の動向、フィリピン企業の動向等

について議論が行われた。参加企業のセミナー後のアンケートでも、

本セミナーの満足度が高いことが分かる。 
 

Q. セミナーの評価 193 

 
 

 満足度が高い理由として、日本語であること、社内スタッフ以外か

ら情報が得られていなかったので有益であった等が挙げられていた 194。 
 
 
 
 

（４）上記（３）を踏まえた更なる改善 

                                                           
193 別紙１「意識調査結果集」工業団地セミナー②後アンケート Q.1 
194 別紙１「意識調査結果集」工業団地セミナー②後アンケート Q.1-2 

非常に有益であった 
75% 

ある程度有益であっ
た 

25% 

あまり有益でなかった 
0% 

全然有益でなかった 
0% 
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本年調査では、様々な規模で、様々な企業を対象にセミナーを開催する

ことができ、昨年の課題となった、支援策試行対象の拡大を実現すること

ができた。セミナー規模、参加企業及びセミナーテーマに応じて参加企業

の積極的な参加が得られるか否かが大きく異なるという印象を受けた。 
これらセミナーは、いずれもルソン島におけるセミナーの実施となった。

当初はルソン島内のみではなく、セブでもフィリピン日本人商工会議所及

びセブ日本人商工会議所の協力を得て同様のセミナーを開催する予定であ

った。しかし、商工会議所側の都合によりセブは別のスピーカーをあてる

こととなったため、セブでのセミナー開催は実現できずに終わった。 今

後の改善策としては、情報の集まりやすいマニラ首都圏やその他ルソン島

内のみではなく、セブやダバオ等その他日系企業の進出する地域において

も日系企業支援策を実施することが考えられる。 
 

２．在留邦人支援策 
（１）実施した試行方策の内容及び当該方策を企画した理由 

在留邦人を対象とした無料相談会を実施した。相談者は日本語で相談し、

日本法弁護士が相談者とフィリピン法弁護士のやり取りをサポートした。 
2015 年度に在留邦人を対象に実施したアンケートでは、「あったらよ

いと思う日本の弁護士によるサポート」として、①無料セミナー、②個別

相談会及び③法律コラムが上位 3 位を占めた。 
 

 
※2015 年実施フィリピン在留邦人対象アンケート結果より 

 
そこで、本年度の支援策として、①無料セミナー、②無料相談会、③フ

ィリピン法律コラムを検討した。フィリピンで活動する日本法弁護士とも

意見交換を行い、以下のメリット及びデメリットを比較考量した結果、フ

ィリピン法についての無料相談会のマイナス要素を全て払しょくすること

0 20 40 60 80

セミナー 

座談会 

個別相談会 

電話相談 

新聞やフリーペーパーのコラム 

メールマガジン 

その他 

Q. あったらよいと思う日本人弁護士によるサポート（複数回答可） 
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ができたことから、フィリピン法についての②無料相談会が適切であると

の結論に至った。 
 

 プラス要素 マイナス要素 
セミナー ・多数の在留邦人に還元でき

る。 
・セミナー後アンケート等に

より、対象者から支援策試行

に対するフィードバックを得

やすい。 

[フィリピン法セミナー] 
協力弁護士の負担を考えると、一

般の在留邦人を対象とするテーマ

の選定が困難 
 
・在留邦人一般が知りたいような

セミナーのテーマはビザである

が、しかしビザは昨年の企業向け

セミナーのテーマの１つとして既

に行っている）。 
・結婚や離婚というテーマはキャ

ッチーであるが、実際にはごく限

られた在留邦人にしか関係がな

く、大半の在留邦人にとってメリ

ットがない。 
・メイドやドライバーに関するト

ラブルを抱える在留邦人は見られ

るものの、法規制が不十分な分野

であり、かつ、法律と実務上の対

応にかい離があるため、セミナー

のテーマとすることが難しい。 
・交通事故をテーマとすることも

検討したものの、フィリピン在留

邦人の多くは歩いて移動しないの

で交通事故にあうこともほとんど

ない。 
 
[日本法セミナー] 
日本法セミナーは弁護士活動に該

当せず日本法弁護士単独で行える

との理解であるが、日本法に関し

ては需要がほとんどない。 
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無料相談会 ・相談会を利用する個々の相

談者の相談内容に応じて、幅

広く対応できる。 
・無料相談会後のアンケート

又はヒアリングにより、対象

者から支援策試行に対するフ

ィードバックを得やすい。 
・法律相談内容やその時のや

り取りを通じ、在留邦人が当

地で抱える法律問題の実態の

把握に資する。 

[フィリピン法] 
・法律相談は弁護士活動に当たる

ところ、弁護士活動はフィリピン

人にのみ留保され、有償無償を問

わず、外国人が行うことができな

い。そのため、日本法弁護士はフ

ィリピン法についての法律相談に

乗ることはできない。 
⇒ただし、フィリピン法弁護士と

相談者のやり取りのサポート役で

あれば、日本法弁護士による支援

が行える。 
 
・フィリピンで活動する日本法弁

護士が所属する法律事務所が扱う

案件は企業案件が多くを占める。

そこで、在留邦人対象の相談会に

対応できる人材が確保できるかと

いう問題がある。 
⇒3 法律事務所及び 3 名の日本法弁

護士より、在留邦人対象案件に対

応できる弁護士の選定及び協力を

得られる旨の回答を得られた。 
 
・対象となる在留邦人の人数が少

ない。 
⇒協力弁護士から、状況によって

は複数回の開催も可能との回答を

得られた。複数回の開催により、

対象在留邦人数を増加することが

可能となる。また、あくまで支援

策の試行であるので、人数の少な

さ自体は問題にならないと思料し

た。 
 
[日本法] 
・日本法に関する相談の需要がほ

とんど見込まれない。 
・弁護士活動はフィリピン人にの

平成２８年度調査研究



111 
 

み留保されるところ、外国法であ

っても、これに含まれると解釈さ

れ、日本法弁護士は日本法に関す

る法律相談を行うことができな

い。一方、フィリピン法弁護士は

あくまでフィリピン法の資格しか

なく、日本法についてアドバイス

を提供することができない。 
フィリピン法

コラム 
・多数の在留邦人に還元でき

る。 
・コラム発信は弁護士活動に

該当しないと考えられる。 

[フィリピン法] 
・既に、フィリピンで活動する日

本法弁護士が、新聞及びフリーペ

ーパーを通じて、フィリピン法コ

ラムを在留邦人向けに提供してお

り、新たな支援策となりにくい。 
・セミナーと同様、在留邦人一般

を対象とするテーマの選定が難し

い。一方的な発信のため、法律と

実務の乖離については触れずに対

応することも可能であるが、既存

コラムの中で、一般在留邦人の関

心が高そうであるビザ、メイド、

社会保険、銃弾事件等をテーマと

して扱っており、一般在留邦人に

還元できるテーマの選定が困難で

ある。 
[日本法] 
・フィリピンでの日本法情報につ

いての需要が小さい。 
・コラムを通じた日本法情報は、

インターネット等を通じてフィリ

ピンからも容易にアクセスでき

る。 
・不特定多数へのコラム発信の場

合、支援策実施後のフィードバッ

クの取得が困難である。 
 
フィリピン法弁護士及び日本法弁護士の協力を依頼した理由は、2015

年に在留邦人を対象として行ったアンケートでは、以下の通り、英語で弁

護士とコミュニケーションすることに「全く問題がない」と回答した在留
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邦人は 19％にとどまったことが挙げられる。「全くできない」、「かな

り難しい」、「完全ではないがコミュニケーションできる」と、英語での

コミュニケーションに問題を回答感じた在留邦人は 81％である。このこ

とから、フィリピン法について日本語でのサポートを必要とする在留邦人

が多いことがうかがえる。 
  
 

 
※2015 年実施フィリピン在留邦人対象アンケート結果より 

  
しかし、残念ながら、フィリピンでは、弁護士資格はフィリピン国籍者

にのみ留保されており、フィリピン法弁護士業務を行うことができる日本

人は存在しない。また、無料相談であっても法律相談は弁護士業務に該当

するため、日本法弁護士がこれを行うことはできない。そこで、法律相談

を行うにあたり、フィリピン法弁護士と相談者の間のやり取りを日本法弁

護士がサポートするという形をとることとした。 
 
 

（２）実施対象期間及び対象数 
相談会を 2 日程設け、相談時間 1 回 45 分、予約制、予約先着 7 名とし

た。 
 

 相談枠 利用数 
第 1 回相談会（2016 年 8 月 9 日） 3 件 2 件 
第 2 回相談会（2016 年 9 月 9 日） 4 件 2 件 

 
対象：フィリピンに在住する日本人 
担当：フィリピン法弁護士・フィリピンで活動する日本法弁護士 
案内方法： ①フィリピン日本人会掲示板 
    ②SNS 

全く問題ない 
19% 

完全ではないがコ
ミュニケーションでき

る 
54% 

かなり難しい 
23% 

全くできない 
4% 

Q. 英語での弁護士とのコミュニケーション 
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  ③個別メッセージ 
  ④知人によるフィリピンに関するブログへの掲載 
  ⑤知人による SNS 掲載 
 

（３）実施の状況及び結果 
フィリピン法弁護士及び日本法弁護士の協力を得て、以下の通り、フィ

リピンに在住する日本人を対象に、無料法律相談会を実施した。 
第 1 回法律相談会（2016 年 8 月 9 日実施） 
相談枠３枠に対し、２件の相談があった。 
協力法律事務所：ACCRA Law 
担当フィリピン法弁護士：Atty. Grace Salonga 
日本法弁護士：河浪潤弁護士 
 
a. 相談者 1 
（相談内容） 
フィリピンで就労しながら、インターネットを通じて副業を行って

いる場合、フィリピンに納税するべきかどうか。 
（フィリピン人弁護士の回答） 
フィリピン人弁護士は、税法は専門分野でないことを前置きしたう

えで、インターネットを通じて海外の会社に対してサービスを提供し

ているのであるから、万が一問題になった場合であっても、納税地は

フィリピンではないと争うことができる旨回答し、また、そもそもな

ぜ納税をしたいのかを相談者に問いかけた。 
 相談者は、フィリピンで納税していないことが原因でフィリピンか

ら出国できない事態が発生すると困るためこの点をはっきりさせたい

とのことであった。 
これを受けて、弁護士は大要以下のアドバイスを行った。 

確かに、BIR195は追跡をするので理論的には納税していなことを理由

に相談者が出国を禁じられることはありうる。しかし、海外の企業に

対しインターネットを通じて日本語で提供するサービスについて、日

本円で日本の銀行口座に対して支払われる収入をフィリピン側が把握

することは極めて困難である。し念のため、タックス弁護士にも確認

はするが、その所得の源泉はフィリピンにないといえるように思われ

る。 
（相談者の感想） 

                                                           
195 内国歳入庁 
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相談会の満足度としては、やや不満でした。弁護士の遅刻が理由で

不完全燃焼となったためです 196。ですが、気になっていたけどわから

ないこと、ネットでフィリピン政府のサイトを読んでもよくわからな

いことがクリアになったので、とても助かりました。 
対応してくれたフィリピン人弁護士は、いい方だと思うのですが、

時間通りに開始できなかったのが残念でした。 
日本人弁護士については、労働ビザ関係のお話を伺えるとは期待し

ていなかったので、お伺いできてよかったです。ありがとうございま

す。 
今後もこのような機会があれば利用してみたいと思います。マカテ

ィ市内や BGC であっても、渋滞等により移動に非常に時間がかかり

いずれにしても時間がもったいないためです。 
案内についての告知はもっと早い方がいいと思いました。 
フィリピン政府に対しては、お役所関係の手続きプロセスが改善す

ることを期待しています。また、新政権になってから、麻薬の売人が

たくさん殺されているというニュースを見た時に、濡れ衣を着せられ

て殺されたらイヤだなぁと思いました。  
                     

b. 相談者 2 
（相談内容）メイドについて 
試用期間中の住み込みのメイドに、自分が寝ている間に財布から現

金を盗まれた。盗難に気付いたのは翌朝で、その時点で持ち物を検査

したが確認できなかった。他に盗む人がいないので、メイドが行った

のだと考えている。お金が帰ってくるとは思えないが、どのような対

応ができるか。 
他のメイドによると以前の雇い主の下でもシャンプーやアクセサリ

ー等を盗んでいたとのことです。また、我が家から現金がなくなった

直後、そのメイドが高額のドレスをオーダーメイドしたとの話も聞い

ています。 
メイドがいうことを簡単に信じてしまった自分も悪いですが、伝え

られていたことが嘘ばかりでとても悔しいです。 
（フィリピン人弁護士の回答） 
警察に行き、被害届を出すことができる。メイドの身分証明書がな

く、住所もわからない状況ではあるが、可能な限りのメイドの情報を

持っていくこと。Facebook でメイドの写真が見つけられるのであれ

                                                           
196 当該相談者のために割り当てられた相談時間は 9 時～9 時 45 分の 45 分間であったが、担当フィ

リピン人弁護士は渋滞を理由に遅れ、到着した時点ですでに 9 時 45 分であった。担当フィリピン人

弁護士は予定を遅らせて 45 分間の法律相談を行うことを申し出たが、相談者は仕事の都合上 10 時

には会場を出発しなければならなかったため、本相談は 10 分強で終了することとなった。 
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ば、その写真も持っていくとよい。そして、警察に何があったのかを

説明すること。本件は単純な窃盗ではなく Qualified Theft に該当する

と思われます。おそらく、本件はメイドの NBI Clearance（犯罪証明

書）にも反映されます。告発についても、本件には相当の原因がある

とされる可能性があります。正確な住所がわからないとのことですが、

警察の NBI システムで検索することができるかもしれません。 
社会保障（SSS）を支払っていないことが、警察に対してかえって

自らの落ち度をさらすことにならないかとの懸念については、特に心

配はいりません。まだ試用期間中なので、SSS は不要です。 
今後、同様のことが起きた場合、コンドミニアムのアドミスタッフ

にも報告し、写真撮影を行うことをお勧めします。また、メイドを入

れるにあたっては NBI クリアランスも求めた方がよいでしょう。 
警察に行くにあたっては、日本人のみで行くのではなく、だれか信

用できるフィリピン人の同行をお願いしてください。 
（相談者の感想） 
日本で個人的な事項について弁護士に相談したことはありました。

しかし、これまでに、フィリピンで、法律問題について専門家に相談

したいと思った出来事もなく、フィリピンで弁護士に相談したことは

ありませんでした。 
無料相談会で対応してくれた弁護士は、真摯に話をきいていただき、

誠実な対応をしていただきました。 
ずっと泣き寝入りしないといけないのかな、ともやもやしていたの

もあり、話をきいていただけただけでも救いになりました。また、日

本人の弁護士の方が間に入ってくださったので、信頼感や安心感もま

ったく違いました。ついていてくださって、非常にありがたかったで

す。 
対応してくれたフィリピン人弁護士は、誠実なお人柄が伝わってく

る信頼できる先生で、日本人弁護士も優しい雰囲気で緊張せずに話す

ことができました。    
相談会には非常に満足しています。今後困ったことがあったら、同

様の相談会があれば参加したいと思います。相談窓口は、今回のよう

に、日本人会が入っているビル内にあると助かります。希望するイベ

ント内容は、無料相談会です。 
告知手段が限られる海外なので、ここを見ればイベント情報が得ら

れる、という場を増やしてほしいと思います。                         
在フィリピンの日本人弁護士には、フィリピン特有の生活事情を踏

まえた親身なご対応を希望します。また、必要な場面では、日本の公

的機関のバックアップ体制があると嬉しいです。                           
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フィリピンの公的機関に直接希望する支援はありませんが、公正さ

や安全を確保していただきたいです。                          
フィリピンでは、メイドさんやドライバーさんが定着しない。渋滞

がひどく、移動だけで時間が過ぎていき、効率の悪い生活を強いられ

ている。常に自己防衛で気をつけていないといけなく、気が休まらな

い環境です。弁護士の先生には、安心して暮らしていくために、困っ

たときにはすぐに頼れる存在でいてほしいと思います。 
                                  

第 2 回法律相談会（2016 年 9 月 9 日実施） 
4 枠を設けていたが、申し込みは 2 件のみであった。 
協力法律事務所：SRMO Law 
フィリピン法弁護士：Atty.Victorio H. Macasaet、Atty. E.C. Balois 
日本法弁護士：野口洋高弁護士 
 
a. 相談者３ 
（相談内容） 
自分の海外出張中にフィリピン人妻が急逝し、妻の親族との間で相

続に関する合意がなかなか進まない。弁護士によると自分の相続分は

75％で、25％が妻の親族 13 人に割り当てられるとのことである。そ

こで 13 人の中から代表者を 1 人選任してもらい、その者と交渉をし

ているが、不動産を売りたい自分に対し、親族側はそれを拒否し、な

かなか進まない。妻名義で銀行口座が複数あるはずだが、家に残って

いるのは古いキャッシュカードのみで現在のカードが見つからない。

自分の弁護士には銀行残高は 0 ペソだといわれている。また、総額

200～300 万ペソ程度の価値の貴金属も鍵付きのケースに入れてしまっ

ているはずだが、鍵がこじ開けられた形跡で中身が空っぽになってい

る。弁護士には証明が難しいといわれている。また、相続に当たって

は不動産の価格を確認するべく裁判所の手続きが必要といわれ、戸惑

っている。貴金属はあきらめているが、不動産と車を売却したいと考

えており、どうしたらよいかを相談したい。 
（フィリピン人弁護士の回答） 
弁護士から相続分は 75％とのアドバイスを受けたとのことであるが、

婚姻中に取得した財産であるので、100％相続することができる。子

供と配偶者は 50％ずつ相続するが、子供がいない相談者の場合、全て

が配偶者のものとなる。例外的に、妻の財産がその親から相続した場

合には異なる処理となるが、今回の相続財産は全て婚姻中に取得した

ものとのことなのでかかる例外には当たらない。 
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銀行口座の残額は、各銀行に問い合わせることによって知ることが

できる。25％の相続分を主張する親族の同意は不要であり、単独で行

える。 
また、不動産の価値についても、特に裁判所の手続きは不要である。

固定資産税を支払う際にすでに不動産の価格が算出されており、それ

を活用できる。 
相続税を支払っていないようだが、相続税は脂肪から 6 か月以内に

支払う必要がある。すでに 6 か月を超えているが、遅延利息等を支払

えばいいだけの話である。 
現在の弁護士を解任するのであれば、契約解除の話をする前にまず

は各種書類を取り戻すことをお勧めする。 
また、相談者は配偶者ビザを取得して滞在しているが、配偶者ビザ

は配偶者の死亡により失効する。他者から現在の違法状態を告発され

ると最悪のケースでは強制退去処分となるが、自発的に手続きするの

であれば今からでも多少のペナルティの支払いで済む。親族らと本格

的にもめる前に移民局に行って、イミグレーション問題を解決してお

くことである。まずは配偶者ビザから観光ビザへのダウングレードを

行い、その後、適宜のビザの申請という流れになる。 
（相談者の感想） 
すでに本件相続は弁護士に依頼しているが、妻の死亡から 9 か月も

経過しているのになかなか話が進まず、妻の親族との交渉も遅々とし

て進展が見られないことから、専門家の第三者の意見を聞きたくて無

料法律相談に申し込んだ。 
相談している弁護士は日本人の A 弁護士で、よく行く居酒屋の人か

ら照会してもらった。この弁護士はアメリカ法の弁護士資格を有して

おり、フィリピン人弁護士とパートナーを組んで事務所を経営してい

るらしい。普段は企業対応をしており個人案件はあまり扱っていない

とのことであるが、知り合いの紹介ということで対応してもらってい

る。 
A 弁護士とフィリピン人弁護士に言われてきたことが、今日の無料

法律相談で教えてもらった話とあまりに違うのでとても驚いている。

A 弁護士らの対応が遅いことを相談していた知人からは、弁護士を変

えてはどうかとのアドバイスを受けていた。実際、着手金 40,000 ペ

ソ 197、成功報酬 10％という条件で契約を行い、すでに着手金は支払

い、面談や電話、メールはしているが、状況報告書のようなものは一

度も受け取ったことがない。本当に対応してくれているのかわからな

い。自分はメールでいつも依頼を送るのだが、A 弁護士らはそれに対

                                                           
197 約 86,500 円（2016 年 9 月 10 日現在のレート） 
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してメールの回答をしたことがなく、常に電話での回答である。今考

えてみると、下手な証拠を残さないようにしていたのかもしれない。

知人から弁護士交代の助言を受けた際、今更弁護士を変えるのはどう

かとか、弁護士を解任するはっきりとした理由がない中での交代はは

ばかられると考えていた。しかし、今日、他の弁護士の先生の話を聞

くことができ、気持ちがすっきりした。現在 A 弁護士は日本に出張中

で来週返ってくるので、話をしてみようと思う。それにしても、私の

相続分が 100％なのか、75％なのか、という基本的であろう事項にお

いて解釈の違いが生ずるのはいかがなものだろうか。 
今回の相談は、Facebook を通じて知った。ちょうど A 弁護士らと

打ち合わせをしてもらい埒があかないと感じ精神的に切羽詰まってい

たときだったので、何か状況が代わればいいと思って無料相談に応募

した。対応してくれたフィリピン人弁護士も日本人弁護士も、いずれ

も紳士的な方で、有意義な相談会であった。非常に満足している。英

語でも対応はできるが、やはり日本語での相談は安心感が違う。場合

によっては、今後も今日相談に乗ってもらった弁護士にお世話になる

と思う。 
今抱えている問題の怖いところは、フィリピンで日本人が殺害等の

被害にあう理由の一つが財産トラブルであることである。たまに、財

産トラブルをめぐって日本人がフィリピン人の妻又はその親族から殺

害されたという話を聞く。自分もとてもじゃないが恐ろしいので、身

の安全のため、これまで住んでいた妻名義の家ではなく、別のところ

に一時的に居所を構えている。こういったフィリピン特有の事情に対

する慎重な対応も必要であり、弁護士 A 及びフィリピン人には期待を

していたが、期待に添わない仕事ぶりであり、そもそも親族側にこち

らがサインしてほしいと言っている書面を送ってくれているのかすら

もはやわからない状況である。事情を理解しつつもきちんと仕事をし

てくれる弁護士にお願いしたい。 
（所感） 
日本人弁護士 A の存在については、不明確な点が多い。後日相談者

から提供された弁護士 A の名刺によると、弁護士 A は事業会社に役員

として所属している旨の記載がある。一方、相談者は、弁護士として

の名刺又は法律事務所に勤務している旨の名刺の交付は受けていない。

弁護士 A と組んで対応しているフィリピン人弁護士のフィリピン法弁

護士登録については確認ができたものの、米国弁護士資格の有無は確

認できていない。なお、日本での弁護士登録が行われていないことは

確認済みである。自称弁護士の A 氏が真に弁護士資格を有するか否か

は断定できないものの、相談者は居酒屋から「弁護士」として紹介さ

れた日本人男性と聞いて信用し、その結果満足のいかない対応を受け
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ている。もしその時点でほかのフィリピンに進出する日本人弁護士の

存在を認識していれば、比較検討し得たといえる。1 例にしかすぎな

いが、フィリピンでの日本人弁護士の活動がまだまだ浸透しきってい

ないことが分かる。抱える法律問題の少なさと、万が一問題が起きた

際に相談できる先としての認知度の向上をどのように実現するかのバ

ランスが課題となると思料する。 
  

b. 相談者４ 
（相談内容） 
賃貸トラブルである。2 年前に退去したコンドミニアムのオーナー

に、高額の請求をされている。賃貸借契約自体は会社契約なので、自

分たちではなく会社がオーナーと交渉をしている。オーナーには、契

約開始時に敷金 21 万ペソを支払っている。これに対して、修繕費とし

て約 21 万 7000 ペソがかかったと主張されている。会社がオーナーと

交渉して修繕費の 7 割をオーナー、3 割を会社が負担するということ

になったそうだが、会社は我が家にもいくらか負担させる方針と聞き

不安になっている。本当にこれらを支払わなければならないのだろう

か。 
（フィリピン人弁護士の回答） 
契約書の記載ぶり次第ではあるが、一般的には、通常損耗に関して

はオーナーが負担することになっている。ただ、本件で難しいのは、

オーナー側にデポジット 21 万ペソがあるということである。法律上は

支払う義務はなくとも、実際にオーナー側に現金があるため、なかな

か強く出にくいというのも事実である。 
例えば、デポジットの返還を求める旨の Demand letter をオーナー

に送ることは可能であるが、これによってオーナーが態度を強固にす

る可能性がある。現在はオーナーと会社の負担割合が７対 3 なので、

このまま話が進めば約 7 万ペソがオーナーから会社に対し返還される

はずである。しかし、Demand Letter を送ることにより、オーナーが

翻意して 7 対 3 の割合ではなく 100％の負担を求める可能性もあり、

その場合、デポジット 21 万ペソは帰らなくなる可能性が高い。訴訟を

するにしても、フィリピンの場合、10 年程度かかる。このことから、

Demand Letter を送ることは本件では賢明ではない。 
ブローカーを巻き込むというのも一つの案ではある。ブローカーは

評判、紹介が命であるので、レピュテーションの低下を嫌ってある程

度金銭的な負担をするブローカーも存在する。 
相談者は直接の契約者ではなく、オーナーとの交渉も行っていない

とのことであるので、これまでの経緯からするに、オーナーと交渉す
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るのではなく、会社側に、自己の負担割合を減らすよう交渉すること

をお勧めする。 
（相談者の感想） 
今回は、相談をさせて頂いてありがとうございました。弁護士さん

に相談するのは初めてで少し緊張しましたが、分かりやすく相談に答

えて頂けて良かったです。特に、日本語で相談できたことと、実際の

ケースと比べて現実的なアドバイスを頂けて良かったです。非常に満

足の無料相談会でした。 
日本でもフィリピンでも、弁護士に相談をしたのはこれが初めてで

す。そのため、弁護士費用の相場観も分からないし、正直言って弁護

士には近寄りがたいイメージがあり、誰がよい弁護士なのか、どうや

って相談すればよいのかもよくわかりませんでした。しかも、フィリ

ピンでは言葉の壁があるので、英語が上手でない自分には利用できな

いと思っていました。ただ、これまでに特に相談したいようなトラブ

ルがあったわけでもなく、今回の相談事項が初めてです。今回の問題

は、さほど大きい問題でないことと、相談をしていること自体を主人

の職場に知られたくないことから、他の機関にも特に相談はしていま

せんでした。今回は無料相談で、しかも日本の弁護士さんが間に入っ

てくれるということだったので利用させてもらいました。もし日本人

弁護士さん無しで直接フィリピン人弁護士さんに相談するのは難しか

ったと思います。英語での相談となると、ちゃんと説明できる自信が

ありません。 
今回の問題は、費用面を考えると、引き続き弁護士さんに相談する

ようなことではなさそうですが、フィリピンでは日本よりトラブルが

多いので、気軽に相談できるところがあると助かります。自分のよう

に英語が苦手な人にとっては日本語のサービスは本当に助かります。

弁護士に依頼したことがないので、費用感についてはイメージがあり

ません。日本語の対応をしてくれるのは、信頼性があって法律の専門

家である日本人弁護士の方がいいとは思いますが、場合によっては弁

護士ではなく通訳の人でもいいと思います。例えば、フィリピン人の

弁護士と通訳に相談する金額が、フィリピン人の弁護士と日本の弁護

士に相談する金額の 3 分の 1 であれば、とりあえずは通訳にお願いす

るかなと思います。あと、コンドミニアムは持っていませんが、例え

ば、トラブルが大きくて所有のコンドミニアムの件とか、ビザ等絶対

に失敗したくないようなものは日本人弁護士さんで安心したいです。

私みたいな普通の人は弁護士さんに相談するとすごく敷居が高いので、

今回みたいな無料相談とか、話聞くだけ 1 回◯◯ペソとかだと気軽に

相談できそうです。日本でも相談したことないから相場が分かりませ

んが、できたら初回 30 分 1000 ペソくらいまでが利用しやすいような
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感じがします。全く法律や弁護士に縁のない自分の感覚的な数字なの

で 1000 ペソは安すぎるかもしれませんが、値段がはっきりしている

と相談しやすいです。 
（４）実施の状況及び結果を踏まえたさらなる改善案 

今後の改善案を検討するに、まず着目すべきは、当職及び協力者が告知

を行った範囲においては、法律問題を抱え法律相談会を利用できる在留邦

人が少なかったことである。上記の通り、2 日程合計 7 枠の無料相談に対

し、予約が入ったのは 4 枠のみである。 
第 1 回に関しては告知期間が短かったとはいえ、1 か月以上の告知期間

を設けた第 2 回相談会においても予約は 4 枠中 2 枠しか埋まらなかった。 
告知媒体として活用した日本人会掲示板は、駐在員を中心として 2,600

世帯 198が加入する、フィリピン最大規模の在留邦人の団体である。ガレ

ージセールやメイド紹介等日常生活に関する告知も頻繁に行われ、例えば

ガレージセールにおいては通常数十名～100 名程度が参加し、日本人会掲

示板自体の告知力に問題はないと思料する。 
また、これに加え、個人としても約 200 名に個別に告知を行うととも

に、知人の協力を得て、フィリピンブログ 199及び SNS での告知も行った。

知人の協力及びブログ告知の効果もあり、当職の関知していない SNS グ

ループ内においても本相談会の情報は展開された 200。 
告知力一般論としては問題がないと思料される今回の告知方法にも関わ

らず、相談枠 7 枠に対しての 4 件のみの相談という結果から、今後の対

応策を検討する前提として、以下の仮説を検討する。 
 

①仮説１：フィリピン在留邦人全体として、法律問題を抱える人数が少ない。 
2015 年に在留邦人を対象として行ったアンケートで、フィリピンにお

ける弁護士利用経験を問うたところ、個人的な問題についてフィリピン法

弁護士への相談経験を有する者は回答者の 14％、日本人弁護士への相

談 201の経験を有する者は 3％という結果であった。 

                                                           
198 2016 年 1 月時点 
199

ブログ作成者によると 当ブログの読者は延べ 10 万人である。 
200 相談会参加者によると、本相談会の情報は当職の関知しない SNS グループ内で共有されていたと

のことである。 
201

当地は、弁護士の国籍制限のため、日本法弁護士が直接のアドバイスをすることはできないため、

日本法弁護士に相談をした場合であっても、直接のアドバイスはフィリピン人のフィリピン法弁護士

が行い、それを日本法弁護士がサポートする形をとる。 
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※2015 年実施フィリピン在留邦人対象アンケート結果より 

 
※2015 年実施フィリピン在留邦人対象アンケート結果より 

 
上記アンケートの回答者数は約 200 人であるところ、回答者中、フィ

リピン人弁護士への相談経験者は約 28 名、日本人弁護士への相談経験者

は約 6 名となる。当該回答結果を単純にフィリピン日本人社会全体の状

況に引き直すことはできず、また、他国との比較ができないため結論を急

ぐことはできないが、約 15％の在留邦人がフィリピンで弁護士に相談し

た経験があるとの上記結果から、フィリピン在留邦人全体として、法律問

題を抱える人数が少ないという結論を出すことはできない。 
また、在フィリピン日本国大使館は、世界的に見ても邦人援護案件数が

多い。2015 年発表の海外法人援護統計によると、在フィリピン日本国大

使館は在タイ日本国大使館、在上海日本国総領事館に次いで世界第 3 位

の邦人援護件数である。在フィリピン日本国大使館員ヒアリングによると、

フィリピン大使館の邦人援護案件の特徴は、1 件 1 件の案件の重さにある。

困窮邦人をはじめ、単純には解決できない案件が多いのがフィリピンであ

る。 
これらを踏まえると、フィリピン在留邦人全体として、法律問題を抱え

る人数が少ないという仮説は、取ることができない。 

はい 
14% 

いいえ 
86% 

 
Q. 個人的な問題のフィリピン法弁護士への相談経験はありますか 

はい 
3% 

いいえ 
97% 

Q. 個人的な問題について、日本人弁護士に相談したことがあります    

か？ 
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②仮説２：告知対象の中心を占めた駐在員コミュニティにおいて、法律問題

を抱える人数が少ない。 
今回の法律相談利用者の半分は駐在員家族であった。利用者割合のみを

見ると、駐在員が特に多く問題を抱えるかのように映るかもしれない。駐

在員を中心とする日本人コミュティでの告知が行われたことから必然的に

駐在員の利用率が高まったにすぎないと思料する。むしろ、駐在中心の日

本人コミュニティでの告知では、7 枠中 4 枠しか埋まらなかったという点

に注目したい。 
フィリピン日本人会ヒアリングによると、一般論として、駐在員会員は

法律トラブルに巻き込まれない傾向にあるとのことである。多少人間関係

が浅くなろうとも駐在期間を問題なく平穏に過ごそうとすること、相対的

に社会的地位や収入の高い人間が多く通常の行動範囲にトラブルが少ない

上会社等の指示によりトラブルに巻き込まれないように注意していること、

社用車またや自家用車での移動が多いこと等の行動傾向もその原因の一つ

である。そのため、大きなトラブルが起きにくい傾向にある。人によって

は、経済的余裕があることから問題が大きくなる前に早期に金銭的な解決

をする人もいると聞く。 
在フィリピン日本国大使館員ヒアリングによると、フィリピンで邦人殺

害案件の被害者の特徴は主に 2 つで、フィリピン人女性の恋人又は妻が

いる日本人男性、又は反社会的勢力の関係又はトラブルを有する者である。

軽微な刑事事件の被害にあう日本人は旅行者に多い。当地で事業を行う日

本人や永住者は、フィリピン人とも日本人とも密なかかわりがあるため、

トラブルに巻き込まれやすい傾向にある。退職者ビザ保有者が集まる

PRA 日本人倶楽部からヒアリングを行った際には、各会員から様々なト

ラブルの話が挙がった。一方、日本人会ヒアリングでは、トラブルの話は

ほとんど聞こえてこない。 
これらのことから、告知対象の中心を占めた駐在員コミュニティにおい

て、法律問題を抱える人数が少ない可能性が高いと言える。 
 

③仮説３：利用希望者の都合が合わず、設定日時に利用できなかった。 
無料相談告知に対し、当職の知人 2 名から、無料相談に興味があるが

設定された日程では都合が悪いため利用できないという連絡を受けた。ま

た、別の在留邦人からは、フィリピンで就労している者、特に職場が会場

となったマカティ市から離れたところにある者にとっては平日営業時間内

のみの開催では利用できないという意見も頂戴した。当然ながら、全ての

在留邦人が平日に時間をとりマカティ市を訪れることができるとは限らな

い。 
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相談会は 8 月及び 9 月に開催されたところ、偶然ではあるが、この時

期は、日本の夏休みに合わせて一時帰国をする日本人が比較的多い時期で

もある。 
さらに、相談会終了数か月後なって、相談会に対する複数の問い合わせ

も生じている。在留邦人が相談会実施時にタイミングよく相談事項を抱え

ているとは限らず、また、その後に法律問題に直面する可能性もある。 
これらのことから、無料法律相談会利用希望者のタイミングが合わず、

設定日時に相談会を利用できなかったという仮説は成り立ちうるといえる。 
 

（５）今後の課題 
上記を踏まえ、今後は①告知対象の拡大、②柔軟な利用方法、及び③告

知期間の拡大の検討が必要になると考える。 
具体的には、①告知対象の拡大のためには、例えば告知媒体を複数利用

すること、フィリピン日本人会のみでなく、PRA 日本人倶楽部等の他の

団体、大学の同窓会、県人会や同好会、交流会といった各種の団体、集ま

りをも対象として告知を行うことで、漏れを減らすことができる。 
なお、最も効率よく在留邦人に対して情報発信をできる手段は、在フィ

リピン日本国大使館に在留届を提出する際に記載したメールアドレスを活

用すること、又は、当該情報に基づき在フィリピン日本国大使館が発信す

る海外安全情報メールにて告知することである。かかる方法によれば、在

留届提出済みの日本人に対して確実に情報発信を行うことができる。しか

し、これらは、メールアドレスの取得は個人情報の目的外利用にあたり、

認められない可能性が高い。 
告知対象の拡大の前提として、フィリピンにおける日本法弁護士の認知

度の向上も求められる。 
次に、②柔軟な利用方法について検討する。本支援策の試行に当たって

は、協力弁護士の予定の確保、会場の確保の都合から、予め設定した日時

のみでの対応、かつ平日のみの対応とせざるを得なかった。さらなる在留

邦人支援の観点からは、利用者の便宜のため、以下のような対応が考えら

れる。 
- 特定日に開催する法律相談会としてではなく、随時相談を受け付ける。 
- 相談場所を、事前予約不要な場所、例えば協力弁護士の所属法律事務

所等にする。 
- 遠方からの相談者対応として、電話、メール、スカイプを通じた相談

を受け付ける。 
また、③告知期間の拡大も効果があると考えられる。告知時点では相談

事項を有しないものであっても、告知期間を拡大させることで認知度を向

上させ、告知時点では問題を抱えなくともその後に問題に直面した在留邦

人の相談口となることができる。 
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その一方で、協力弁護士側の立場も忘れてはならない。本支援策の試行

は、本調査を目的として、協力弁護士にはボランティアでご協力いただい

た。支援策実施による何らかのメリットを協力弁護士に示せることが今後

の支援策の継続及び柔軟な利用方法の実現に欠かせない。当職の認識する

限り、本相談会の利用者 4 人とも、協力弁護士に対して依頼するに至っ

ていない。在留邦人支援策は、短期的には今回のように協力弁護士による

力添えにより行うことができた。しかし、個人の善意のみに頼っては長期

的な支援策の実現には遠い。特に、フィリピンは日本法弁護士による活動

が開始されたばかりであり、活動する弁護士の人数も少ないことから、今

後このような支援策を打ち出すにあたっては一人一人の負担も大きい。日

本法弁護士によるフィリピン在留邦人の支援を充実させるには、日本政府

機関による支援が望まれる。 
 

  第６ 小括      

当地における支援を提供する側の現状として特筆すべきは、外弁規制が

策定されつつある点と、当地で実際に法的業務に従事する日本人弁護士が

着実に増加していることである。当職の当地における業務経験や支援策の

試行等を通じて、ニーズはあるもののサービスの供給体制が整っていなか

ったものが、制度・実態両面において改善しつつあるという実感が得られ

た。即ち、フィリピンの制度及び実情に通じた日本人弁護士が増え、その

存在が認知されていくに従い、支援を求める側のオプションとして日本人

弁護士が比重を増していると考えられる。 
支援の在り方については、日系企業に対する場合と、在留邦人に対する

場合は区別して考えることが肝要である。両者の最も大きな違いは、費用

の問題で、現実的にビジネスベースで支援を行うことが出来るか否かとい

う点にある。企業に対する支援は、日系企業の進出がさらに進むにつれて、

また、外弁規制が整備されるに伴って、自ずから供給側が質量ともに充実

していくものと思われる。その一方で、在留邦人が抱える問題は、持続的

にサービスを供給する法曹有資格者をビジネスベースで支えるには不十分

にならざるを得ないと考えられ、公的な補助金や現地大使館の積極的協力

等の供給側に対する支援が必要であると考えられる。    
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おわりに 

 
 約 2 年間に亘る調査を通じて、フィリピンにおける日系企業や在留法人が直面す

る法律問題の相談・対処・解決に際して、日本の法曹有資格者、つまり高い語学力

や一般論としての現地事情への精通のみならず、深い法的素養と日比双方の法律に

対する理解を備えた者の支援が強く求められており、今後益々その重要性を増し続

けるであろうと確信した。制度的には未だ極めて限定された活動しか行えないもの

の、その活動のための制度整備が少しずつではあるが進められていることも、需要

や期待の証左であると考えている。 
 一方で、自助による支援の限界も考えさせられる点であった。自己の意思及び判

断によりフィリピンに進出する企業及び在留邦人は、本来的には法律問題の対応も

自己責任で行うべきであるものの、適切な相談先にアクセスできないことが原因で

問題を放置又は悪化させてしまう例も多々見られる。そういった日系企業及び在留

邦人の中には真に支援が必要な事例もあると思われるところ、現在は支援のための

環境づくりが十分とは言えない。継続的な支援のためには、やはり公助・共助が不

可欠であり、中でも現地で最も信頼できる機関である日本大使館による支援や協力

は、今後の支援の拡充が求められる。また、状況は日々刻々と変化しており、何ら

かの形で本件調査をフォローアップする調査・情報収集・周知活動を行うことも、

支援の重要な一部である。 
 最後に、意義深い本件調査の機会を与えていただいたことに対し篤く御礼を申し

上げるとともに、本件調査結果が関係者により活用され、日比関係の更なる発展に

寄与することを期待する次第である。 
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意識調査結果集 

（フィリピン共和国）
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第 1 部 アンケート結果 

 

第 1 日系企業 

 

１．サービスオフィスセミナー1後アンケート 

Q.1  本セミナーの感想を教えてください。 
 

 参考になるセミナーだった。 
 最近の問題意識を反映したテーマで勉強になった。 
 現在、現地人材を活用していないが、今後専業化の目途がつき、現

地人材が必要となった際には、さらに知識を取得しなければならな

いと感じた。 
 日本で働いていた時には法律になじみがなかったので、ベースの知

識が全然ない自分にとっては難しい内容ではあったが、大変勉強に

なった。 
 わかりやすく勉強になりました。 
 ホットなテーマでよかったです。 
 現在は他業種であるが本当は人材派遣ビジネスを行いたいと考えて

いたので、非常に興味深いテーマでした。フィリピンの法律に従う

と今の実務はかなり厳しいことが分かりました。 
 具体例を交えてわかりやすいセミナーでした。 

 
Q.2 フィリピンでのビジネスを行いやすいですか。 

 
 まだわかりませんが、希望を持っています。 
 現地法人ではないのでまだ未知数です。 
 

Q.3 フィリピンで弁護士対応はしやすいですか。苦労する点を教えて

ください。 

 英語の問題なのか、なかなか思ったようにこちらの依頼が伝わらな

い。 
 特に困っていない。 
 

Q.4 フィリピンの法制度は分かりにくいと感じた経験を教えてくださ

い。 
                                                            
1 2016 年 8 月 25 日実施 
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 まだわかりません。 
 日本でも業務上法律を扱っていなかったので、法律問題というだけ

でとても難しく感じる。しかも英語なので全体的に理解が難しい。 
 

Q.5 フィリピンの法運用が安定していないと感じた場面を教えてくだ

さい。 
 

 まだ進出したばかりなのでわかりません。 
 今回の人材派遣規制のように急に政府の対応が変わること。 
 人によって説明内容が違う。 
 

Q.6 フィリピンの法律情報をどうやって取得しますか。 

 契約先に相談します。 
 セミナー。 
 インターネット。 
 顧問弁護士に相談。 
 

Q.7 政権交代によるビジネスに対する影響を感じた場面を教えてくだ

さい。 
 

 設立計画が予定よりも遅れているが何とか頑張ろうとしています。 
 まだわからない。 
 様子見の段階。 
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２．商工会議所会員企業アンケート2 

 

 

 

 

 

                                                            
2 2016 年 8 月実施 

現地法人
(81.0%)

支店
(19.0%)

駐在員事務所
(0.0%)

Q.1 進出形態

～1970
(4.8%)

1971～1980
(4.8%)

1981～1990
(9.5%)

1991～2000
(47.6%)

2001～2010
(19.0%)

2011～
(14.3%)

Q.2 設立時期
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製造業
(47.1%)

商業
(23.5%)

建設業
(11.8%)

運輸・通信・倉庫
(11.8%)

その他サービス
業

(5.9%)

Q.3 業種

1000万円未満
(0.0%)

1000万円超
(5.6%)

2000万円超
(5.6%)

5000万円超
(5.6%)

1億円超
(50.0%)

5億円超
(33.3%)

Q.4 資本金（日本円換算）
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0%～10%
(5.3%) 30%～40%

(5.3%)

60%～70%
(5.3%)

80%～90%
(5.3%)

90%～100%
(78.9%)

Q.5 日本資本割合

あり
(41.2%)

なし
(58.8%)

Q.6 組合の有無
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0人
(0.0%)

1～10人
(5.0%)

11人～50人
(40.0%)

51人～100人
(0.0%)

101人～300人
(35.0%)

301人～500人
(0.0%)

501人以上
(20.0%)

Q.7 全従業員のうち直接自社雇用従業員の人数（フィリピン人）

0人
(4.8%)

1～2人
(28.6%)

3～5人
(38.1%)

6人以上
(28.6%)

Q.8 全従業員のうち直接自社雇用従業員の人数
（日本人）
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0人
(31.6%)

1～10人
(21.1%)

11人～50人
(5.3%)

51人～100人
(0.0%)

101人～300人
(10.5%)

301人～500人
(5.3%)

501人以上
(26.3%)

Q.9 全従業員のうち人材会社従業員の数

0

1

2

3

4

5

6

7

0% ～10% ～20% ～30% ～40% ～50% ～60% ～70% ～80% ～90% ～100%

Q.10 派遣会社職員の占める割合
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0

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

Q.11 人材会社を利用する理由

確認したことがあ
る

(38.9%)

確認したことがな
い

(61.1%)

Q.12 人材会社の法令順守状況
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相談した
(64.7%)

相談してない
(35.3%)

Q.13 人材会社利用時に弁護士に相談したか

0

1

2

3

4

5

6

7

8

採用 労働条件 解雇 組合 その他

Q.14 抱える労務問題
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あり
(27.8%)

なし
(72.2%)

Q.15 DOLE、労務訴訟に発展した経験の有無

法律事務所
(72.7%)

コンサルタント
(27.3%)

その他
(0.0%)

Q.16 労務問題の相談先（複数回答可）
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Q.16-2 労務問題の解決方法 
 

 法に従って解決する。 
 地場組合問題に長けた弁護士及び専門家に相談。労働雇用省の調停

及び控訴裁判所への上訴を行った。 
 顧問弁護士がいる。 
 弁護士と相談し法律に準じて対処。 
 顧問弁護士と相談の上対応。 
 現地の弁護士に相談に乗ってもらった。 
 顧問弁護士や労務コンサルタントに相談し、法的遵守及び他企業の

ケーススタディを参考に問題解決を図る。 
 弁護士及びコンサルタントに相談したが、裁判になった。 

 

 

 

何も起きなくとも、常
に

(25.9%)

新制度導入時なと、
新たに行動を起こす

とき
(37.0%)

まずは弁護士以外に
相談し、実際に従業
員からDOLEに訴えら
れたら弁護士に相談

する
(33.3%)

いずれの場合も弁護
士には相談せず、社
内（親会社含む）で

解決する
(0.0%)

いずれの場合も弁護
士には相談しない
が、外部の詳しい人

に相談する
(3.7%)

Q.17 どの段階で弁護士に相談しますか
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Q.18-2 その他の法律問題 
 VAT3還付訴訟。 

 

Q.18-3 その他の法律問題の解決方法 
 

 日本の弁護士事務所を通じて。 
 弁護士と本社法務部に相談。 
 フィリピンの大手法律事務所に相談。 
 顧問弁護士か地域の弁護士に相談して対応。 
 現地弁護士に相談に乗ってもらう。 
 顧問弁護士に相談。 

 

                                                            
3 付加価値税 

あり
(15.0%)

なし
(85.0%)

Q.18 抱えるその他の法律問題
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あり
(22.2%)

なし
(77.8%)

Q.19 訴訟に発展した経験の有無（その他法律問題）

法律事務所
(68.8%)

会計事務所
(6.3%)

コンサルタント
(12.5%)

自社、本社、親
会社

(12.5%)

その他
(0.0%)

Q.20 その他法律問題の相談先
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Q.21-2 Q.21 の回答の理由（自由記載欄） 

 今年設立したばかりのため。 
 200 人以下の企業規模であるため。 
 20 人前後の企業規模であるため。 
 駐在員事務所なので活動規模が小さい。 
 コンサルタント契約。 
 弁護士、会計事務所、本社関係部。 
 フィリピン人弁護士の存在。 
 弊社取締役 兼 顧問弁護士契約。    
 独資。 

 

 

0

2

4

6

8

10

12

14

Q.21 大きな法律トラブルを抱えていない企業について、その理
由（複数回答可）
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Q.22-2 自由記載欄 

 （比人弁護士からの）現地の実例情報、左記に基づく実践的な

助言。 
 （日本人弁護士の）日本の本社に共有できる日本語の分り易い

情報、法令変更の速報。 
 日本人への不信感や不公平感。 

 

0

0.5

1

1.5

2

2.5

3

3.5

Q.22 大きな法律問題が生じた企業について、その理由
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Q23-2 フィリピン人弁護士に求めるもの 
 

 迅速性、正確性。 
 責任感、確実さ、スピード。 
 適格な指示。 
 納期管理と正確性。 
 現行法規に基づく的確な判断。 
 適切な労務課題への助言。 
 法律と実態を踏まえた見解をもって会社に対する現実的なアドバイ

スの対応。 
 現地方の具体的な解釈、実際の裁判となった時の対応。 
 かわる法律の適切なタイミングでのアドバイスと対応。       
 問題点への精通、コネクション。 
 人間関係が広く、関係機関とのパイプが有る。 
 価格（価格のためアクセスしにくい）。 

 

Q.23-3 日本人弁護士に求めるもの 
 

 日本語での解説。 
 日本人マネジメントに対するわかりやすい支援。 
 現行法規に基づく的確な判断。 
 比の実情と、日本の法律とのバランスについて、お知恵をいただき

しやすい
(87.5%)

しにくい
(12.5%)

Q.23 弁護士へのアクセスしやすさ
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たい。   
 かわる法律の適切なﾀｲﾐﾝｸﾞでのアドバイスと対応。      
 現地の文化、慣習に基づいたアドバイス、対応。 
 他の日系企業の対応の情報提供、現地方改正の情報と解釈。 
 日本側との調整。 
 法律と実態を踏まえた見解をもって会社に対する現実的なアドバイ

スの対応。 
 価格。 

 

 

Q.24-2 自由記載欄 

 夜にごろつきが減ったとの話を聞いた。麻薬取締りの報道。 
 治安の改善を期待する。 
 役所手続について、人事の影響等で停滞が見られる。 
 労働法を中心に大きな動きがありそう。 
 派遣社員制度の許容範囲に懸念。 
 税務に関する通達等の見直し、混乱あり。 
 環境保保護強化の関連報道。 

 

0

1

2

3

4

5

6

7

8

9

Q.24 政権交代の影響を感じた事項
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３．商工会議所セミナー4後アンケート 

 

 
 

Q.1-2 セミナーの評価の理由（自由記載欄） 
 

 あまり知らなかった点に気づくことができた。 

 個人的にうとい分野であり、勉強になった。 

 問題になっている派遣社員について法律面での解釈がよく理解でき

た。 

 一定のテーマを詳細に説明していただけたから。 

 法的な人材派遣の要点が確認できた。 

 賃金や人材派遣についての理解が深まったため。 

 既存法の存在と解釈を知ることができた。 

 規制の背景は、動向の理解の参考になった。請負のポイントを理解

できた。 
 今年度より駐在となり、労務に関するセミナーは初めてで参考にな

った。 

 整理できた。 

 わかりやすい。 

 今一番知りたい内容を主題にしている為、非常に役に立った。 

                                                            
4 2016 年 9 月 2 日実施 

非常に有益
(65.8%)

ある程度有益
(32.9%)

あまり有
益でな
い

(1.3%)

Q.１ セミナーの評価
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 基本的な法律の理解が深まった。 

 弊社は期間工との間で訴訟に直面しており、DOLE5支所・本省の裁

定で勝訴していますが、注意事項も含めて、ポイントの再確認が出

来ました。 

 ホットな話題である派遣・請負に関して深い話が聞けた。 

 法律解釈の部分が諸説あり、難しい部分も含めてよく分かった。 

 丁度会社立ち上げに当たっている為、参考になった。 

 現状の法制度については理解できた。 

 最新の情報を得ることが出来た。 

 請負企業のため。 

 一般的な回答で具体的な定義が明瞭でなかった。 

 現段階では不確定な点が多かった。 

 人材派遣に関してあまり具体性がなく、理解しにくい説明であっ

た。 
 
 

Q.1-3 セミナーの感想（自由記載欄） 
 

 今までで一番ためになった。 

 今後の政府の動向が気になる。 

 タイムリーなテーマ設定で非常に良かった。 

 再度開催してほしい。 

 日本との法律との違いも合わせ、大変勉強になった。 

 非常に関心の高いテーマであり役に立った。 

 Q&A も大変参考になった。 

 知りたい情報を知ることが出来、有益だった。 

 理解しやすかった。 

 初参加だったが、大変参考になった。 

 広い範囲での話の内容でよかった。 

 期間工との訴訟に関して色々対応しているが、このような整理され

た形でのセミナーは初めてで、改めて情報の整理が出来た。 

 人材派遣の禁止等、初めて知った。 

                                                            
5 労働雇用省 
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 濃い内容で非常に勉強になった。 

 現在ホットなテーマであり、大変参考になった。 

 自社ルールの整備に活用出来る。 

 まだ様子見ながら動くという事が大事と感じました。 

 タイムリーではあるが、１～２か月早過ぎた気がする（まだ、次に

何が起こるか誰もわからない）。 

 面白かったが実例が少なく、実務的には不足だと思った。 

 
 
 

 

 

 

はい
(81.1%)

いいえ
(18.9%)

Q.2顧問弁護士はいますか？

0

2

4

6

8

10

12

労務関係 会計処理 その他

Q.2‐2顧問弁護士によく相談する事項
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Q2-3 フィリピンの法規制が分かりにくいと思った事例 
 

 派遣／請負に関する規制について、言葉の定義が分かりにくく、実

運用との乖離がある。 
 基本給の設定に地域差があり、どこに属するか不明。 
 稼働日の変更を行う場合の手続き。 
 各省庁で勝手に規制が出されるので、対応に苦慮する。 
 税法、小売規制（電子取引含む）、危険物運送。 

 

Q.2-4 フィリピンの法運用が分かりにくいと思った事例 
 

 退職金制度。 
 賃金改定が突然実施されるので、予算が組みにくい。 
 その時々で厳格に運用されたり、ゆるかったり、又、過去に遡及さ

れることもあって対応に苦慮する。 
 あいまいな部分が多過ぎる。 
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Q.3フィリピンの法律問題がわかりにくい理由は何だとお考
えですか（複数回答可）
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Q.4-2 Q.4 の回答の理由 

 法律で決まっていてもその通りにならない。 
 判決すら守られないケースが多い。 
 汚職などが横行しているため。 
 異国での対応の難しさを考えると慎重にならざるを得ない。 
 会社の総務のローカルスタッフと話をしても、条文に直接あ

たらない傾向がある。 
 法律の整合性・運用に課題があるため。 
 CSR の観点からも法令順守は最低守らなければならない規則

と理解している。 
 文化が違う。 
 例えば時間にルーズ→ルールを守らない→遵法意識が低いと

言える。 
 罰則規定がないのにダメだと言っているのは良く解らない。 
 法令の周知が徹底していない場合が多い。 
 本社法務部がグローバルに指導・監督しており、年１回現地

監査にも来る。 
 自社としての意識は高いが、ローカルスタッフは非常に低い

と思います。 

日本より高い
(7.9%)

日本と同程度
(39.5%)

日本より低い
(39.5%)

わからない
(13.2%)

Q.4フィリピンでビジネスをするにあたっての、法
令順守意識の高さを教えてください。
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 役所の担当者により理解が異なる。 
 日本人が模範となるべきと考えている。 
 社としては同等で考えているが、法改正、解釈方法など困難

なケースもありわかりづらい、わからない。 
 

Q.4-3 新政権により生じた問題 

 契約社員に関する法律変更が良く解らない。 
 契約社員は少ない為、現状大きな問題は無い。 
 今回の人材派遣規制。 
 派遣社員の正社員化命令が下された。 
 賃金改定。 
 インフラ案件、スペック等の方針変更。 
 税務動向が気になります。 
 KMU（5 月 1 日運動、過激とされる組合）寄りであり、組合問題で

苦慮している現状に大きなマイナス要因。労働雇用省の副長官が

KMU 出身は許せず。 
 PEZA6の長官・エリアマネージャーの後任選任が遅れており、諸手

続が遅れている。 
 公的申請を行うにあたって、関係省庁のトップ人事交代により承認

が遅れた。 
 各申請時間の短縮。 
 内国歳入庁にて経理システムの登録がされない、遅れている。 

 

Q.4-4 新政権に期待すること 
 

 賄賂、汚職の改善・撲滅。 
 汚職の絶滅、徴税制度（VAT7還付を含む）の改善。 
 治安の改善。 
 麻薬問題の解決。 
 税金制度改正。 
 法人税の減税。 
 法の適切な運用、透明性の確保。 
 明確なルールの提示。PEZA8への優遇の継続。 
 許認可・手続きの迅速化。 
 スムーズな行政手続、窓口の簡略化・一元化（ワンストップサービ

                                                            
6 フィリピン経済特区庁 
7 付加価値税 
8 フィリピン経済特区庁 
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ス）。 
 行政サービスの見える化、迅速化。 
 グレーゾーンの削減、申請書類・裁判等判断の迅速化・透明性、人

材派遣の柔軟運用、国内向事業への優遇策。 
 外資規制の更なる規制緩和。タイ、ベトナム、中国に遅れを取って

いる。 
 日系企業の経済活動への理解。 
 継続的な外資招致政策の運用。 
 投資家の立場の理解とフィリピンの競争力 vs 労働者の保護のバラン

ス。 
 製造業の拡大政策。 
 規制改革、汚職撤廃、交通渋滞緩和。 
 インフラ整備。 

 

 

 

Q.5-2 Q.5 の回答の理由 

 参考になる。 
 資料は英語の方がナショナルスタッフと共有しやすい。説明は日本

語の方が良く理解出来る。 
 あやふやな点を出来るだけ明確にしたい。 
 解釈法、判例についての最新情報を得たい。 
 英語では理解できない。 

はい
(100.0%)

いいえ
(0.0%)

Q.5今後日本語でのフィリピン法セミナーに出席
したいですか。
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 今後、大きな変化があり得る。 
 法改正が今後もあるため。 
 製造業に対する法人税（特に PEZA9企業）について知りたい。 
 勉強の為。 
 情報のアップデート。 

 

Q.5-3 期待するテーマ 
 

 税法・労働法関係。 
 労務、財務、解雇。 
 労働法、税法。 
 労働関係、（わかりにくい）各種許認可の関係、法律事項チェック

リスト。 
 人事労務。 
 組合（KMU10）対策。 
 労働法関係。 
 まず有期雇用の成り行きについて。 
 派遣（もう一度より詳しく）。 
 同一業務を異なる契約社員で雇い入れを繰り返す場合のリスクにつ

いて。 
 解雇、グレードダウン要件について。 
 労働、ローカルに対してもお願いしたいが駐在員に対しても含めて

頂きたい。 
 労働法の改正に伴う説明と対策。 
 日本の労働法との違いにフォーカスしたセミナー。 
 総務、経理関連。 
 運輸当局とのコミュニケーションのとり方。 
 フィリピンと日本又はその他の国との取引、請負の場合の国内法の

適用。 
 現地法人を経営して行く上での留意するべき課題に関して。 
 ガバナンス、リスク。 
 法改正される場合の内容と影響。 
 今後のあらゆる法規制改訂に関する解説。 
 将来的なビジョンは何か。 

 

Q.5-4 日本人弁護士にこそ期待する役割 
 

                                                            
9 フィリピン経済特区庁 
10 左派系の労働団体 
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 日本語での明確な解説。 
 日本語での説明、日本の本社の為の日本でのセミナーや打合せ。 
 日本語による説明。 
 日本法との違いによってコンプライアンス上問題になる点を提示し

てほしい。 
 日本の法律との比較。 
 （フィリピン法・事情にうとい）本社側へのわかりやすい説明（日

比の違いいを分かりやすく）。 
 日本法体系とフィリピン法体系、運用の違いを説明。 
 フィリピンの法律についての説明、解説。 
 フィリピン労働法を解釈する和訳の書籍を出版してほしい。 
 フィリピンの弁護士に精通していて、問題別に即時紹介出来る事及

び専門用語の通訳・翻訳。 
 情報の発信、勉強会の実施です。 
 定期的なセミナーの実施。 
 セミナーなど接する機会。 
 法律の相談窓口を増やしてほしい。 
 コンプライアンス。 
 現場の運用視点に立った労務アドバイス。 
 建前（法記載）の部分と実際の部分のギャップ。 
 事例に基づいた活動。 
 問題が生じた時のサポート。 
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Q.6-2 出席したセミナーの内容 
 

 税務・会計基準関係。 
 今回の労働者派遣規制。 

 

 

はい
(17.1%)

いいえ
(82.9%)

Q.6 フィリピン人弁護士が英語で実施する法律セ
ミナーに出席したことはありますか。

平成２８年度調査研究



 

 

Q.7-2 期待するテーマ 
 

 税法・労働法関係。 
 労務関係、規制（規制緩和）の動向。 
 組合（KMU11）対策。 
 法令とその運用（解釈がわれるようなケース）について。 
 フィリピンの法解釈。 

 

Q.8 フィリピン人弁護士に期待すること 
 

 国・政府関係者との交渉。 
 法律の定義を明確にできるよう規制当局に働きかける。 
 人脈（判決が金で買えますので、顔が広い事）。 
 比国的考えを説明。 
 フィリピンで事業を進めるにあたってのリスクとオプションを明確

に。 
 会社側に立ち、まちがいのない判断（フィリピンの法に対し）。 
 法運用の実務と問題の解釈。 
 判例などの具体的な案件。 

                                                            
11 左派系の労働団体 

はい
(45.2%)

いいえ
(54.8%)

Q.7今後、フィリピン人弁護士が英語で実施する
法律セミナーに出席したいですか。
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 法令の運用・実践的な内容の説明。 
 煩雑な制度の要約、最新情報の早期展開。 
 実態に基づいた現実的なアドバイス。 
 具体的例の紹介。 
 正確な情報提供。 
 精度の高い情報。 
 フレキシブルな対応。 
 早急な対応。 
 迅速な進行、明確な説明。 
 リスクの減少。 
 勉強。 

 

Q.9 フィリピンでのビジネスが行いやすくするなるために何が変わるこ

とを望むか。 
 わいろの撲滅。 
 Under Table12をなくす。 
 治安改善、和平、法令運用が明確になること、行政手続のスピード

化。 
 治安改善。 
 インフラ、法。 
 インフラ整備。 
 交通。 
 法運用の透明性。 
 ルールの明確化（人によって言う事が変わらない）。 
 諸手続の明確化。 
 各当局間の政策・行政の一貫性を高めて欲しい。 
 わかり易く、安定したルール。 
 規制の緩和と公的機関の対応スピードアップ。 
 規制緩和と行政処理のスピードアップ。 
 クリーン（明解）な手段。 
 法人税の低減、汚職撤廃、公的申請プロセスの簡素化。 
 規制緩和。 
 外資規制緩和、外国人に不利な裁定の根絶。 
 PEZA13企業への優遇措置拡大。 
 正義が勝つ社会制度。少なくとも見た目だけでもその方向に向かっ

て欲しい。 
 政府機関の迅速かつ適切な対応。警察力の強化。 
 正社員のレイオフをしやすくなれば良いかと。 

                                                            
12 アンダーテーブルマネー、すなわち賄賂をいう 
13 フィリピン経済特区庁 
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 弾力的な労働力の確保。 
 

Q.10 フィリピンの法律問題に関して、日比の公的機関に期待すること。
 

 日本の公的機関に、現地進出支援の為、日訳を提供してほしい。 
 説明（具体的な）。 
 （英語でよいので）タイムリーな情報開示及びアクセスの環境。 
 明確なルールの提示。 
 ビジネスを行いやすい方向への法規制の整備。 
 あいまいな規則を明確なものにして欲しい。 
 フィリピンに進出しているメリットを消失させない処置。 
 注意事項の指摘。 
 汚職のない運用。 
 真面目に働いてもらう。 
 フィリピンの地を利用している会社の立場からすると正しく日本側

実情・法律を伝えてほしい。 
 今後の改訂の動きに対する共有及び外資進出企業の発展目的に反す

る場合の交渉等。 
 双方の民間企業の要望を理解頂き、両国政府間で改善に向け協議を

続けて頂くこと。 
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４．工業団地セミナー①（2016 年 9 月 21 日）後アンケート 

 

 
 

Q.1-2 セミナーの評価の理由（自由記載欄） 
 
 よく知らないこともあり、参考になった。 

 分からなかった事が明確になった。 

 現状極めてホットな問題であり、Q&A での説明も良かった。 

 簡潔で分かり易く、現状すべき点が明確になった。 

 Labor-Only Contract14の判定基準について参考になった。 

 Labor-Only Contract15について理解出来た。 

 頭が整理出来た。 

 英文での法は解読しにくく、分かり易く解説していただいた。 

 新しい情報が無かった。 

 知っている範囲の話であった。 

 
                                                            
14 労働力のみの請負 
15 労働力のみの請負 

非常に有益だっ
た

(27.3%)
ある程度有益

だった
(63.6%)

あまり有益
でなかった
(9.1%)

全然有益
でなかっ

た
(0.0%)

Q.1本日のセミナーの評価
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Q.2 セミナーの感想（自由記載欄） 

 
 人材派遣規制、フィリピン特有のことが参考になった。 

 Labor-Only Contract16の領域がよく理解出来た。 

 あいまいであった部分の復習となり、良いセミナーとなった。 

 法律の文章は一般人にはわかりにくい。定期を説明されても結局ど

うすればいいかよく分からない。工場の派遣従業員の雇用状況を、

現場を見ていただいて、これはいけない、こうした方がいいという

具体的な判断の仕方を教えてほしい。 
 

 

 
 
 

                                                            
16 労働力のみの請負 

はい
(72.7%)

いいえ
(27.3%)

Q.3顧問弁護士はいますか？
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Q.5 顧問弁護士の利用しやすさ（しにくさ）（自由記載欄） 
 

 実務経験に基づいたアドバイスをもらえる。 

 英語のみの対応（日本語対応ができない）。 

 意思が明確に伝わらない。 

 対処に関するアドバイスがない。 

 アポイントメントが取りにくい。 

 料金交渉が面倒。 

 

 

 

0 2 4 6 8 10 12

労働問題

会計処理

会社登記

犯罪・不正

その他

Q‐4.顧問弁護士によく相談する事項

0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

経験・実績・信用

実態をよく把握しているか否か

料金

意思疎通のしやすさ

その他

Q.6 フィリピンでの弁護士選定の際に重視する事項（自
由記載欄）
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Q.7 フィリピンの法律やその運用がわかりにくいと思った具体的エピソー

ド（自由記載欄） 

 D.O.18-A17に関して、法律と実際の運用が合っていなくても、非公

式には認められている。 
 法律と運用が乖離していたり、そもそも運用ができていないことが

ある。 
 法の内容・運用が不明確で判断に迷う。 

 通知に詳細が規定されているルールが多く、分かりにくい。 

 

Q.8 フィリピンの法律事務所の利用しやすさ（しにくさ）を感じたエピソ

ード（自由記載欄） 

 フットワークが良い。 
 言葉の問題で、意思疎通がうまくいかないことがある。 

 

Q.9 フィリピンにおける日本人弁護士の需要についての意見（自由記載欄） 

 日本的な考え方を持って、フィリピン弁護士に指示してもらいた

い。 
 労務系の問題に対処する際は、特に貴重だと思う。 
 日本語による解説が大変助かる。 
 フィリピンの法律について日本の本社に説明するのが難しいことが

多いので、日比双方の法律に通じた方が居れば頼もしい。 
 

Q.10 ドゥテルテ政権発足の影響により困った/恩恵を受けたエピソード

（自由記載欄） 

 派遣業をしており、派遣社員に関する規制について非常に困ってい

る。 
 今回の派遣社員に関する規制、賃上げの方針に困惑している。 
 D.O.18-A18の問題は大変悩ましい。 
 PEZA19・投資（外資）誘致政策がまだ見えない。 
 急な解釈や運用の変更により混乱している。 

 

                                                            
17 労働雇用省令 2011 年 18‐A 
18 労働雇用省令 2011 年 18‐A 
19 フィリピン経済特区庁 
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Q.11 日本人弁護士に期待する日系企業無料支援イベントを教えてくださ

い。 

 フィリピン法に関するセミナー。 

 

Q.12 今後期待するセミナーのテーマ 

 会社法及び税制度（特に日本の本社への利益の戻し方）。 

 

Q.13 (企業とは関係なく）プライベートでフィリピンで困った出来事とそ

の時の対応 

 交通渋滞。特に今年（2016 年）に入ってから酷い。 
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５．工業団地セミナー②20後アンケート 

 

Q.1-2 セミナーの評価の理由、セミナーの感想 

 法律上のこと、運用上のことがある程度見えた。 

 日本語でのセミナーというのが最大のメリットでした。 

 現在の状況がよくわかった。 

 これまで情報源が社内スタッフのみであったので、正しい情報かどうか判断

しにくく、とても有益な機会であった。 

 とても分かりやすかったです。 

 

 

                                                            
20 2016 年 10 月 19 日実施 

非常に有益であった
75%

ある程度有益であった
25%

あまり有益でなかった
0%

全然有益でなかった
0%

Q.1 セミナーの評価

はい
100%

いいえ
0%

Q.2顧問弁護士はいますか？
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Q.3 顧問弁護士によく相談する事項は何ですか？ 

 労働組合対応。 

 労務問題（組合問題）。 

 

Q.4 顧問弁護士の利用のしやすさ又はしにくさを感じたエピソードを教

えてください。 

 日本人窓口はいないが、こちら側もローカルスタッフ中心なのでかえっ

て都合がよい。 

 ローカルスタッフに一任しており、必要に応じて利用しております。 

 

Q.5 フィリピンで弁護士選定の時に何を重視しますか 

 コネ。 

 情報源の広さ。 

 実践的な動き方。 

 実績。 

 コスト。 

 対応。 

 

Q.6 新政権発足の影響により困った又は恩恵を受けたエピソードがあれ

ば教えてください。 

 ルールを厳格化するのはいいことだが、現場が追い付いていないように

思う。 

 ENDO21は困っています。 

 現状、新政権による恩恵は特にありません。 

 製造業にとっては、新政権によるルール厳格適用は混乱を引き起こし困

っています。 

 

                                                            
21 Endo of Contract。契約期間満了を原因とする雇用契約の終了。 
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Q.7 フィリピンの法律やその運用が分かりにくいと思った具体的エピソ

ードを教えてください。 

 全てがあいまいでわかりにくい。 

 社名変更の際に普通に申請したら却下され、法律事務所を通じて説明、

説得をしたら OK でした。 

 

Q.8 フィリピンの法律事務所の利用しやすさ又はしにくさを感じたエピ

ソードを教えてください。 

 基本はローカルスタッフに一任しております。 

 

Q.9 フィリピンにおける日本人の弁護士の需要についてご意見をお聞か

せください。 

 今のところローカルの弁護士事務所を使用しており、なんとなく回って

います。 

 わけのわからない法律とその運用の中では、言葉の壁は否めず、ローカ

ルスタッフも説明に困ることがあるため、日本人の平易な言葉で理解で

きるメリットは大きい。 

 基本的には法律マターはローカルスタッフが英語で対応しているので、

ルーティーンの内容や簡単な内容についてはむしろ英語で日本人抜きで

やり取りしてもらって構わない。でも大きな問題が出てきたときには日

本人駐在員が関与しなければならないので、日本語で話ができる日本の

弁護士は力になりそう。 

 フィリピンは法律が複雑なので日本人の弁護士がいると助かる。 

 

Q.10 今後期待するセミナーのテーマを教えてください。 

 人材派遣規制のアップデート。 

 人材派遣規制と ENDO22。 

 法改正情報。 

                                                            
22 Endo of Contract。契約期間満了を原因とする雇用契約の終了。 
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 労働組合対策。 

 

Q.11 日本の弁護士に期待する日系企業支援無料イベントを教えてくださ

い。 

 セミナー。 

 セミナー。 

 日本語セミナー。 
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６．会計事務所・コンサルティング会社アンケート23 

 
 

 

 

                                                            
23 2016 年 10 月実施 

会計事務所
80%

コンサル会社
20%

Q.1貴社は会計事務所・コンサルティングファームのいず
れに該当しますか？

1名
25%

2名
0%

3名
25%

4名
50%

Q.2 日本人のフィリピンオフィス在籍数
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0名
80%

1名
[PERCENTAGE]

Q.3日本語が話せるフィリピン人の数

[CATEGORY NAME]名
[PERCENTAGE]

[CATEGORY NAME]名
[PERCENTAGE]

[CATEGORY NAME]名
[PERCENTAGE]

[CATEGORY NAME]名
[PERCENTAGE]

Q.4日本の会計士・税理士有資格者人数
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0名
100%

Q.5日本法弁護士数

0名
40%

3名
20%

5名
20%

30名
20%

Q.6 フィリピン法弁護士数
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0名
100%

Q.7外国法弁護士数

100%
20%

99%
20%

20%
20%

8%
20%

無回答
20%

Q.8日本企業顧客割合

平成２８年度調査研究



Q.9 感覚的な数字として、日系企業顧客から依頼を受けた（メールなどの

やり取りを除く）作業についての日本人の関与する割合を教えてくださ

い。 

 案件によりますが、設立や単発では 50%, 月次の会計業務は 30%程度

です。 

 50％ 

 5%程度 

 5％ 

 95% 
 

Q.10 感覚的な数字として、日系企業顧客とのやり取り（会議、電話、メ

ール対応）に日本語が使用される割合を教えてください。 

 案件によりますが、設立や単発では 70%, 月次の会計業務は 30%程度

です。 

 40% 
 10% 

 40％ 

 60% 
 

 

5%
25%

10%
25%

20%
50%

Q.11成果物の日本語割合
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Q.12 日系企業の対応で困難を感じた経験がありましたら、差し支えのな

い範囲で具体的に教えてください。 

 海外に出ても、日系会計事務所に依頼しているため、いわゆる日本人

感覚ですべてを任せられ、主体的に動いてくれない点。担当者が営業

担当の方が多く、管理の方が間に入らないときはコミュニケーション

面で困難が生じます。 

 日本の会計事務所の品質を要求される。 

 成果物に関係の無いことに費やす時間が多い。 （中間報告、連絡など） 

報酬が他国よりもかなり低水準なのに、それでも金額の根拠を説明さ

せられることが多く、非常に非生産的。 

 現地担当者の方や本社の方が英語ができないことです。 
 

 

 

Q.13-2 上記回答に関し、差し支えのない範囲で、具体的なエピソードを教

えてください。 

 ルールありきではなく、他社動向のみで判断しようとする点。 

 コンプライアンスを遵守する意識は高いが、詳細が明確となっていな

いルールもあり、会社の状況を見て、リスクとの兼ね合いで、各意思

決定を行っている。 

 税務に関する対応が弱い。 

非常に高い
0%

まあまあ高い
75%

少し高い
[PERCENTAGE]

非常に低い
0%

Q.13日系企業のコンプラ意識の印象
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 フィリピンにおける労働の対価に対する日本側所得の、フィリピンに

おける合算申告は半々。 

 

Q.14 顧客から受ける法律相談について、①よく受ける相談内容及び②ど

のように対応するかを教えてください。 

 ①労務問題、②法律事務所に紹介。 

 よく受ける相談は 6 割 4 割の株保有について。弁護士を紹介する。 

 労務関連・Visa 関連。弁護士事務所に質問。 

 労働問題。 

 設立時に会社法の規定。投資の規制。 2.知らないことであればフィリ

ピン弁護士に聞いて回答する。正確性を担保するために、できる限り

法律の原文まであたる。 
 

 

 

  

はい
20%

いいえ
80%

Q.15日本の弁護士を貴社で雇いたいですか？
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Q.16 フィリピンで日本の弁護士が法律事務所で活動する場合、日系の会

計事務所・コンサルティング会社の取扱業務と重複しえますが、棲み分

けができると思いますか 

 

 

 

Q.16-2 Q16 の回答の理由（自由記載欄） 

 案件の性質により、どちらがより適切か判断し得るかと思います。 

 結果成果物が同じなので違いはないかと思います。ただ会計事務所の

ほうが費用がやすいのではないかと思います。 

 強みとしている分野が異なるため。 

 ノミニーの役員や秘書役業務は会計事務所では提供できない。 

 市場規模と需要の割に供給が足りていないと感じるから。治安等イメ

ージが悪くて、フィリピンに住みたいという日本人が現状少ないと感

じるから。 
 

はい
80%

いいえ
20%
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Q.17-2 Q17 の回答の理由（自由記載欄） 

 フィリピンの法務は複雑であり、今はまだ表面化していない法務問題

が多数生じていると感じています。 

 ある程度競争になるとよいかと思います。 

 日系企業が困っていることが多いため。 

 日本語でリーガルの問題を求められてことがあるため。 

 日本語対応が楽なので。また、フィリピンの弁護士のレベルも上がる

のではないかと思います。 法務以外にも、コンサル案件等にその能力

を発揮していただくチャンスは多いのではないかと思います。 
 

Q.18 フィリピン人弁護士の活用に当たり困難を感じた場面を教えてくださ

い。 

 変にプライドが高い点。 

 業務範囲外の事項について柔軟性が乏しいことが多い。 

 人により当たりはずれが激しい。（いい加減な人も多い） 

 法律用語を英語で聞いて難しいと感じること。質問に対して間違った

回答をもらうこと。 
 

期待する
100%

期待しない
0%

Q.17日本法弁護士のフィリピン進出への期待

平成２８年度調査研究



Q.19 フィリピン人弁護士は活用しやすいと感じたエピソードをお聞かせ

ください。 

 ミーティングの雰囲気が良い。 

 フィリピンの法律に精通している。 

 人件費が安いこと。一般の方と比較してよく勉強をされており、論理

力があるので話していてギャップやストレスが少ないこと。また、学

ぶ意欲や挑戦心が強いこと。 
 

Q.20 フィリピンでは法、制度が適切に運用されていないと感じたエピソ

ードがあれば具体的に教えてください。 

 担当者に周知徹底がなされていない点。 

 BIR でも回答する人間によって違うことがあったりグレーな部分が多

い点。 

 脱税関連。 

 当局対応が時に気分で行われている。 

 人が殺されても、警察の捜査が十分に行われないこと。飲酒運転が多

いこと。交通違反も少額の賄賂で見逃されること。 

 今回の人材派遣規制のように急に政府の対応が変わること。 

 人によって説明内容が違う。 
 

Q.21 フィリピンの法律問題、司法制度についてご意見をお聞かせくださ

い。 

 フィリピンの実態に則したルールの整備を望む。 

 きちんと機能しているのか疑問。 
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第 2 在留邦人24 

 

 
 

 

 

                                                            
24 2016 年 9 月及び 10 月にアンケートを実施 

メトロマニラ
82%

その他ルソン
12%

ビサ
ヤ
4%

ミンダナオ
[PERCENTAGE]

Q.1居住地域
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駐在（帯同家族含）

起業

現地採用

学生

フィリピン人の配偶者

出張

観光

リタイアメント

その他

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90

Q.2フィリピン滞在目的

1年未満
11%

1年～3年未満
35%

3年～5年未満
17%

5年～10年未満
18%

10年以上
19%

Q.3 フィリピン滞在期間
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とても信頼できる友
人あり
46%少し信頼できる友人

あり
43%

あまり信
頼できな
い友人
10%

友人なし
1%

Q.4信頼できるフィリピン人の友人の有無

とても信頼できる友
人あり
66%

まあまあ信頼できる
友人あり
24%

あまり信頼できない
友人あり

6%

友人なし
4%

Q.5信頼できる日本人の友人の有無

平成２８年度調査研究



 

 

 
Q.7 フィリピン生活でストレスを感じる事項 

 
 渋滞。 
 交通渋滞。 
 治安。 
 欲しい物が手に入らない。 
 言語の壁。 
 食べ物。 
 行政の対応、渋滞、労働者に優位な労働法になっていると感じていま

す。 
 渋滞、マナー文化の違い。 
 医療面。医者がいない時がある。食事面。日本の食材が手に入らない。 
 いちいちリクエストしないと立て替え金とかが返って来ないこと。考

えが浅い。 
 物事がスムーズに進まないこと。 
 文化や習慣。 
 渋滞。そして日本の様に安全ではないこと。 
 常識の違い。 
 遅い、すべてが。。。 

とても快適
32%

少し快適
59%

あまり快適
でない
8%

全然快適でない
1%

Q.6フィリピン生活の快適さ
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 時間やスピード。 
 人々の公共精神の欠如、遅れたインフラ。 
 物事に時間がかかる、渋滞がひどい、空気が悪い、町が汚い、美味し

い物があまりない。 
 渋滞、手軽にヘルシーな食事を取れない事。 
 インターネットの速度。 
 もう諦めてはいますが、物事が効率よく進まないこと。 
 考えが浅く要領が悪いのにプライドばかり高く、何かにつけて言い訳

をするフィリピン人の国民性。 
 緊急の病気や事故での対応。 
 なんでも日本と比べるからストレスになる。 
 行政、民間全てにおいて一般人に対するサービスの貧弱さ。 
 日本人駐在員のフィリピン労働法軽視。 
 渋滞、ネットの遅さ。 
 カスタマーサービス全般。 
 フィリピン人の嘘、チスモソ、いい加減さ。 
 不衛生。 
 大気汚染と渋滞です。 
 日本人で集まった時のフィリピン人への文句と蔑視。 
 語学。 
 扶養家族以外の兄弟や親戚の金銭問題。 
 タバコがカジノや店で吸えなくなってきたこと。 
 私の人望がないのか自分勝手な従業員。 
 対人関係、学校での告知なき突然の変更。 
 同胞を食い物にする輩が多い。 
 文化の違い。 
 日本のように生鮮食品を容易く購入できないところ、在庫が安定して

いないところ、早朝や深夜まで続くコンサートや工事等の騒音、渋滞。 
 渋滞、スタッフ。 
 時間にルーズなところ。 
 通信環境をはじめとするインフラ全般の貧弱さ。 
 交通の面。 
 交通事情。 
 渋滞、遅刻。 
 不衛生、賄賂、犯罪、ぼったくり。 
 衛生面。ゴキブリが多いこと。 
 生活習慣とタガログ語の会話。 
 文化の違い 宗教の違い 教育レベルの。 
 色々なロケーションでの待ち時間、道の歩きづらさ。 
 色々な手続に時間がかかる。店舗に在庫が無いことが多く、いつ入っ

てくるか分からない。フィリピン人が約束を守らない。 
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 フィリピン人が「他人を待たせる」のに無頓着なこと。 
 交通の不便、言葉(タガログ)、一人歩き。 
 排気ガスと空気の汚さ。あの排気ガスは整備不良車のせいでしょう

か。。 
 フィリピン人は非常に自己中心的なところが嫌になります。 
 郵便局が信用ならない。日本に送れる物に制限がある。 
 ビザの更新の面倒さや日本の食材が手に入りにくい、契約しているケ

ーブル TV に日本語のチャンネルがないなど。 
 すべてにおいて時間と手間がかかる・・・。 
 フィリピンタイム。 
 対応の遅さ。 
 渋滞、各公的手続き。 
 交通渋滞、文化の違い。 
 日本人社会のコミュニティーが狭いこと。日本食材を買う際に何か所

か行かないと食材が全部揃わないこと。 
 なにごとにも待たされる 
 渋滞、あらゆるサービスの質（遅延など）。 
 治安、社員。 
 物の入手。 
 空気の汚れ、渋滞。 
 自由に交通機関を利用できないこと(治安面で会社から止められている)。

言葉の問題。 
 英語圏ではありますが、タガログイングリッシュによる不理解がある

時があります。 
 移動、病院、処理の遅さ。 
 人のだらしなさ、適当さ。 
 治安の悪さ。 
 老後の生活への不安。 
 言語。 買物へ行き、品切のことが多い。 
 医療機関。 
 時間通りに進まないこと。 
 フィリピン人の公私混同をする考え方、タカリ文化。 
 大多数の人が争いを避けるためにノーと言わないが、実際にはノーと

いうことを先延ばしにしているだけで意思決定しないところ。 
 サービス、仕事のルーズさ。 
 待たされる事。 
 役所業務・銀行業務の遅さ 交通渋滞。 
 時間感覚の違い。 
 趣味やテイストが異なる点。 
 渋滞、フィリピン人。 
 渋滞、フィリピン人の遅刻、あいまいさ。 
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 交通渋滞、公共交通機関の未発達。 
 渋滞、仕事の遅さ、公共の場での身勝手な行動。 
 通勤時の車の渋滞。 
 渋滞、不安定なネット環境、忘れっぽいフィリピン人、学習しないフ

ィリピン人、いい加減な管理システム、とにかくアナログ。 
 渋滞 / 常識でないと感じる行動。 
 時間感覚。 
 渋滞、車のクラクション、あらゆるサービスの遅さ（スーパーのレ

ジ・飲食店の会計など）。 
 インターネットと交通。 
 住居に湯船がないこと。 
 排気ガス、飲み水、治安。 
 複数人が横並びに歩くところ(友達３人が喋りながら横に並んで歩いて

いるところ)、交通渋滞。 
 狭い日本人駐在社会。 
 手続きが予定通りすすまないこと。 フィリピン人が適当な嘘をつくこ

と。 
 交通渋滞、インターネット、サービス提供の遅さ、機転の利かなさ、

役所の処理の遅さ。 
 現地採用の中での将来の不安。 
 日本人の感覚をわかってもらえないこと。 
 予定通りに進まないこと。修理屋のドタキャン。 
 安全面。 
 フィリピンの日本人社会。 
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Q.9 フィリピンで一番困った出来事を具体的に教えてください（①トラブ

ルの内容、②相談先、③対応方法、④弁護士の必要性） 
 

 アンダーマネーを要求される。 
 タクシーでのぼったり。 
 従業員の不正。 
 フィリピン人にお金を貸してと頼まれた。 
 遅刻が治らない従業員がいるが、遅刻をすること自体ではなく、約束

を守らない、信頼を裏切るといった一つの事象に対して付帯するリス

クを理解してもらえない。自分担当のプロジェクトなのに遅刻をして

きて、責任を感じない。それを責めると自分が犯した事を棚に上げて

全てを忘れて、逆ギレをする。フィリピン人の友人や日本人の友人、

コンサルタント等に相談し、ワーニングを出すも、深刻な時は全く治

らず苦労をした。 フィリピン人顧客が殺人事件の犠牲者になった。犯

人も原因わからず、 自分達にも身の危険が考えられたため、セキュリ

ティ会社に協力を依頼。一番危険なのはローカルの担当者であると指

摘されたため、ボディガードはその従業員につけさせ、毎日厳戒態勢

非常に理解しやすい
16%

まあまあ理解しやす
い
58%

少し理解しにくい
25%

非常に理解しにくい
1%

Q.8フィリピン人の考え方の理解しやすさ
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で出勤をした。警察は麻薬常習犯の犯行であると断定しようとし、事

件をうやむやにされそうになった事も聞き、危険を感じながらも直接

被害者家族から事情を聴き、自社が無関係である事を確認し、警備体

制を解いた。 
 妊婦検診を予約したが、予約当日担当の医者がいないことが多々あっ

た。また別日に他の医者で予約したら、いつもの 5 倍の値段を請求さ

れた。日本人ヘルプデスクに相談しようとしたが、人員不足でその病

院にはフィリピン人しかおらず、納得のいく答えがもらえなかった。

結果、5 倍の値段を払った。どちらが基本の値段になるのか、料金体

系が分からずに困った。 
 きちんと働ける運転手、メイド探し。 
 それほど困ってないが、契約書の内容の解釈について見解の一致。従

業員として享受できるベネフィットの説明がされていない。 
 コンドミニアムの解約に関するトラブル。 
 一度、日本人４人で飲み会帰りに午前４時ごろ（夜中に歩いていた私

たちがダメだったのですが）パソンタモ通りで逃げても逃げてもシャ

ドーのかかった怪しい車にずっとゆっくりつけられて、とても怖い思

いをしました。その時はローカルのカンティーンに逃げ込んで、フィ

リピン人が助けてくれました。 
 水道の請求額がひどく高かった。メイド部屋のトイレが水漏れしてい

た為だったが発見までに時間がかかった。 しかも、請求書が手元に来

ず、オーナーは海外滞在中でブローカーは働かず機能していなくて、

部屋のトラブルがある度に、対応してもらえない時期があった。 
 フィリピン国内旅行中に現地で雇ったドライバーと身内が支払い金額

についてもめた時。この国から出ていけ！と脅されたこと。結局、予

定より多く支払い納得してもらった。 
 日々の生活情報、勤務先の日本人の同僚、ネットや現地スタッフから

の情報収集。 
 2 ヶ月前に 再申請した 運転免許証がんプラスティック不足のため 未だ

もらえていません。 
 特に大きな問題はない。 
 日本から送付した大量の荷物の所在が分からず往生した。当地の郵便

局が荷物の宅配をしないと知らず、日本からの引っ越し荷物をすべて

郵便局経由で送ってしまった。現地についてから局留めになると知っ

たが、そもそもどの郵便局にいつ届くのか皆目見当がつかなかった。

マカティ中央郵便局に電話をし、直接出向いて事情を説明して荷物が

確認され次第連絡をくれる様に依頼したが、その後しばらく連絡がな

くやきもきした。結果としては無事に郵便局から連絡があり、引取り

は某日系企業のお力を借りて完遂できたが、日本と同じサービスがフ

ィリピンに存在すると思い込んではならないと感じた。 
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 コンドの向かいの部屋のアラームが 1 週間止まらなかった事。不動産

会社に解決して貰えました。 
 特に大きなトラブルに見舞われたことはありません。 
 キャッシング被害にあった 
 ビザ、友人フィリピン人弁護士か助けてくれた。 
 日本人コンサルタントや経営者に騙されたこと。 
 就職先で労働ビザを支給されず、ドーレの摘発に遭い現場から逃げ出

した事。 
 金を貸したがかえって来ない。 携帯を盗まれたことがある。 
 フィリピン人の親は日本で言う子供への義務を果たせ無くても平然と

している。生活力が無くても何の引け目も感じない。子供が学校に通

うことが出来なくても申し訳ないとも思っていない。 
 誤解から拳銃で殺されそうになった。 
 賃貸契約をしたが、予定日にオーナー側の理由で、入居できなかった。 

オーナー側からのキャンセとなりったが、保証金や前家賃の返還が、1
ヶ月後となると、理由を聞くと、身内や仕事でお金を使ってしまい。1
ヶ月後でないと支払えないとの理由。 通訳を雇い、即日返還しないと、

テレビ等の動産を担保でもって行く旨の念書を交わし、5 日後に返還

してもらいました。 念書の内容は、5 日後に返還しない場合は、動産

を押さえる旨、バランガイキャプテンにこの事実を相談する旨を記載

し、お金の受け渡しは、銀行へ振り込みしてもらう内容です。 お金の

受け渡しを、直接貰いに行くと 何をされるか解らない為、振り込みに

しました。 正直、半分は返還を諦めていましたが、 返還され解決しま

した。 
 思考の違い。 
 拉致 誘拐。 
 風邪をひくと咳が残ること。その後軽い肺炎になりました。 
 働いている現地の会社で、Visa を取るのに時間がかかった。 
 配偶者との結婚無効裁判に 10 年経過もまだ終わらない。 
 タクシーがメーターをつけておらず、到着時にボッタクリ価格を提示

したので、抗議した際、ドアロックされた。電話で助けを呼ぼうとす

るまで一切値引きに応じず、行き先ホテルの手前の暗い路地に入られ、

夜だったしもろもろ危険を感じた。 
 従業員から数回不当解雇で労働省に訴えられ、召喚状がきた。 相談先 

付き合いのある某省の副大臣に相談した。 対処方法 副大統領府専属

の法律事務所を紹介され、主任弁護士及び労働法専門の弁護士、労働

省のコミッショナー、判事とミーティング。一応裁判の形式を取った

が、すべて無罪判決がでました。費用はかなりまけて頂きましたが、

一件につき 15 万ペソ位かかりました。 
 金をフィリピン人に貸しても返ってこないこと。 
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 選挙後の混乱(大統領からバランガイキャプテンに至るまで頭が変われ

ば常に混乱が生じる) 特にビジネス絡みだとトップが変わるたびに面倒 
 お金を貸して欲しいが為に ウソの話をする。学校へ提出するお金を盗

まれた。貸した物を返さない。すぐ、心変わりする。 
 同胞による詐欺。 
 日本人を金持ちと考え近づいて来る輩によるトラップ 似非(と思われ

る)警官の恐喝に近い行為。 
 部下に時間感覚や責任感が無い。 
 車の売買での名義変更。 
 理由なく約束がキャンセルされること。 
 借りているコンドミニアムのブローカーとオーナーに騙された事。 
 お金を貸してください。とフィリピン人に車を担保にするからと頼ま

れ承諾。40 万ペソ貸した、その後音沙汰なし、行方不明、1 年 6 ケ月

経過、車検が来たから申請に、そこで盗難車と判明、こちらが犯人扱

いされた。借用書と相手のパスポートを知り合いの警察官を通じて提

出し写真は取られる、覚書に署名させれれる、時間とプライドを傷つ

けられて無罪放免。車の所有者が当地の弁護士だった、裁判で 15 年が

最高刑と脅されたり。人生色々な事があるものです、うかつに信用し

ないこと、注意しないと。 
 エアコン、洗濯機が壊れた際に、修理スタッフが約束日時に来ない、

連絡もない事が続き修理が進まなかった。再三連絡し、オーナーサイ

ドからもプレッシャーをかけてもらい何とか修理にこぎつけた。 
 不良在日朝鮮人に日本で上手い話しでフィリピンでフィリピンの女と

共謀で全て取られました。Japan サープラスをやってました。 
 ①出国時にビザの更新ができていなかったせいで足止め②日本人エー

ジェントに依頼③高額なペナルティーとエージェント手数料を払いビ

ザ更新手続き完了（2 か月間）まで滞在せざるを得なかった④相談だ

けでもできれば安心できると思う。今回はエージェントの言うことが

本当かどうかわからず、ただ待ち続ける日々だった。セカンドオピニ

オンが得られなかった。 
 ①住居（家電が故障してもなかなか修理に来て貰えない。冷蔵庫が３

週間使用できなかった）②会社の上司 ③上司より不動産仲介会社に連

絡をしてもらい、対処してもらった。④この場合はない 
 小さい出来事ですが、毎回雇うメイドについて困ることが多いので記

載します（全員ではありませんが）。 彼女たちは、サブディビジョン

の中へ入って来て、各家庭を廻り、メイドの仕事を探しています。そ

のほとんどが、生活に困っていると切々と訴えてくるものですから、

つい数日雇って様子をみようと思い、雇ってしまいますが、毎回同じ

ような問題がおこります。 【困った問題】 （1）時間にルーズ（仕事

の始まる時間に来ない。遅れて来ても言い訳をすれば通ると思ってい

る。仕事の途中で突然帰る。） 、（2）頼んだ仕事を終わらせるのに
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時間が掛かりすぎる（テレビを見ていたり、携帯でテキストをしたり、

何もしないで座っていたりして、仕事に集中しない。）。  （3）雇

って何日もしないのに、借金をさせてくれと言いはじめる。金を貸し

てくれなければ辞めると、逆に脅してきます。それでは辞めてくださ

いと言うと、働いた金を払えと、例え半日しか働いていなくても 1 日

分を要求します。次に交通費も掛かっているとか色々と難癖をつけて、

少しで多く金をまきあげようとします。 （4）辞めたあと（特に数日

で辞めるメイドは要注意です。）隠してあった現金や、携帯電話など

を見つけ出し、盗んでいます。 日本人では、このような問題をどこへ

も持っていけないことが解かっているので、人の良さそうな日本人の

家庭を狙って、言葉巧みにメイド職を得て、盗みを働いているように

思われます。 
 この国のシステムが良くわからない わかろうともいしないことが問

題か？ 
 弁護士事務所に預けていた重要な登記書類を紛失された。 
 ①重要幹部への脅迫事件、②顧問弁護士、保安コンサル、③合法的に

円満に原因を排除（詳細は極秘）、④弁護士の支援をえて合法的に対

応ができた。 
 ①急遽日本帰国の入出国時の手続き(就労許可手続きが途中だった

時)②会社/会社の弁護士③書類の作成④必須 
 ゴキブリが多い。なぜか家の中でコバエがわく。現地ローカル不動産

屋の対応がひどすぎて話にならない。 
 お金を貸したらあげたと思え、例え親戚でも、というところ。今まで

何度も貸して返ってこなかったことがありました。 
 ①仕事上であらぬ疑いをかけられ逮捕寸前に。②なし③会社に任せる

しか・・・④必要だったと思う（最終的には会社の弁護士が処理） 
 まだまだ現地採用の給与が低過ぎる。 
 BIR25 
 人間関係、交通事故 
 役所手続きがスムーズに進まない 
 ①コンドミニアムのエージェントが契約終了後敷金（デポジット）を

返してくれなかった、②同僚、③直接交渉、➃なし 
 今までに困った出来事は発生していません。 
 ① 携帯紛失（タクシーでの置き忘れ） ② 特になし③3 データ消去 ④ 

なし 
 日常の些細なことなので特筆事項なし。 
 ドライバーの解雇 当社のローカルスタッフ 解雇に至った 気軽に相談

出来ればかなり助かる。 
 今のところあまり困った事には遭遇していません。 
 ①鞄を盗まれました。② 妻 ③クレジットカードの停止 ④無し 

                                                            
25 内国歳入庁 
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 ①自宅に泥棒が入った②夫の会社③警察を呼んで対応、鍵の強化④
相手が確実ではないので弁護士は不要 

 ①スタッフの雇用問題 、生徒の就学許可証②弁護士③話し合い、

separation fee26 ④ 絶対必要 
 フィリピン人義母との関係。嫁姑問題なので弁護士の必要はなし。 
 特になし。日常の仕事のストレス。 
 対応方法 
 特にない 
 ①メイドに辞めてもらうよう伝えたら「訴える！自分の名誉のために

戦う！」と言い張った。 ②英語達者でフィリピン人の知人が多い友人。 
③②の友人に説得してもらったが困難だったため、バランガイで調書

を作成。後日話し合いを行なったときには、コンドミニアムのガード

マンに立ち会ってもらった。メイドは大人しく要件を飲んだ。 ④無し。

が、②の友人が知人の弁護士に相談してくれていた。 
 ①子どもの病気、川崎病になったがフィリピン人のドクターでは診断

してもらえなかった②2 日本人会の〇〇先生 ③すぐに日本に帰り検査、

診察。 
 ①ドライバー雇用②会社の総務③会社から弁護士相談④必要であっ

た。 
 ①日本からの荷物が届かない ②会社の同僚 ③郵便局へ直接電話 ④な

し。 
 ①試用期間中の従業員の解雇 ②顧問弁護士事務所 ③解雇 ④必

須。 
 ①現在カード詐欺っぽいのにあってます。身に覚えのないカードが作

成され使われているが銀行から詳細が提示されない。ローンができな

かった 。②銀行 ③問い合わせてサインの確認をしたいが出てこない。 
④あるかもしれない。ぶっちゃけ費用がわからない  

 今のところありません。 
 メイドからの過度な要求。 
 制度はあっても弁護士を含めた運用が適当。 
 ①コンドミニアム内の故障について②知人の日本人③交渉を繰り返す。

④当面必要ない。 
 ①税務監査 ②会計士 ③会計士のアドバイスに従う。 ④紛糾す

ると税務専門の弁護士が必要な場合もあり得る。 
 MRT27で財布を盗られ、翌日のフライトで ACR カード28が無く飛べな

かったこと。 
 インフルエンザに罹ったこと。 

                                                            
26 解職手当 
27 マニラ・メトロ・レール。公共交通機関 
28 外国人登録カード 
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 ①野良犬に噛まれて出血  ②病院の Japan Desk  ③狂犬病の殺菌措

置?と破傷風の予防接種  ④不要。 
 お金を貸したが泣き寝入り。怖いので放っておいた。 
 労働問題等。 
 ①送金の遅延  ②日本人友人  ③ 日本人友人に円をペソに換金して

もらう。  ④現状不要。 
 隣の部屋で排水溝が逆流して、朝起きたら自分の部屋までほとんど浸

水してたこと。 
 トラブルになったら、どこに相談すればいいのかわからない。(相談先) 
 交通渋滞。 
 夫と同じ会社の人の奥さんに露骨に村八分にされる。 馬鹿馬鹿しくて

相手にしたくないが、夫や子供のこともあるので仕方なく集まりに顔

を出している。 狭い社会だから日本人には相談できない。 
 ①従業員が退職時に過重労働として追加の給与の支払を請求  ②現地

弁護士  ③逆訴訟を起こす旨の文書を送付したところ、結果、和解  
④逆訴訟の旨の文書の作成等。 

 市役所などの手続きで窓口の人が行くたびに違うことを言う。友人に

相談したがそういうもんだと言われ、諦めて気長に付き合った。 

Q.10 フィリピンで、日本人同士のトラブルを経験したことがある人は、

差し支えのない範囲で具体的に教えてください（①トラブルの内容、②
相談先、③対応方法、④弁護士の必要性） 

 進出当初、ある会社との契約を仲介していただき、契約金、保証金な

どの名目で相当額のお金をお支払いしました。実際の契約内容と異な

った対応だったので仲介に入った日本人に連絡しましたが対応が悪く、

そのうちにその会社が倒産しました。支払った契約金や保証金を取り

戻すために裁判をしようということで別の日本人にアドバイスを受け、

ここでも裁判費用ということで数百万円の支払いをしました。裁判手

続きもされてないことを感じたので、これ以上この日本人とは付き合

わないようにしました。  
 度重なる不祥事で解雇した日本人に逆恨みをされて、フィリピン人を

使って 殺害予告のメールや電話がきました。当面は家からも出ないよ

うにしていました。同じような被害を受けた人やそういう嫌がらせ行

為をサポートしている人がいるという情報を知り解決策として電話や

メールの対応しないようにしていると、連絡はなくなりました。 
 友達ママ同士のトラブルに若干巻き込まれた。 
 某有名 日本人起業家に、日本行きのチケット買うお金がないと 借金を

頼まれた。 
 共通のドライバーさんを巡って、評価、認識が違い、雇用するかどう

か対立した。 
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 事業に投資した金で会社の資材を購入したが全く利益を貰えないまま

行方不明。 
 ビザをくれない会社は従業員の給与踏み倒しも含め摘発され半年で見

切りをつけ、内部の知り合いに誘われ転職した。次の会社では 13 ヶ月

給与や残業代不支給だったのですが戦いの末に 13 ヶ月給与は勝ち取り、

その後就職斡旋業者に申し込み、ビザの問題と 13 ヶ月給与、残業代が

やっと保障された。でも 1 年契約。。 
 日本人が日本人からビジネスで儲けようとする輩が少なくない。 
 在住邦人にセットアップに掛けられそうになった（後で知った）。 
 知人が日本人経営の英語学校に 1 週間留学した際、授業が実質 4 日し

かないにもかかわらず、SSP29とテキスト代として現地で 10,000 ペソ

請求された。 この費用は日本で学校に申し込む際に予め必要な費用と

して通知されておらず、現地に来てから請求された。カードでの現金

引き落としも試みたが対応しておらず、現地での生活費に困る状態に

なってしまった。 他の数名の生徒も同様に請求され、予め言われてな

いから現金がないと申し出たところ、現金を持ってこないのが悪いか

らカードで現金をひきおろすよう言われたと、かなり怒っていた。 知
人の学校だけではなく、他にも同様に現地に来てから追加料金を請求

され、生活費がなくなり困ったという話を耳にしている。 各英語学校

は、1 週間未満の滞在者に SSP30をきちんと申請しているのだろう

か？英語学校の事前の金銭の説明不足で慣れない海外の ATM での現金

引き落としなどは、トラブルを誘発するのではないかと不安を感じた。 
 同業者からのインターネットを使った悪意のある書込み。 また、相手

の日本人も観光ビザで働いていたり、事業許可証にかなりの部分不足

がある方が多すぎる。その事で逆恨みされても困ります。 対処方法は 

放置、自然と役所や入管が入り消えていきます。 
 余り友達がいないため何とも言えませんが、無謀（(計画性がない）な

永住者が多いと感じる。現に 2 名ほど生死に関わる病気を抱えながら

日本帰国できない状態です。ここフィリピンでも金銭的な問題で治療

を行っていない。 
 トラブルとまでは行かないが 情報欲しさに接触してきて 後は無し‼ 人

の友達（フィリピン人）を無断で使う。 
 運転免許更新を簡略化すると誘われ偽造免許を掴まされ、大型車免許

を失うはめになった。 
 お金の貸し借り。 
 日本人にも金銭トラブル、いっぱいあり、何も解決しない。あきらめ

ている。 
 特にないですが大体金品従業員にやられているようです。 

                                                            
29 特別学習許可 
30 特別学習許可 
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 ①在比日本人からの借金の申し込み、②相談先無し、③断っている、

④借金を申し込む側に相談の必要性があるのではないかと思う。 
 若いフィリピン人女性を追いかけてフィリピンに来た日本人のおじい

さんが女性に逃げられ、お金もなくなったのでンボートパソコンを担

保にお金を貸してほしいと言われたので貸したが、後日「あんたは信

用できないからパソコン返して。」とお金は返さずにパソコンだけ持

っていってしまった。（フィリピン人の夫が人がいいので簡単に渡し

てしまった。）ホテルまで追いかけて怒鳴り合いの喧嘩をし、警察を

呼ぶ話にまで発展した。 
 借金の踏み倒し。 
 給料支払い。 
 疎遠。 
 ①お金を貸したら返してくれない ②弁護士 ③結局返してもらえた。

④ある。 
 ① 個人的なメッセージでやりとりした子供の写真などを無神経に他人

に転送する友人 ②無し ③写真を送らない。 
 

 

 

  

あり
53%

なし
47%

Q.11家庭での使用人（メイド、運転手等）の有無
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Q.12 メイドやドライバーとのトラブルが生じたことがある方は具体的に

教えてください（①トラブルの内容、②相談先、③対応方法、④弁護

士の必要性） 
 

 不正。 
 週一回で掃除を頼んだメイドの方に、メラルコの支払いをお願いした

ところ、現金と請求書を持ったまま連絡が取れなくなった。 
 通いのメイドが突然来なくなり音信不通 住み込みのメイドが夜逃げ メ

イドの借金申し込み(給与から差し引く) 。 
 物を勝手に持っていかれることがある。 
 突然やめた。 友達のメイドに新しい人を紹介してもらった。 
 SSS31を給料に含むか否か、契約書に明記していないことで軽くもめた。

未だに記載ないまま、給料に込みで納得してもらっている。 
 メイドを雇うのに契約書を作るかまよった。回りの日本人の友人の作

った契約書を見せてもらったが、作るのと作らないのどちらがいいの

か分からなくて作らないまま今に至る。まだ問題になっていないが、

作らないことが将来何か問題になるのか不安。 
 良いメイドだった人が恋人が出来てから不真面目になりクビ。以来付

き合っている男がいるメイドは雇わないと決めている。 
 金を貸して欲しいと頼まれた。 
 メイドによる使い込みや泥棒、解雇するが、解雇時に日本人に対して

警察とか入管の名を出し脅かしをかけてくる。 対処方法 放置、警察

等はかなり個人的に上と付き合いがあるので取り敢えず放置、被害額

は戻ってこないが仕方がないでしょう。 
 自分自信ストレスを感じたくないため、去る者は追わずです。盗難等

は自己責任と考え普段から気をつけています。 
 メイドの娘による金銭のトラブル 未解決。 
 物がなくなることがありましたが、証拠が無いのであきらめました。 
 メイドがある日突然来なくなった。 
 長続きしない。 
 メイドにメイド用の通用口の鍵を持たせていたが、返却しないまま仕

事にこなくなり、連絡がつかなくなった。防犯の観点から、コンドの

アドミに当メイドのコンド立ち入り禁止を依頼した。 
 メイドのトラブルを上記に記載しました。 
 契約書など交わしてないためのお互いの思い違い、労働時間、待遇で

トラブルとなる。契約書などを交わしていてもトラブルのときはトラ

ブルが起こる。 
 メイドが突然辞めると言い出して困ったことがある。契約書を交わし

ていなかったので、止めることが出来なかった。 
                                                            
31 社会保障制度 
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 田舎から出てくる予定の人で、マニラへ来る船代がないと言うので払

ったら来なかった。部屋の掃除してくれていた時に、私のお金を取っ

ていたりキャビネット内のものを興味本位で色々見ていた。お料理に

唾を入れていた。（クビにした後に別のお手伝いさんから聞いた。） 
 以前ベビーシッターに子どもの服（帰国用に購入したもの全部）と I 

Pad や携帯、デジカメなどすべて盗まれた・・・こちらもちょっと緊

張感に欠けていたので高い勉強代だったと思ってあきらめた。 
 嘘、盗み。 
 海外へ旅行中に勝手に車を使用された。 
 今までにトラブルは特にありません。 

 
 メイドとのトラブル、一緒に生活している為、家族ではないので微妙

に馴れ合いになる様な、ならない様な、ふとした時に難しさを感激ま

す。 
 急に辞められて困った。友達に頼んで知り合いを紹介してもらい、次

のメイドを探した。弁護士不要だった。 
 

 ドライバーとの契約内容のグレーゾーンがあり退職金でもめ、会社の

総務経由で弁護士相談しました。 
 ①休暇取得時の支払給与額 ②日本人弁護士 ③話し合いによる解決 

④必ずしも解決には必要なかったが、参考情報を取得できた 
 ①メイドの仕事ぶり ②知人の日本人 ③最終的にお金で解決、 
 ①嘘をついてお金を借りたまま失踪。 
 ①ドライバーの SSS32を払っていなかったら、突然前の雇用主に働い

ていた期間を含めて 10 年分の支払いを要求された。②無し ③ 
SSS33は本人も支払わなければいけないので、ドライバーと同じペース

で過去の分まで遡り(前の雇用主の期間は除く)払うことに同意。それ以

上を望む場合は離職しても止む無しと伝えたら納得。 
 すぐに新しい家族ができ、仕事を休まないといけない。 
 物がなくなる。 証拠がないのでなにもしていない。 諦めている。 

 

                                                            
32 社会保障制度 
33 社会保障制度 
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Q.14 フィリピンでトラブルに巻き込まれない工夫をしている人は、工夫

の内容を教えてください 
 

 不信、疑問、怒りが少しでも出たらば、可能な限り即座に確認、発散

する。 溜め込まない。 
 危険に近づかない。 
 無駄に知り合いを増やさない。 
 危険な場所、時間帯に近づかない。知らない人には近づかない。 
 自分で運転しない、コンドミニアムの契約は 2 人以上でする、書面に

残す、フレキシブルな対応が可能な人を選ぶ。 
 本当に貴重品や荷物など、細心の注意を払って生活しています。 
 おとなしくする。目立たないようにする。 
 人混み、夜の外出は極力控える。服装はあまり目立たなくするか、逆

に目立たせる。 
 夜は車両を使用し、極力歩かないようにしている。 
 当地の慣習・文化を理解し常に敬意の意識を持つ。トラブルの種があ

りそうなところには近づかない。 
 危ないと言われている地域にはなるべく近寄らない。 
 人との距離感を保つこと、フィリピン人には頼まれてもお金を貸さな

いこと、夜道を歩かない（タクシーを使う）こと等。 
 怪しい人とはかかわらない なるべく外を歩かないで車で移動する。タ

クシーは乗らない。 

あり
22%

なし
78%

Q.13交通事故に遭った経験
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 夜の独り歩きはしない、危険な場所にはいかない、交通手段は信頼で

きるドライバーの車を利用する。 
 フィリピンの方にどのように工夫をしているか聞く。 
 誰とも深く付き合わない事。金貸してと言われるのを防げる。 
 保守的に行動する。不満があっても我慢する。フィリピン人を刺激し

ない。 
 夜間の外出はしない。 
 自己責任なので自己防衛。 
 金をばら撒かない、見栄を張らない、フィリピン人を絶対に信用しな

い。 
 派手な生活をしない。 
 天狗にならないこと。 
 ビジネスバッグのたすき掛けです。また、人にお金を貸さないこと。

貸してと言われたら、あげられる額をあげています。 
 フィリピン人と同じ生活をする。タガログ語と英語をマスターした。 
 フィリピン人を生活や考え方を良く理解し、信頼できる友人を作る努

力をすること。但しタガログ語を理解できないと不可。 
 宝飾品はつけない。わかりやすい高級ブランドなどのものは身につけ

ない。タクシーはできる限り grab34にする。 
 馴れ馴れしい日本人に付け込まれない。 
 ホールドアップ等は自家用車を使用する事で多く防げます。また未成

年者や覚醒剤については、手を出さない事。ビザや許可証は全て完璧

に揃える事でタカリからも身を守れます。またある程度力のある有力

者とうまく付き合いができれば尚いいでしょう。また現役の警察官を

ボディガードとして使うのもありです。 
 タクシーで移動する 大金や貴重品を必要以上に持ち歩かない。ポシェ

ットは前にする。背後に気をつける 暗く狭い道は歩かない。ジープニ

ー35には乗らない。 
 寂しい話ですが、必要以上の付き合いはしません。 
 つるまない。自分の意思をしっかり伝える。流される範囲を作る。 
 日本人に関わらない。 
 お金の貸し借りをしない。1 人で繁華街に行かない。 
 夜出歩かない、貴金属をあまり身につけない。 
 危ないところに行かない。 
 特にしていません。 
 貴重品をいれたバッグは手放さず、買い物途中でも時々貴重品が無く

なっていないか確認している。 

                                                            
34 グラブ・タクシー。携帯アプリを利用したタクシー配車サービス 
35 庶民が利用する乗り合いタクシー。もともとはジープを改造して作ったため、ジープニーと呼ばれる。

ジープニーではスリや強盗に見舞われることがあるため、一定程度の金銭的余裕のある日本人は通常は

ジープニーには乗らないようにしている。 
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 必要以上に出かけない、なるべくモールなど利用する。 
 信号を信頼しない。運転時は車線変更時に目視。 
 外出時はなるべくフィリピン人に似た服装で高価なバッグとかは持た

ない。 
 （1）良いフィリピンの友人を作る（金銭的に困っていない人）。 （2）

メイドはフィリピン人の友人から紹介してもらう。できれば友人の田

舎から人間関係のあるところで、何かあったとしても連絡のつく家庭

から連れてきてもらう。二十歳未満の独身の女性の方が良い。 （3）
危険な場所には行かない。 （4）タガログ語（日常会話）を身につけ

ることは必須。（5）フィリピンで儲け話を持ってくる人間には要注意。

（6）郊外の生活が安定している人達が住むセキュリティのしっかりし

たサブディビジョンか、コンドミニアムに住む。 
 危険と言われている地域には極力立ち寄らない 
 小さな金額であれば諦める。 金銭の貸し借りをしない。 
 会社ドライバーへの安全運転教育、駐在員へのフィリピン文化教育、

フィリピン人幹部との日比相互文化教育（クロス・カルチャーセッシ

ョン）の開催（フィリピン人メンバーへも日本文化を教育することに

より、日本人の言動に対する誤解を減らす） 
 不要な人と関わらない フィリピン人と関わらない。知らない日本人と

関わらない。 
 マラテ・エルミタエリアには行かない。その他スクワッターエリア36な

ど。 
 フィリピンを理解する事と言語の習得。 
 親戚でもお金の貸し借りはしない。どうしても必要な場合は、小額を

あげてしまう。スカートは履かない。外を歩くときは、背筋をぴんと

伸ばして姿勢よく、目線はまっすぐ前を見て侍のような強いオーラを

出しながら歩くとスリなどの標的にされない。（オーストラリアでも

やっていました。これで女が夜間一人で歩いても大丈夫でした。） 
 フィリピン人と同じように暮らす（旦那はフィリピン人なので）。 
 なるべくフィリピン人の知り合いを作らない。なるべく外出しない。 
 現地を勉強する。お金は貸さない。過度に信用転＆期待しすぎない。 
 常に背後を気にする。 
 タガログ語をは話すようにして、フィリピン人によりそうようにして

いる。 
 なるべく早い時期に日本への帰国日をドライバーやメイドに伝えない。 

タクシーは使わない。 
 付き合う相手を選ぶ。 
 公共の場で気を抜かない（持ち物など）。街中でも周囲の視線や表情

を確認する。 

                                                            
36 不法居住地域。貧困者が集まる。 
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 フィリピン人の性格を理解して先回り。 
 財布、携帯を人目のつくところで持たない。必要以上な現金やカード

を持たない。 
 雇用関係などは契約書に書きおこす。 
 個人で解決できないような額の金銭に関する相談は受けない。物事は

すべて明文化して証拠として残す、あるいは契約書の形をとる。 
 何処に居ても同じだと思いますが、私達はあくまで外国人だと思う事

にしています。 
 危険な場所には近寄らない。 
 外出は必ず車を使用する。 
 お金を貸さない。 
 中流以下の人達が集まるようなモールやマーケット、道へは行かない。 

貴重品はカバンに入れない。手に持つか前ポケットへ。 
 日本でやらない事はフィリピンでもやらない。 
 使用人と良好な関係を築くが、近くなりすぎないようにすること。 
 社有車を所有せずにレンタカー会社を使い、事故等の矢面には出ない。 
 あまり外にでません。 
 実現可能性に疑いのある約束は絶対にしない。 
 自分の予定をわからせない。お金を持っていないよう振る舞う。 
 一般常識の範囲で行動すること。例えば深夜に出歩かないなど。 
 日本人も含めた人間関係を慎重にする。 
 付き合う相手を選ぶ。信用し過ぎない。同じ人と深く付き合い過ぎな

い。 
 積極的にこれ以上の知り合いを作らない。 
 戦わない。 
 貴重品の管理を徹底。 
 フィリピン人と一緒の行動を心がける。 
 明るいうちに家に帰る、横断歩道は信用できないので左右の確認をし

っかりする。 
 自分の身は自分で守る。守るためには派手な行動や服装をせず、フィ

リピン人と対等にコミュニケーションを取ることが大切。それを意識

してます。 
 目立つ行動をしない。 
 フィリピンで必要なビジネス、生活面での知識と法令を自分自身で正

しく把握する。現地の信頼できる人とのコネクションと信頼関係の醸

成 ・公権力（警察・役所等）に刃向わない。弁護士と常に信頼関係を

構築し、有事にすぐに内容証明等送付出来るようにしておく。 
 怪しい日本人ビジネスマンには近づかない。 
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研修受け、自分で積
極的に情報収集した

4%

研修受けたが積極
的情報収集せず

10%

研修なし、積極的情
報収集あり

85%

研修なし、積極的情
報収集なし

1%

Q.15来比前研修の有無

あり
20%

なし
80%

Q.16来比前のトラブル対応情報取得
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あり
18%

なし
82%

Q.17裁判を起こしたいと感じた経験

あり
21%

なし
79%

Q.17‐2フィリピンで裁判を起こした経験
（Q.17で「はい」と答えた方のみ）
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Q.18 実際に裁判を起こした方は、差し支えない範囲で具体的に教えてく

ださい（①トラブルの内容、②相談先、③解決方法、④弁護士対応） 
 

 配偶者との結婚無効裁判（民事）と刑事裁判。 
 家族が飲食店でトラブルになりケガを負わされた。 相手は逮捕された

が、保釈され、裁判に持ち込んだが裁判中に逃亡。現在指名手配中だ

が、まず捕まらないだろう。 
 家の購入時トラブル。弁護士に相談し訴訟を起こしたところで和解。 
 取り込み詐欺。 

 
Q.19 裁判したいと思ったにもかかわらず、裁判を起こさなかった方は、

①トラブルの内容、②相談先及び③裁判を起こさなかった理由を教え

てください 
 

 労働問題にて解雇した社員より、不当だということで『労働局に行く』

と 会計士に相談したところ、退職金を少し多めに払って解決しました。 
裁判になると日本人は勝訴することがほとんどない。裁判費用、弁護

士費用の方がより高くつくと、時間もかかると言われました。早く問

題を解決したいと考え決断しました。 
 幼稚園で授業中に教室内で起きた事故。結局、押した子供と家族側が

被害者への責任をとり、保険に加入していなかった幼稚園側は責任逃

ればかりしていた時に、訴えたかった。 
 弁護士からの説得。 
 費用対効果、時間、全てが正義が通る社会ではないので効果なし。 
 ①嫌がらせを受けて何回も引っ越した。②島根県警④これから刑事告

訴の予定。 
 ① 金銭の貸し付け。② フィリピン在住の日本の友人  ③金のないや

つからは、金をとれないことがわかったから。 
 PLDT（通信会社）からしつこく勧誘電話があり、最終的には勝手に機

械を送りつけてきて、契約が完了していた。契約解除しようとしたら

違約金を払えといわれたので会社の弁護士に相談したら「裁判にした

ら勝てるかもしれないが、違約金の何倍も費用がかかり、時間も何年

も掛かる」といわれて諦めた。 
 ①借りているコンドミニアムのブローカーとオーナーに騙された事。

②会社の顧問弁護士 ③これから起こす準備をする段階です。  
 外国での裁判は理由内容はどうであれ経費と時間ばかりかかりこちら

の正義は認められない。 
 ①在比日本企業との労働問題、待遇問題。②日本の労基署 ③海外で

の提訴の方法がわからなかったし、費用が掛かると思ったので泣き寝

入りした。 
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 借金の踏み倒し。 
 長引くから。 
 裁判以外のほうが安い。 
 ①金持った逃げた元社員がいる。おそらく書類も。②顧問弁護士 ③

めんどくさそうだったので。 
 殺されるのが怖い。 
 ①日本人への貸金トラブル。貸した金を返してもらえない。②友人 

③費用対効果と、恨みを買いたくないので泣き寝入りした。 
 
Q.20 万が一、裁判を起こされた場合、どのようにして情報を集めますか 
 

 弁護士に相談。 
 弁護士に頼む。 
 顧問弁護士。 
 弁護士に相談する 
 不明。 
 過去の判例。 
 フィリピン在住日本人に相談してみる。 
 日本人のいる弁護士事務所に相談。 
 友達を頼る。 
 日本語がわかる弁護士に相談する。 
 知人に 訪ねまくる。 
 知り合いの大使館員や日本人弁護士に聞いてみる。 
 分からない。 
 フィリピンでは民事では日本人はまず勝てません。勝っても差し押さ

えなどの執行はほとんど不可能です。 
 信頼できる友人たちから。 
 良い弁護士にあたり、信頼できる友人の協力を得る。 
 どのようなケースなのか想像がつかないので回答出来ませんが、弁護

士に相談します。小さな問題でしたらバランガイや警察を使い情報は

集められるでしょう。 
 インターネット、現地の日本の友人から聞く。 
 フィリピン人の知人から情報収集。 
 会社に相談し適切な対応について助言をうける。 日本人会に在比の弁

護士事務所の情報を求める。 
 ネットで調べるしかない。 
 知り合いの弁護士に相談する。 
 弁護士事務所を探して相談する。 
 知り合いの弁護士（会社の顧問弁護士）及び会社の総務に相談 
 知り合いの弁護士に相談。 
 知り合いに頼む。 
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 弁護士の方に相談する。 
 まずはローカルの総務部長に相談、その後必要に応じて提携弁護士に

相談。 
 会社の弁護士に相談をする。 
 日本人の弁護士に相談する。 
 友人に相談する。 
 夫、夫の会社、知人の多い友人、インターネット。 
 家族に相談。 
 知人に頼る。 
 人に聞く。 
 わからない。 
 フィリピン人の信頼できる友人に相談する。 
 現地弁護士及び法律事務所、会社関係者、日本人会、JETRO、等から

情報収集する。 
 

 

Q.21-2 「はい」と答えた方は、日本の弁護士の必要性を感じたエピソード

を具体的に教えてください 
 

 感覚がわかってもらえる。 
 フィリピンの弁護士も裁判官も検事も含めて信頼できません。 

あり
37%

なし
63%

Q.21日本の弁護士のサポートの必要性を感じた経験
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 どうして結婚関連、移民関連(子どものパスポートとか国籍)の相談は、

ちょっと怪しい感じのサービスしかないものか・・・結局怪しい日本

人男性の結婚関連は怪しい人がサービスを提供している？ちゃんとし

た弁護士事務所で企業向けでなくて個人向けサービスも展開したらど

うでしょう。フィーが合わないか。 
 日本とフィリピンの法律の違いがわからないため。 
 友人がひったくりにあい、その相談をしたがっていたため。 
 業務上、クライアントが法的問題を抱えている場合が多く（特に労務

問題）そういった対応は弁護士さんの協力が不可欠なため。 
 まだトラブルがないので必要性も感じません。 
 キャッシング被害に遭った際に不安。 
 ここ事件があるので書けない。 
 企業側がフィリピン人弁護士の見解を信じてくれず、フィリピンでの

円滑なビジネスの為にも日本の企業には基本日本人の顧問弁護士がい

た方が良いと思う。 
 日本人の基地外が現地の興信所を雇って嫌がらせを繰り返したり、ジ

ープニーに乗っている時に後ろから拳銃で何者かに狙撃された。 
 日本語対応が楽なので。また、ミスコミュニケーションの心配もない

から。 
 悪いことをした人は裁かれるべきだから。 
 きめ細かなレポート。 
 刑事訴訟システムが異なるため提訴自体にアドバイスが必要。 
 フィリピン人だと知り合いでもない限り信頼できない。 実際最初の

弁護士には、日本人だというだけでかなりの金額を求められた。調べ

たら、全く必要のない費用だった。 
 日々言語、文化の違いからくる行き違いや理解のズレがあることを感

じている。事故等の大きなトラブル発生時には冷静に間にたってくれ

る人が必要だと思う。 
 全ての権利関係について。 
 私の場合は会社が対応してくれましたが、自分で全て対応するのは大

変。噛み砕いて重要な部分を日本人目線で説明してもらえて助かった。 
 仕事上常に感じている・・・ 
 私でないのですが、裁判を起こされてトラブルに巻き込まれた知人を

知っているので。 
 情報が伝えやすい。 
 示談金の額など。 
 フィリピンの法制度を理解する際に、日本と比較すると理解しやすい

ため、日本の弁護士さんがフィリピンと日本の違いなどを説明してく

ださると、助かる。 

平成２８年度調査研究



 BIR37の問題、ビザの問題。 
 語学。 
 具体例は無いが、言語・文化・習慣・法律が異なる以上 2 つの国を繋

ぐ表現者は必要だと思う。 
 詳しく伝えたい事が伝わる事。ニュアンスとかでなく芯まで。 
 言葉の問題及び対価についての祖語がないようにしたいため。 
 日本人の感覚、ストレスの感じ方等はフィリピン人と違うので、より

理解して貰えると思う。 
 日本の法律との違いを確認できる。(税金や確定申告) 
 日本語だから。 
 まだ大きな問題は起きていないが、事件など何かあったときに自力で

は対応できないと思う。 
 日本語ができるフィリピン人を通訳代わりとしてつれてフィリピン法

弁護士に相談にいったことがあるが、専門的な内容だからか、普段の

日常的な会話と異なりフィリピン人が全然通訳として機能しなかった。 

                                                            
37 内国歳入庁 
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Q.22-3 「はい」と答えた方はその理由を教えてください 

0 20 40 60 80 100 120

フィリピン居住の日本法弁護士

日本に居住する日本人弁護士

フィリピン事情に詳しいコンサル

プロの通訳

サポートは不要

その他

Q.22フィリピン法弁護士とのコミュニケーションのために日本
語でのサポート役として利用したいもの

（複数回答可）

はい
34%

いいえ
66%

Q.22‐2上記サポートは弁護士でなくともよいか
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 日本の弁護士は法律の専門家として責任ある回答をしていただけるの

で信頼できます。コンサル業務などはまず、信頼できません。 
 実際には フィリピン人の弁護士しかお答えできず、サポートという

のなら 通訳でもいいかと思います。 
 どの道 ジャッジは フィリピン人である。 
 弁護士資格よりも適切な紛争解決手段に通じているかどうかが大事だ

と思うため。 
 費用面との関係で弁護士が高いなら通訳でもいい。でも信頼できる人

にかぎる。 怪しいコンサルは絶対に避けたい。 信頼できる人がなかな

か見つからないのはフィリピンの難しいところだ。 
 英語で、十分。 
 とにかくようが達成できれば良い。日本人弁護士でもここで役に立た

なければ意味がない。 
 日本の弁護士はフィリピンでは弁護士でないから。 
 弁護士でフィリピンに精通している方がベストではありますが、特殊

な国なので精通している、言語力が一番重要だと思います。 
 資格が入らなかったら怪しげな奴ばかり集まるのが目に見えています 
 こちらの意図を共感を持って理解してくれ、親身にベストなチョイス

をくれればそれでいいから。 
 フィリピンでのトラブルはフィリピン人弁護士。 
 タガログ語、英語ができるから。 
 タガログ語と英語が出来ること。 
 フィリピンの法曹界はかなり複雑怪奇です。それは正義では無くお金

や力関係によるものではないでしょうか。その中で戦い勝利する人間

を探し出せるかが重要です。 
 言葉が１００%通じれば国籍は関係ない。 
 フィリピン事情に詳しくない日本人より、フィリピン事情に詳しいフ

ィリピン人の方がよい。 
 理解出来る。 
 弁護士だとより心強い。 
 一番の問題は日本人弁護士の人柄。 
 仕事が出来れば ok。 
 フィリピンの法律に詳しい日本の弁護士だったら別ですが、あんまり

いないと思うので。 
 フィリピンでは法ですべてを解決できるとは思わない。弁護士の力量

で白も黒になり、黒も白になる。自分が得たい方向に持っていくため

には、まず相談できるフィリピン人の友人が必要であり、その友人の

人間関係の中に信用できる弁護士を探すことができればラッキーだと

思う。見つけ出すことができなければ泣きね寝入りするしかない。そ
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のためにも真面目に仕事をして、社会的信用を勝ち得ているフィリピ

ン人に出会うことができるように心がけなくてはならない。 
 あくまでコミュニケーションのサポートなので。但し、日本人弁護士

の方が信頼できるのは事実。 
 最低限の言語コミュニケーションが可能なため。 
 フィリピンの事情を知らない日本人の弁護士は素人と同じである。 
 相談する弁護士が信用できる場合は必要性を感じない。 
 先入観なしにきちんと翻訳してくれるのであれば。 
 規範の違い、慣習の違い、先入観。 
 通訳及びコーディネーターという役割であれば日本人弁護士が必須と

いう訳ではないと思うから。 
 日本人の性格を分かって入れば問題なし。 
 国籍、資格にこだわらず、日本語ができ、フィリピンに詳しい方であ

ればよい。 
 資格と言語 現地事情にくわしくかつ経費。 
 日本語が堪能で両国の違いが理解できているのであれば良いと思う。 
 フィリピン人の信頼できる弁護士がお友達。 
 直接コミュニケーション可能だから。 
 英語を話せるから。 
 フィリピンには日本語で対応可能な弁護士が複数いるため。 
 高そう。 言葉の壁がなくて信頼できる人ならそれでもいい。 
 フィリピンの法律の知識が十分にある日本人であればよいと考えるた

め。 
 値段や当地の事情の熟知度によっては通訳やコンサルでもよいかと思

う。 
 弁護士は高そうなので、信頼できる人なら弁護士でなくてもいいと思

う。 
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Q.25 上記 2 つの質問いずれかに「はい」と答えた方は、どうやって信頼

できる弁護士（又はその見つけ方）を知るに至ったのか教えてください 
 

 紹介。 

知っている
37%

知らない
63%

Q.23フィリピン法の信頼できる弁護士（又はその見つけ
方）を知っていますか

知っている
31%

知らない
69%

Q.24信頼できる日本人弁護士（又はその見つけ方）を知っ
ていますか
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 友人の紹介。 
 知り合いの紹介。 
 会社の顧問弁護士。 
 知人の紹介。 
 交友関係の中に信頼できる人がいた。 
 日本企業の紹介 
 ご主人と仕事を通じて知り合いました。〇〇さんです。 
 仕事の繋がり。 
 たまたま知り合った方が弁護士さんで その方のセミナーなど聞いて

いたので。 
 知り合い。 
 友人 もしくは友人の友人。 
 同窓の集まりで出会った。 
 信頼できるフィリピン人弁護士には日本でフィリピン関係の仕事をし

ている際に知り合った。日本人弁護士に関しては、現地での交友関係

の中で知り合った。 
 社内に弁護士がいる事、業務上日本人弁護士とお会いする機会も多い

事。 
 偶然知り合いが日本の弁護士だった。 
 賃貸住宅のオーナーの娘。 
 社内の弁護士。友人や顧客に紹介してもらった弁護士の方。 
 企業案件で頼んだ。 
 信頼できる友人がいるから。(現地に根ざす日本人も、フィリピン人も) 
 信頼できる友人からの紹介 
 政府関係者からの紹介。 大統領府や副大統領府の顧問や有力企業の顧

問弁護士事務所であれば信頼できる。 
 フィリピン在住の日本の友人。 
 知人を通して。 
 信頼できる会社のフィリピン人のパートナーに紹介してもらいます。 
 お客様から招待いただいたパーティーでお会いしました。 
 フィリピン人の友人の紹介。 
 パーティーでの紹介。 
 会社の顧問弁護士、日本人商工会議所セミナーを通じて。 
 会社。 
 同ビルに優秀な弁護士事務所があった。 
 夫の友人。 
 子供が習っている空手同上の父兄や学校のクラスメートの父兄、近所

の人など弁護士が多いです。夫の親戚にも一人弁護士がいます。 
 すぐに動いてくれるかどうか で決めています。フィリピンでは、急

を要することが多いですから。（すぐに連絡が取れることが条件） 
 知人紹介。 
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 知り合いになった方が偶然弁護士でした。 
 パートナー関連。 
 たまたま飲み会などで知り合ったため、具体的な見つけ方は無い。 
 友人。 
 日本人の集まりで。 
 弁護士事務所を複数紹介してもらい、直接訪問して談話し選択した。 
 〇〇先生に聞く！ 
 日本人人脈。 
 紹介です。 
 フィリピン特にマカティは狭いので駐在弁護士は知名度高い。 
 会社及び友人の紹介。 
 その弁護士と付き合いのある方からの口コミ。 
 知り合いがいます。 
 たまたま友人として知り合った。 
 交流会で知り合った。 
 友人がフィリピン人とのハーフで、その親戚。 
 会社関係で複数名の弁護士に多数の案件を依頼していく中で選定しま

した。 

 

非常に役に立つ
18%

まあまあ役に立つ
23%

あまり役に立た
ない
5%

全然役に立たない
2%

読んだことがない
52%

Q.26フィリピンの日本人弁護士コラムの評価
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Q.28 どうしたら日本人弁護士をより利用しやすくなると思いますか 
 

 機会が無いのでわから無い。 
 費用対効果。 
 常駐先がわからない。 
 雲の上の人。 
 コンタクト先がわからない。 
 利用したことがないのでわからない。 
 日本人弁護士の絶対数が増える事で更に利用しやすくなると思います。 
 安くなったらいい。 
 利用方法がわからない。 
 値段。   
 情報が欲しい。 
 私は英語で不自由しないので必要ないが、今現在の広告状況で十分利

用しやすいと思う。 
 料金表を公開にする。料金のわからないすし屋に庶民が入りにくいよ

うなものかと。 
 値段がダブルペイになるので。 
 大使館がもう少しキチンと頼りになるようにしなければダメ。現状大

使館の職員は穀潰しと思われています。弁護士も大使館がキチンと紹

介するべき。 
 日本人会などで、定期的に無料相談会を開くのはいかがでしょうか。 
 フィリピンと同じ値段にする。 

非常に利用しや
すい
9%

まあまあ利用し
やすい
35%

少し利用しにく
い
29%

非常に医療しに
くい
27%

Q.27フィリピンの日本人弁護士の利用しやす
さ
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 利用出来るケース、どのような時に相談すべきかがわかれば利用しや

すい。 
 フィリピンで具体的になにが出来るのかの例をインターネット等で公

開していただきたい。また日系企業相手とは別に、個人の場合の金額

等も参考までにだいたいで良いので公開していただきたい。 
 空港到着時や航空会社に連絡先や料金などを記載した広告、名刺を準

備し配布する。 
 そもそも、日本人弁護士の活動自体知りません。大手日系のみで活動

されているのか、普通に生活している方々は知るよしもない。 
 まず、問合せ先がわからない。 
 日本の様に緊急相談ダイアル、窓口を設置。 
 金額。 
 あまり情報が無い。 縁が無い。 
 企業関係しか受け付けないイメージがあり、個人の小さなトラブルは

相談しにくい。 実際広告など目にすると、企業関係のサポートという

のしかないと思います。 
 多くの日本人が集まる会などで同じ目線で親睦を広めること。 
 弁護士事務所に相談するような羽目に陥りたくない 
 外務省のホームページに丁寧載せるか地元の日本人向けの機関雑誌に

載せるかとか。 
 使ったこと無いのでわからない。 
 まずどこに連絡していいのかが分からないケースが多いのではないか

と思います。例えば日本人弁護士会のような弁護士集団の連絡先があ

れば、連絡しやすくなるかと思います。 
 フィリピンに日本人弁護士がいるということを知らなかったので、も

う少し知ることのできる情報発信をして頂きたい。 
 ホームページでさまざまな 事例を挙げてもらえば 利用しやすい。 
 どの分野において専門性を持った日本人弁護士がどこにいるのか知り

たい。 
 日本人弁護士=企業なイメージです。日本でも利用したことないのに海

外で活用するのは踏み出しにくい。 
 無理だと思います。フィリピンに在住する日本人弁護士などろくな人

間がいません。日本で仕事がないからここに来たと思われます。 
 フィリピンに居住する日本人弁護士の存在を知らなかったので、その

存在を広めること体と思います。 
 絶対数が少ないのでは？ 
 信頼できるフィリピン弁護士と組んでいる 
 日本人会のパンフレットなどに日本人弁護士が在住していることを載

せる。また具体的にどのような分野でサポートを受けることができる

か簡単にわかると利用しやすいと思います。 
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 日本人社会での認知度をあげ、何をメインでやっているのかを知らせ

て欲しい。 
 今回初めて知った。 
 費用面。 
 出張サービスやメール相談。 
 日本人向け冊子、日本人会・プライマーなどのホームページに過去の

案件・問い合わせ内容を掲載する。 時には弁護士不要の内容も取り上

げ、不要・必要の差を掲載し、必要な人へ後押しするような書き方を

する。 
 相談費用を公開。 
 法テラスの設置。 
 仕事のスコープと費用がわからないので明確にすること。 
 露出を増やす、具体的にサポートを受けられる事例を顕在化する。 
 もっと話して弁護士の方を知りたい。 
 政府や商工会のさらなる支援。 
 日本人弁護士の活動をもう少し知らしめる。 
 典型的な相談内容や時間別の料金が明確になっていると検討し易い。 
 利用機会や料金システムの周知。 
 知名度の向上。 
 連絡先を広告に乗せる。 
 日本人の弁護士がいると言う情報が欲しい。 
 利用した経験がありませんので、お答えできません。申し訳ございま

せん。 
 利用しようと思うことはない。 
 敷居が高い。 相談したら情報が漏れないか心配。 
 安くなればいい。 
 そもそもフィリピンにおいて現地弁護士よりも各方面へのコネクショ

ンなどの弱い日本人弁護士の方がどのような場面で役に立つかがイメ

ージがつなかい状況だと思いますので、日本人弁護士の方の具体的な

活用方法等を様々な媒体を用いて周知がなされればより利用しやすく

なるかと思います。 
 無料相談。 
 利用しやすくなる方法以前に、どうやったら利用できるのかが分から

ない。 
 どこに連絡したら日本の弁護士につながるのかが分からない。 
 最近フィリピンで活動しているとは聞くが、何ができるのかがよくわ

からない。 
 こまめな情報発信をしてくれたりアクセスしやすい環境があるとよい。 
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Q.29 政権交代により困った出来事があれば教えてください 
 

 超法規的な殺人に関しては、誤射などの危険性を感じる。よって不要

なトラブルを避けるようになった。（盛り場や人の集まる所には近づ

かない） 
 通関がすぐ止まり、なかなか手続きが進まない(うみ出しの過程とも捉

えております。) 。 
 いつ法律が変わるのか目処が立っていない。(外資規制、会社法、税改

革、、、)。前政権下 BIR38の通達撤回など。 
 麻薬密売容疑者が首都圏でも身近なところで射殺されまくる。 
 治安への不安が増した。 
 役所がストップ。 
 フィリピン人社員のパスポート更新。 
 特に無し。ただし買春がしにくくなったと現地のカス日本人はボヤい

ていました。 
 薬物犯罪者の大量殺人。 
 今の大統領は外交がまるでだめ。 
 ものごいの人が増えたように思う。 
 カジノでタバコが吸えなくなった。 
 人(公務員)の配置転換、旧政権と異なる方向へ進み出す、その事は日本

でもありうる事ですが、此処では極端過ぎる。 
 タバコを吸える場所が減っている！ 
 以前は手続きが簡素化していた。 
 麻薬戦争による無差別とも思われる処分に対する国際社会、特に欧米

からの拒絶反応がビジネスに影響ないか心配。現在では中国に擦り寄

っている感じがするので、日本とフィリピン間の政治的距離がビジネ

スに影響しないか。 
 巻き込まれないか心配。 
 あいかわらずの渋滞。 
 運転免許証を更新したが新しい免許証が貰えない。 
 PEZA39の長官任命遅れにより、PEZA 業務に遅延。 
 個人的にはありません。仕事のプロセスが増えた。 
 旦那がドテルテ氏のファン？すぎて困る。 
 ペソ安、株安。 
 渋滞の悪化、治安悪化。 
 日本からの投資が減る、あるいは二の足を踏む企業の話を聞いたこと

がある。 

                                                            
38 内国歳入庁 
39 フィリピン経済特区庁 
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 麻薬の疑いがあるだけで殺されてしまうので、知らずに麻薬を押し付

けられたら.....と思うと恐ろしい。 
 治安が悪化しそう。 
 投資を慎重にに考える日系が若干増加した気がする。 
 フィリピンに対する諸外国のイメージは悪化する。一部では、過去に

取引していたお客様との取引がなくなる可能性も危惧される。 
 まだ分からないが、手続き系は速くなった？ 
 フィリピンペソが下落していること。 
 EDSA 通り、SLEX40の渋滞がひどくなった感があります。 

 
Q.30 政権交代により生じたよい出来事があれば教えてください 
 

 袖の下が減ったと聞いている。 
 治安。 
 公共機関、特に空港が安全になった。島根県警のごみ警察官みたいな

悪徳警察官が減りました。 
 ダバオの発展の可能性が広がりました。 
 覚醒剤等がなくなることは良いが、そのやり方には反対。 
 ほとんどのタクシーにメーターがついた。 
 タクシーでお釣りを貰える。 
 理不尽な交通取り締まりが減った。 公共機関の手続きがスムーズにな

った。 
 結果は出ていないが、渋滞解消策をとり始めている。 
 目に見える形で少し変化がある、まちがきれいになったところもある。 
 犯罪が減るのでは。 
 道交法が厳しくなってきた。子供の路上での窓拭きがいなくなった。 
 おもしろいニュース。 
 治安が良くなったように感じる。 
 具体的にはまだないが、フィリピンメンバーが「明かるい展望を持っ

ている」のが良い点。 
 旦那の機嫌がよくなり 日本に住みたいと言わなくなった（私は日本

に住みたくないので）。 
 為替が円高になっている。 
 治安の改善。 
 フィリピンの政治に関心が行くようになりました。 
 主要道路にガードや取締が増えて、良いと思う。 
 悪人が減った。 
 貧困層の人達が「これからこの国は変わる！」と意識していること。 
 今の所はありません。 

                                                            
40 南ルソン高速道路 
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 様々なプロセスが早くなったような気がする。 
 腐敗にメスを入れている。 
 人々が変えようという気持ちを持ち始めた。 
 ドライバーなどがドラッグ使用者かもしれない確率が減った。 
 世界の注目。 
 安全になった。 
 安全になった(今後なりそう)という声をフィリピン人から聞く。 
 治安がよりよくなった感があります。 

 
Q.31 フィリピン社会の腐敗を感じた経験がある方は、具体的に教えてく

ださい 
 

 警官の汚職。 
 いつもあります。市役所、バランガイ41、空港職員、BIR42、警察 腐っ

た人が半分以上です。 
 何事も賄賂がモノを言う社会(税関、LTO43) 。殺人事件も真相究明がな

かなか進まない。 
 イミグレ職員とフィクサーが繋がっていてフィクサーにお金を払った

と思われる外国人が優先された。5 年以上前の事ですが。 
 タクシーはじめ、いろいろとぼったくられることが多い。 
 袖の下を払えばなんでもまかりとおる社会なのだなと感じます。 
 賄賂の横行、学生にもドラッグが流通、教育や医療の地域落差。 
 各省庁のアンダーテーブル。 
 タクシーの日常的非合法商法。 
 政府機関内にて未だに裏金要求の慣習が残っている話を時々聞く。 
 職務上、BIR44との折衝は多いですが、いつも悩まされています。 
 賄賂を渡さないとうまくいかないこと。 
 未解決事件が多い。 
 行政の現場は全て不正。 
 すでに前職なので書くが、立ち上げで節約しようとして某政府機関に

申請をする際、その機関のお抱え弁護士に頼まなかったのが運の尽き、

申請が下りるのに 1 年かかり、最終的に当該機関の長官の親族が経営

する会社に 10 万ペソ払わないとどうやっても申請が下りなかった。 
 フィリピン人社員のパスポート更新で袖の下を請求された。 
 たくさんあり過ぎて書けない。空港内でのエアポートポリスのカツア

ゲ。 

                                                            
41 最小行政単位 
42 内国歳入庁 
43 陸運局 
44 内国歳入庁 
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 数えきれない、イミグレや空港でも普通に賄賂を要求される。iPhone
を盗まれた時警察に盗難証明を取りに行ったら警察官が金を出さない

と証明を出さないと言われました。フィリピンの警察も島根県警みた

いなクズが揃っています。 
 謦察 の賄賂。 
 賄賂の要求。殺人事件の犯人が捕まらないこと。 
 常識的な賄賂の横行。 
 司法省ですら汚職や立場を利用した蓄財がかなりある様です。当然そ

れ以外のところも色々．．．。具体的に話すと危ないでしょう。 
 ストリートチルドレンが這い上がれない 性教育が不十分。 
 底なしの要求(ごく一部の) 。 
 警官を含む公務員の賄賂請求 全国民のモラル、マナーの欠如。 
 警官の金を取ろうとする行動。 
 就労ビザ取得の際にも公然と袖の下を要求してくる、交通違反も袖の

下で OK。書き出したらきりが無い 
 スクワッターエリアや靴のない子供を見たとき。 
 袖の下。 
 空港違法タクシー営業と警察の結託。 
 金に汚い。 
 法律があるからその中でことをスムーズに進めるためにアンダーマネ

ーが必要、（逆にまじめに仕事をしないから、）その習慣が法律を侵

食し裏金が幅を利かすようになっている、なかなかこの習慣は改善さ

れないと思う。 
 スキミング被害にあった際、個人で銀行に何度交渉してもお金は返っ

てこなかったが、会社を通じて交渉したら交渉翌日には被害額全てが

銀行によって保証された。コネとツテさえあれば何とでもなるのだと

感じた。 
 大体アンダーテーブルで事がスムーズになる反面、面倒くさい。 
 日常的にあるアンダーテーブル。 
 多すぎて書ききれないのですが、官公庁の手続きについて回る袖の下、

警察や交通警官の賄賂目的の取り締まりなど。 
 個人的には経験は無いが、周りには交通違反を賄賂で見逃してもらっ

たという人が複数いる。 
 幸いに具体的に腐敗を感じさせるケースには遭遇せずに済んでいる。

（リスクは感じている） 
 ホームレスや物乞い、不要なアンダーテーブルはいい気持ちにはなり

ません。 
 どこの国でも、腐敗しきっています。 
 至る所であります。多すぎて挙げきれません。 

平成２８年度調査研究



 どこでもアンダーテーブルでお金を払うと通ってしまう。排ガス規制

があるのに、未だに真っ黒な排気ガス出すバスなんかが多く走ってい

る。 
 あからさまにわいろを要求される＠空港（今はそんなことないです） 
 枚挙に暇がない。どこも上から下まで腐敗しまくってる。 
 選挙の買票。役所での収賄など。 
 フィクサーの存在。 
 イミグレーションの手続き。 
 ドライバーが運転中に警察官に呼び止められることがありました。特

に問題のある運転があったようには思われませんでした。警察官とド

ライバーの間でしばらくやり取りがあり、最初は 2000 ペソ以上の罰金

を求められていたのに、ドライバーが謝りながら金額交渉をしている

とそのうち 100 ペソに下がり、そのお金を警察官が自分のものにして

いるようでした。 
 空港で警備員に通行料と称して金をせびられた。 
 沢山ありすぎて書ききれず。強いて言えばお役所仕事の雑さと遅さ。 
 日系企業でも、ローカル向けの医療保険の世界では under the table が

横行しており、まだまだ慣行としてその手の慣習が残っていると感じ

る。 
 タクシードライバーのマナーの悪さ。 
 裏金の要求、意図的な交通違反検挙。 
 交通違反の揉み消し、交通事故の過失割合。 
 公共機関でもお金で解決する事が出来てしまう。 
 どこでもお金。 
 会社登記に関わり市役所での余分な金銭の要求 
 政府の方はお金払わないと先に進まなかった。 
 賄賂文化であることは日常生活で感じられる。 
 BIR45の賄賂要求。 
 警察官がポイ捨てをしていたこと。日々の政治家の汚職。 
 車走行中に路上取締中の警察官に明確な理由なく止められ、ドライバ

ーが 100 ペソを払って解放してもらった。 
 富裕層は過失傷害や障害致死もお金で解決。 
 イミグレーションへの大量のお金を払うこと。 
 車の運転中に不合理な罰金の徴収、税務調査時の理由の不明確な追徴

課税。 

 

 
                                                            
45 内国歳入庁 
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第 2 部 直面しやすい法律問題及びその対応策（一問一答） 

 

１．日系企業関係 

 

問１ フィリピンでは従業員を雇用したら解雇することができないと聞きました。本

当ですか。 

答 フィリピンでも従業員の解雇は可能です。従業員を解雇できる事由は労働法上規

定され、法定の解雇事由に該当し、法定の解雇手続きを経れば従業員を解雇するこ

とは可能です。解雇事由は以下の通りです。 

 〇懲戒解雇 

① 重大な不正行為又は故意による違反 

② 甚だしい常習的任務懈怠 

③ 詐欺及び故意による信頼を裏切る行為 

④ 犯罪の遂行 

 〇整理解雇 

① 省力機械の設置 

② 余剰人員の解雇 

③ 損失防止のための解雇 

④ 事業所の閉鎖、操業中止 

⑤ 手続 

 〇病気を理由とする解雇 

要件：雇用継続が法で禁じられている病気に罹患し、又は当該従業員又は同僚の

健康に害を及ぼす病気に罹患していること 

 

問２ 従業員雇用の際に試用期間を設けたいと思います。注意事項を教えてください。 

答 労働法上、雇用主は 6 か月を上限として試用期間を設けることができます。その

ため、試用期間を設定する場合 6 か月とされることが一般的です。雇用主が 6 か月

を超えて試用期間の従業員に勤務させた場合、当該従業員は正規従業員となります。

また、試用期間を設ける場合、雇用契約書にその旨及び正規従業員となるための基

準について記載する必要があります。 

 

問３ 従業員を懲戒解雇するための手続きの流れを教えてください。 
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答 雇用者側は 2 度の通知をします。 

まず、初回の通知では、法令上の解雇理由、具体的な事実、状況の記載、従業員

が、弁明書を合理的期間内（受領から最低 5 日）に提出する機会を与えられている

ことの記載をします。 

従業員は弁明書を提出し、また、希望する場合には従業員（及び代理人）による

弁明の機会を設けることができます。ここで反論、反証が行われ得ます。 

上記を経た上で、依然として解雇が正当と会社側が判断した場合、解雇の通知を

行います。当該通知には、全状況を考慮したこと及び解雇を正当化できる根拠があ

ることを記載します。 

 

問４ 解雇した従業員に不当解雇で訴えると言われました。今後どのような流れにな

るのでしょうか。 

答 まずは中央労使関係委員会46での手続きとなり、中央労使関係委員会で解決がで

きない場合、裁判手続きとなります。中央労使関係委員会では、シングル・エント

リー・アプローチ（SEnA）と呼ばれ、仲裁の前段階として自発的和解を目指す手

続きを経て、仲裁手続きに入ります。仲裁手続きの結果に当事者が不服を有する場

合、高等裁判所、最高裁判所で審理されます。裁判所での解決は時間を要するため、

和解による解決を選ぶ企業もあります。 

 

問５ 従業員の残業代の計算方法を教えてください。 

答 残業代、夜間勤務手当及び休日出勤手当の支給金額は、夜間勤務の有無及び休日

の種類により異なります。具体的には以下の表をもとに計算してください。 

 

 当初 8 時間 残業手当 夜間勤務手当 
通常 100% 25%増 10%増 
週休日 130% 30%増 10%増 
特別祝日 130% 30%増 10%増 
週休日かつ特別祝日 150% 30%増 10%増 
通常の祝日 200% 30%増 10%増 
週休日かつ通常の祝日 260% 30%増 10%増 

 
 

                                                            
46 National Labor Relations Commission 
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問６ 従業員から１３か月ボーナスの支払い時期について聞かれました。13 か月ボ

ーナスとは何ですか。 

答 いわゆる 13 か月ボーナスとは、一般的に「ボーナス」との呼ばれ方をしていま

すが、雇用者の裁量で支払いの有無を決められるものではありません。これは、雇

用者が義務的に、従業員に対し 1 か月分の基本給に相当する金額を支払う制度で、

毎年 12 月 24 日までに支払う必要があります。労働者の権利として認められてお

り、雇用主は支払いを拒むことはできません。なお、フィリピン人はクリスマスの

時期の出費が多いため、早めに支払うと喜ばれます。 

 

問７ 組合問題に頭を悩ませなくて済むよう、従業員の新規採用の際に組合に参加し

ない旨の合意をとっても良いでしょうか。 

答 フィリピン憲法上及びフィリピン労働法上、労働者には団結権、団体交渉権及び

団体行動権を保障されていますので、その様な合意をすることはできません。 

 

問８ フィリピンでは人材派遣は禁止と聞きますが、その一方でワーカーを派遣会社

から調達しているという企業の話も聞いたことがあります。実際のところどうな

のでしょうか。 

答 フィリピンには、日本でいうところの「派遣」という制度はありません。一方で、

請負は認められており、多くの製造業が請負契約を締結して請負業者からの労働者

の提供を受けています。請負に関する規則が請負の詳細を定めており、労働力のみ

の請負は禁じられています。日本で一般的な「派遣」は、「労働力のみの請負」に

該当します。フィリピンでは、発注者が請負会社従業員に対して指揮命令権限を行

使すると違法な「労働力のみの請負」となり、日本の派遣先と派遣労働者のような

関係をとることはできません。 

 

問９ 大統領は請負や Endo を行う会社をクローズさせると言っていますが、請負業

者を活用する当社はこのままでは会社がクローズとなるのでしょうか。 

答 大統領が見直しを求める請負は違法な請負及び Endo（契約期間満了に伴う雇用

契約の終了）のみであり、すべての請負がその対象となるわけではありません。請

負にも適法な形態と違法な形態があり、適法な請負は問題ありません。現行法上、

違法な請負や Endo を行うことの罰則はなく、違法な請負や Endo は会社閉鎖には

直結しません。しかし、違法な請負や Endo は労働者の基本的な権利の侵害であり

改善の必要があります。また、違法な請負（労働力のみの請負）の場合、請負業者
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の従業員が発注者の直接の従業になるという効果もあります。現在、規則の改正が

予定されていますので改正内容に注意してください。 

 

問１０ 60 対 40 の外資規制がある業種に出資する場合、無議決権株式をフィリピン

人株主に発行するなどして実質的に日本側がコントロールを持つことができ

ますか？ 

答 60 対 40 の外資規制業種で、日本側がコントロールを持つことはできません。証

券取引委員会は、保有割合の判断方法について、（a）取締役選任にかかる議決権

を有する株式の発行総数及び（ｂ）取締役選任議決権の有無を問わずすべての株式

の発行済み総数の双方をもって判断するとしました。無議決権株式の場合（a）を

満たさず、外資規制違反となります。 

 

問１１ 60 対 40 の外資規制がある業種に出資する場合、このままでは日本資本は

40％までしか保有できませんが、外資保有比率が 40％の持ち株会社を設立し、

持ち株会社に会社株式 60％を保有させることで実質的に日本側の出資割合を

引き上げることは可能でしょうか。 

答 コントロール・テストに基づき、発行済み株式総数の 60％をフィリピン人に保

有されている会社は外資規制の判断上フィリピン国籍とされます。このことから、

フィリピン人保有比率が 60％の持ち株会社はフィリピン国籍であり、持ち株会社

が 60％を保有する会社も 60 対 40 の保有割合を満たしているように見えます。し

かし、受益所有権及び会社支配に関して疑義を有する場合、フィリピン資本対外国

資本の 60 対 40 の保有比率要件を明確に満たしていても、グランドファザー・ル

ールが適用され、全体としての保有割合を判断されます。この場合、60 対 40 の保

有割合を満たすことができなくなりますので、当該スキームは外資規制に違反する

こととなります。 

 

問１２ フィリピン人から名義を借りて外資規制違反をした場合のリスクを教えてく

ださい。 

答 フィリピンでは、外資規制を潜脱するためにフィリピン人の名義を借り、当該フ

ィリピン人をダミーとして利用する行為が禁じられています。当該行為はアンチ・

ダミー法により禁じられているところ、違反者に対しては、5 年以上 15 年以下の

禁固刑及びダミーを利用したことにより享受した権利、経営権の価値以上の金額の

罰金が科されます。 
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問１３ フィリピンの取締役及び役員の構成について決まりがあれば教えてください。 

答 フィリピン会社法上、取締役は 5～15 名であり、そのうち過半数はフィリピン

居住者でなければなりません。外資規制業種の場合、これに加え、外資規制割合と

同割合で取締役の国籍制限が課せられます。取締役は最低 1 株を保有しなければな

りませんが、役員には株式保有は求められていません。 

役員としては、会社秘書役、社長、財務役を定める必要があります。会社秘書役

はフィリピン居住のフィリピン人であること、財務役はフィリピン居住者であるこ

とが求められます。外資規制業種の場合、原則として会社の経営に携わる役員はフ

ィリピン人のみとされます。 

 

問１４ 株式会社設立の流れを教えてください。 

答 株式会社を設立するには、証券取引員会による承認が必要です。証券取引委員会

に定款、資本金送金に関する証明書や設立申請書などを提出の上、設立証明書の発

行を受けて晴れて株式会社設立となります。 

しかし、まだ営業をスタートすることはできません。設立証明書取得後、内国歳

入庁登録、地方自治体の事業許可申請、従業員の社会保障制度登録などがあります。

地方自治体の事業許可を得て初めて、会社が営業を開始することができるようにな

ります。 

 

問１５ 銀行口座を開設しようとしたところ、銀行より秘書役の証明書の提出を求め

られました。どのように対応したらよいのでしょうか。 

答 フィリピンでは銀行口座開設やその他において、秘書役の証明書47を求められる

ことが多くあります。ここでは、会社役員である会社秘書役により発行された、当

該銀行口座の開設について取締役会で決議した旨を証する証明書の提出を求められ

ています。通常、各銀行ごとに取締役会決議内容についてひな形が用意されていま

すので、当該銀行にひな形を確認し、当該ひな形記載事項に倣って銀行口座開設に

関する取締役会決議を行い、それをもとに、秘書役が証明書を作成することとなり

ます。 

 

問１６ 会社の目的事項を変更しようと検討しています。定款変更の方法を教えてく

ださい。 

                                                            
47 Secretary’s Certificate 
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答 基本定款記載の会社目的事項を変更する株主総会決議の後、証券取引委員会に当

該定款変更の承認を申請します。承認申請により当該定款変更の効力が発生します。

フィリピンは定款変更のための承認に時間を要しますので、早めの申請をお勧めし

ます。 

 

問１７ 会社設立後、資本金をどこかに登録しなければならないのでしょうか。 

答 外国投資としての資本金は、中央銀行に登録する企業が多いですが、登録自体は

義務ではありません。ただし、登録しないと、配当時や撤退時に銀行制度を通じて

外貨を調達することができなくなります。そのため、中央銀行登録を行うのが一般

的です。なお、登録は送金から 1 年間以内に行う必要があり、当該期間経過後の登

録は認められていません。登録に当たっては、資本金送金時に銀行から発行される

送金証明書が必要となります。 

 

問１８ フィリピンの会社の株式を取得する場合の手続きを教えてください。 

答 まずは、株式譲渡証書に署名し、公証を受けることが必要となります。その後、

内国歳入庁にて登録許可証を取得し、会社秘書役が当該証明書に基づき従前の株主

の株券取消及び新株主の株券発行並びに株主名簿への記録を行います。内国歳入庁

手続には納税者識別番号の取得が必要であり、法人の納税者識別番号の取得のため

には英文（又は英訳付き）定款が求められます。定款は公証及びフィリピン大使館

認証を受けてからの提出となり時間を要しますので早めの準備をお勧めします。 

 

問１９ 過去に申請したインプット VAT（付加価値税）の還付が行われません。ど

うしたら還付してもらえるのでしょうか。 

答 内国歳入庁に対するインプット VAT 還付請求後 120 日が経過しても内国歳入庁

から判断が下されない場合、還付請求が否認されたものとみなされます。申請者は

30 日以内に租税控訴裁判所に VAT 還付訴訟を提起することができます。従前は、

内国歳入庁に対する VAT 還付請求から 120 日経過後にも内国歳入庁との交渉を行

い得るため、30 日以内に提訴しない企業が存しました。しかし、通達により 120

日経過後の判断保留は否認とみなされるとの解釈が示され、否認後 30 日以上経過

した企業は提訴することができず、遡及適用されることから多くの企業の還付請求

が不可能となりました。また、120 日経過前に控訴裁判所に提訴することもできま

せん。したがって、還付請求をしてから 120 日経過していなければ 120 日間は内

国歳入庁の決定を待ち、当該期間内に決定が出ない場合にはその後 30 日以内に控

訴裁判所に提訴するということになります。一方、申請から 150 日を経過してい
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る場合には、残念ながら、内国歳入庁が還付請求を否認し提訴期間が経過したこと

になりますので還付を受けることができません。 
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２．在留邦人関係 

 

問１ ジープニーに乗っていたら強盗に会いスマートフォンを取られました。どうし

たらいいですか。 

答 警察に行ってポリス・レポートを提出してください。フィリピンの場合、被害発

生地の管轄警察でないとポリス・レポートの手続きを行うことができませんのでご

注意ください。 

 

問２ 賃貸借契約終了後、コンドミニアムを退去した後に、オーナーから身に覚えの

ない修理の代金を請求されました。 

答 根拠のない請求には応じる必要はありません。通常損耗はオーナーの負担であり、

敷金の返還請求を行うこともできます。しかし、敷金がオーナーの手元にあること

から、事実上返還請求は難航すると思われます。退去時には部屋及び家具の状況を

オーナー（又はブローカー）と確認し、退去時の状況について書面に残し、サイン

を交わすことが後日のトラブルを防ぐコツとなります。 

 

問３ 外国人だからか、タクシーやサリサリストアで支払う際に大きな金額の紙幣を

出すとお釣りがないといわれる。 

答 フィリピンではお釣りがないことを言い訳にされることがしばしばあります。し

かし、2016 年、釣銭がないことを理由に釣銭を渡さないこと禁じる法律（共和国

法第 10909 号）48が施行されました。当該法により、状況の改善が見込まれます。 

 

問４ フィリピン入国時に気を付けるべきことを教えてください。 

答 日本人はフィリピン入国時のビザが免除されているため、事前にビザ申請の手続

きをすることなくフィリピンへの入国が認められます。しかし、ビザ免除又は観光

ビザでフィリピンに入国する場合、30 日以内にフィリピン国外に出国する航空券

を持参することが必要です。数次入国ビザを持たず観光等の目的でフィリピン入国

する際には、入国日から 30 日以内にフィリピン国外に出国する航空券をお持ちく

ださい。 

 

                                                            
48 No Shortchanging Act 
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問５ ビザの手続きに半年くらいかかり、その間パスポートが移民局から返ってこな

い。ビザ取得まで海外に出られないのは非常に不便です。 

答 ビザの種類にもよりますが、例えば一般的な就労ビザ（９ｇ）ビザであれば、そ

れ以前の外国人就労許可の申請も含め、3 か月半程度で手続きが完了することが一

般的です。また、手続き中パスポートは労働雇用省や移民局に保管されるのではな

く、実際に申請を行う際に持参し、場合によっては数日預けることはあるものの、

基本的にはビザ手続きを担当する法律事務所又はビザ業者にて保管されています。

ビザ発行待ちの間でも、海外に出国することは可能ですので、担当事務所又は業者

にその旨ご連絡下さい。 

 

問６ メイドが我が家の金品を盗んで夜逃げしました。どのように対応したらよいで

しょうか。 

答 夜逃げしたメイドから金品を回復することは現実的に難しいでしょうが、ポリ

ス・レポートを作成してください。国家捜査局のデータに記録を残し得ます。また、

メイドの雇用に際しては、過去に犯罪を行っていないことを確認するため、無犯罪

証明書（NBI クリアランス）の提出を求めることをお勧めします。 

 

問７ メイドに SSS の加入及び支払いを求められています。どう対応したらよいの

でしょうか。 

答 SSS とは社会保障制度のことをいい、法律上、雇用者は従業員を SSS に加入し

掛け金を支払う義務があります。掛け金は従業員及び雇用者が負担しますが、登録

及び支払い自体を行うのは雇用者側となります。最寄りの SSS 事務所にて登録及

び支払いをすることができます。 

 

問８ 雇ったメイドが急にやめてしまい困っています。メイドに長く働かさせるには

どうしたらよいでしょうか。 

答 メイド側に就労先の選択の自由がありますので、長く働くよう強いることはでき

ません。法律上、メイドは、正当な理由がなくとも、15 日分の給料の放棄により

退職することができます。また、雇用開始から 6 か月未満で退職する場合、交通費

を返還することとなります。 

 

問９ 少し前にフィリピンを賑わせた空港銃弾事件ですが、もし自分がまきこまれた

らどうしたらよいのでしょうか。 
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答 まずは巻き込まれないように、荷物が空けられないようにする工夫、X 線検査の

際も荷物から目を離さないという工夫が必要ですが、巻き込まれた際には、不用意

に銃弾に触ることなく、まずは大使館や弁護士への連絡を要求して下さい。 

 

問１０ 就労先の会社が労働ビザを発行してくれません。どのようなリスクにさらさ

れているのでしょうか。 

答 外国人がフィリピンで就労するにあたっては、労働雇用省が発行する外国人就労

許可及び移民局が発行する就労ビザ（又はその他の就労を可能とするビザ）の両方

が必要であり、就労許可及びビザなしの現状は違法状態です。就労許可なしに働く

ことについての罰則としては、外国人個人及び会社それぞれに 10,000 ペソの罰金

が科されます。一方、就労可能なビザなしに働くことにより、外国人自身が強制送

還リスクを負います、ブラックリストに載せられる可能性があります。就労許可及

び就労ビザの申請は会社の協力なしにはなしえません。それにもかかわらず、これ

らの申請及び取得に協力してくれない会社で就労することのリスクは外国人個人が

負います。 

 

問１１ フィリピン人の妻が死亡しました。遺言がないため、妻の財産の相続人であ

ると主張する妻の兄弟との話し合いがまとまりません。兄弟に相続権はあるの

でしょうか。 

答 優先的に相続権があるのは、子供及びその子孫、親、並びに配偶者であり、これ

らの者が生存する場合、兄弟をはじめとするその他の親族に相続権はありません。

本件では、配偶者が生存しているため、兄弟には相続権はありません。 

 

問１２ 車を売ろうとしたところ、OR／CR が必要といわれました。これは何の書

類なのでしょうか。また、紛失したかもしれないのですが、その場合、車を売

ることはできないのでしょうか。 

答 OR/CR とは、オフィシャル・レシート（Official Receipt）及び登録証

（Certificate of Registration）のことをいい、取引を行う場合に必要となります。

紛失した場合には、これを紛失した旨の Affidavit of Loss を作成し、登録名義人が

署名の上、公証を受け、陸運局（Land and Transportation Office）で再発行の手続

きを行ってください。 
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問１３ 結婚を考えているフィリピン人女性から、家を買うならフィリピン人女性の

名義にしないといけないといわれました。お金を出すのは自分なので、自分の

名義にするのが普通だと思いますが、自分が名義人になれない理由があるので

しょうか。 

答 フィリピンでは、外国人が土地を保有することはできません。そのため、戸建て

住宅を購入する場合、配偶者が土地保有者となる例が多くあります。一方、コンド

ミニアムであれば外国人も名義人になることができます。 

 

問１４ 交際中のフィリピン人女性に結婚を申し込んだところ、過去に結婚したこと

があるので結婚できないことを告げられました。どういうことでしょうか。 

答 フィリピンは法制度上離婚が認められていません。そのため、結婚歴のあるフィ

リピン人は原則として再婚はできません。一方で、結婚無効の手続きが設けられて

おり、これを離婚の代わりとして活用しようとする人も存しますが、結婚無効事由

は限定されており、容易に結婚無効とすることはできません。 

 

問１５ ドライバーが車を運転していたところ、交通警察に、その日は車を利用して

はいけないと止められ罰金を払わされました。カラーコーディングといわれま

したが何のことだか理解できません。どういった規制なのでしょうか。 

答 渋滞緩和のため、車のナンバープレートの番号ごとに、毎週車の運転が禁止され

る日が定められています。以前は車の色で運転禁止日を定めていたことから、今で

もカラーコーディングと呼ばれます。ナンバープレート末尾の番号により、運転の

禁止日が定められ、具体的禁止日は以下の通りです。 

 

末尾番号 1、2 3、4 5、6 7、8 9、0 
禁止日 月曜日 火曜日 水曜日 木曜日 金曜日 

 

 

問１６ ドライバーが交通違反を犯し、違反切符を切られそうになったところ、交通

警察に対して金銭を渡して切符を免れました。ドライバーはフィリピンではよ

くあることと言いますが、そうなのでしょうか。 
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答 フィリピンではまだ賄賂による解決が事実上行われているようです。しかし、賄

賂は違法です。今後は賄賂による解決ではなく法にのっとった手続きを行ってくだ

さい。 

 

問１７ メイドに給料の前借りを申し込まれましたがどのように対応したらよいので

しょうか。 

答 前借りに応じるか否かは自由であり、法律上これに応じる義務はありません。こ

れに応じる場合、後々の紛争を防ぐために契約書を残してください。なお、フィリ

ピンでは、従業員が給料の前借りをすることは珍しくありません。特に、学校の始

まる 6 月やクリスマスの時期には前借りが増える傾向にあります。 

 

問１８ 道を歩いていたらフィリピン人の子供にナイフを突きつけられ、ホールドア

ップに会いました。 

答 ホールドアップのあった地域を管轄する警察に行ってポリス・レポートを提出し

てください。フィリピンでは、場所によっては昼夜を問わず道を歩くとホールドア

ップにあう可能性があります。中には拳銃を持った強盗もおり、抵抗すると発砲さ

れる可能性があるので、抵抗せずに求められたものを差し出すようにしましょう。  

 

問１９ ドライバーが自家用車を運転中に前を走っていた車に追突してしまいました。

どうしたらよいでしょうか。 

答 事故地を管轄する警察に連絡し、現場の状況を写真に残してください。ポリス・

レポートを作成し、その後、保険の手続きとなります。 
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